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Ⅰ .はじめに

Ⅱ .主な取り組み実績について

社会構造や経済情勢など、自治体を取り巻く環境が大きな転換期を迎えるなか、労働力人口の減少に伴う「2040年問

題」や新たな未来社会として国が提唱するSociety5.0(超スマート社会)などへの対応が課題となっていることを背景に、

改革の方向性として５つの基本方針を掲げ、スピード感をもって着実に推進するための進捗管理や、行財政改革効果の「見

える化」に係る考え方を示した「行財政改革プラン202０-新たな改革ステージへ-」を令和２年３月に策定しました。

同プランに掲げる「1.行財政経営システムを構築する」「2.行政サービス・行政資源を最適化する」「3.スマート自治体への

転換をめざす」「4.職員の働き方と職場を変える」「5.民間活力の活用や協働を推進する」の５本の柱のもと、９０項目の個

別改革課題を設定し、取り組みを推進してきたところですが、同プランが令和５年度をもって計画期間を満了することから、

４年間の取り組み実績について公表するものです。

行財政経営システムを構築する ～エビデンスに基づく施策決定とその検証・評価～１
事務事業ごとにロジックモデルや指標、目標を設定し、それらの検証の一環として外部有識者に

よる評価を実施するとともに、「事務事業効果測定指標設定ガイドライン」を策定しました。また、全

事務事業を対象として、ロジックモデル等を活用した見直しを実施し、事業の実施方法や必要経費

等を精査しました。さらに、経常経費（枠配分）としている事務事業については、経費の検証を行っ

たうえで、その結果を踏まえて当初予算編成に反映しました。

基本方針

１



行政サービス・行政資源を最適化する ～事務事業等の見直し・検証とストック活用～２

スマート自治体への転換をめざす ～職員力の向上とICTの積極的な活用～３

長時間労働の縮減や職員数の適正化など、総人件費の削減に向けた取り組みを進めたほか、受

益者負担の適正化等の視点から来庁者・利用者用駐車場の有料化の検討、エフエムひらかた放送委

託の見直しや灰溶融炉の停止などの事務事業の見直しを図り、行政コストの最適化に努めました。

また、ネーミングライツの対象施設拡大や未利用財産の売却・貸付、ふるさと納税制度による積極

的な民間資金活用など、行政財産の有効活用等による歳入確保策の取り組みを進めました。

職員の働き方と職場を変える ～さらなるワークプレイス改革の推進～４
職員の労働生産性向上やワークライフバランスの確保に向けて、Web会議専用機の配備やWeb

会議用タブレット管理ツールの運用を進めるなど、テレビ会議・研修の環境を整備するとともに、各

職場の実態に応じたモバイルワーク利用を促進しました。また、ファイリングシステムの導入やグ

ループアドレスの試行実施による柔軟なオフィスレイアウトの検討や時差勤務制度の段階的な拡充

にも取り組み、職員の働き方・働く場所の見直しを推進しました。

基本方針

基本方針

基本方針

新たな人材育成基本方針を踏まえた研修体系に基づく職員研修の実施等による人材育成の充実

や、若手・中堅職員による組織横断的なプロジェクトチームの設置などの取り組みを進め、スマート

自治体への転換に向けた一人ひとりの職員力向上を図りました。また、電子申請やキャッシュレス

決済の促進・拡充、オンラインによる窓口予約システムの導入などのICT技術を活用した市民サー

ビスの向上を推進したほか、RPAの拡充やAI-OCRの導入などにより業務効率化を図りました。

２



民間活力の活用や協働を推進する ～市民・事業者など様々な主体との連携・協力の推進～５

Ⅲ . 「 行財政改革プラン 2 0 2 4 」 の取り組みへ

「行財政改革プラン2020」の計画期間満了に伴い、令和６年度から令和９年度までの４年間に本市が取り組む行

財政改革の方向性を示した「行財政改革プラン2024」を令和6年３月に策定しました。同プランでは、前プランから

改革の方向性と５つの基本方針を継承しながらも、新型コロナウイルス感染症の拡大、激甚化・頻発化する風水害等

の予測困難な社会変化の中で、時代に応じた行財政改革を実現すべく、前プランから継承・再設定した課題(36項

目)を含む計61項目の個別改革課題を設定し、引き続きスピード感をもって取り組みを推進します。

令和６年度以降の取扱い 項目数 具体的な課題

達 成
制度の導入や構築、計画策定等、改革課題の取り組み目標

（内容）を達成した課題。 ３１
エフエムひらかた放送委託の見直し、灰溶融炉の停止
(廃止)、事業系ごみ処理手数料の適正化

継承・再設定
取り組み目標の達成・未達成に関わらず、行財政改革プラ

ン2024へ継承し、目標を再設定のうえ取り組む課題。 ３６
ふるさと納税制度による積極的な民間資金活用、ごみ
焼却量の削減、柔軟なオフィスレイアウトの検討、地域
防災力向上をめざした訓練の見直し

継続取り組み

取り組み目標の達成・未達成に関わらず、行財政改革プラ

ン2024には継承せず、引き続き各部署で取り組みを進

める課題。
１７

マイナンバー制度の活用、電子自治体の推進(自治体ク
ラウドの推進)、指定管理者制度のさらなる効果的運用
に向けた取り組み、公立保育所の民営化

実現困難
取り組み目標の達成に向けて検討を進めたものの、実現

の目途を立てることができなかった課題。 ６
検針票の有料広告、クレジットカード利用による給油契
約の導入、窓口業務等の最適化に向けた取り組み、広
報ひらかた作成業務の見直し

市公式LINEの開設や多言語対応アプリの導入により市民への発信力強化に努めたほか、渚・渚

西・阪保育所の民営化や東部公園への指定管理者制度導入など、民間のノウハウや知見の活用を

図りました。また、地域の防災力向上にとって大切な実働型訓練の実施を促進したほか、成果連動

型民間委託契約方式(ＰＦＳ)の活用、学校プールの民間施設活用など、様々なステークホルダーと

の連携・協力のもとで取り組みを進めました。

基本方針

３



Ⅳ . 各改革課題の取り組み実績

取 組 課 題 シ ー ト の 見 方

令和６年度以降の方向性(取り扱い)を記

載しています。

「行財政改革プラン２０２０ 」の計画期間内におけ

る４年間の取り組み実績を記載しています。課題設定時点における取り組みの方向性を

記載しています。

令和２～５年度の実績効果額を年度ごとに記載。

 年度ごとの目標効果額と、４年間の累積効果額を記載して

います。（効果額一覧にも再掲しています。）

 直接的には効果額が発生しない課題や、現時点では効果

額の積算が困難な課題等については、「―」で表示してい

ます。

 「行財政改革プラン2020」の目標効果額は、原則として、

「平成31年度当初予算額を基準として、改革実施後の予

算見込み額との差額」を用いて算出しています。

目標効果額

歳
入

歳
出

効果額＝改革による新たな収入額

◎廃止の場合

効果額＝廃止前の経費

令和２～５年度の取組目標・

取組実績を年度ごとに記載。

◎事務事業の見直し等により費用削減される場合

廃止前 廃止後

見直し前 見直し後見直し前の予算額と見直し

後の予算見込み額の差額

ただし、当該年度において改
革に必要な経費等が発生す
る場合は、その額を控除する。

事業経費
100万円

効果額
100万円

事業経費

200万円

効果額
６０万円

事業経費
1４0万円

４



行財政経営システムを構築する

～エビデンスに基づく施策決定とその検証・評価～

基本方針

1

５



基本方針１ 基本方針２ 基本方針３ 基本方針４ 基本方針５

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 備 考

取 組

目 標

目 標

効果額

取 組

実 績

実 績

効果額

行財政経営システムを構築する エビデンスに基づく施策決定とその検証・評価～

累積効果額

No.

累積効果額

今後の方向性

✓取り組みの方向性(課題設定時点) ✓４年間の取り組み実績(総括)

事務事業における到達目標の明示と、その検証を踏まえた見直し１

― 千円 ― 千円 ― 千円 ― 千円
― 千円

― 千円 ― 千円 ― 千円 ― 千円
― 千円

総合政策部

各部

事務事業ごとにロジックモデ
ルや指標、目標を設定し、その
検証の一環として外部有識者
による評価を実施した。また、
事務事業の見直し・廃止に係
る仕組みの構築に向け、「事
務事業効果測定指標設定ガイ
ドライン」を策定した。

事務事業ごとに設定している
ロジックモデルや指標、目標
を、より確度の高いものとす
るため、「事務事業効果測定
指標設定ガイドライン」等を踏
まえた見直しを行った。また、
すべての事務事業を対象に、
各部署でのロジックモデル等
を活用した事業の評価や検証、
見直しを踏まえ、担当部署と
総合政策部とのヒアリングを
実施し、40 事業について事
業の実施手法や必要経費等
の精査を行った。

昨年度に引き続き、すべての
事務事業を対象に、各部署で
のロジックモデル等を活用し
た事業の評価や検証、見直し
を踏まえ、担当部署と総合政
策部とのヒアリングを実施し、
13事業について事業の実施
手法や必要経費等の精査を
行った。

事務事業実績測定において、
ロジックモデル等を活用した
事業の評価や検証、見直しに
取り組んだ。また、事務事業へ
のロジックモデルや指標の設
定から約４年が経過するため、
これまでの取り組みを踏まえ、
設定範囲の見直し検討に着手
した。

・事務事業実績測定の見直し及び
その運用開始

・事務事業の見直し・廃止に係る仕
組みの構築

事務事業に明確な到達目標(指標)を設定し、より確度の高い効果測定につな

げる。また、事務事業の達成度等を踏まえ、事務事業を検証し、見直し・廃止を

行う。

※ 基本方針１№１「事務事業における到達目標の明示と、その検証を踏まえた見直し」の「目標効果額」及び「実績効果額」は、基本方針1№2「経常経費(枠配分予算)の検証」の効果額に合算しています。

・既存事業の検証・見直し

・令和２年度開始の新規事務事業
について検証・見直し

令和３年度開始の新規事務事業
について検証・見直し

令和４年度開始の新規事務事業
について検証・見直し

令和２年度に事務事業ごとにロジックモデルや指標、目標を設定し、その検証

の一環として外部有識者による評価を実施するとともに、「事務事業効果測定

指標設定ガイドライン」を策定した。また、令和３・４年度の２カ年ですべての事

務事業を対象として、ロジックモデル等を活用した見直しを実施し、事業の実施

方法や必要経費等を精査した。

達成

６



基本方針１ 基本方針２ 基本方針３ 基本方針４ 基本方針５

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 備 考

取 組

目 標

目 標

効果額

取 組

実 績

実 績

効果額

行財政経営システムを構築する エビデンスに基づく施策決定とその検証・評価～

累積効果額

No.

累積効果額

今後の方向性

✓取り組みの方向性(課題設定時点) ✓４年間の取り組み実績(総括)

経常経費(枠配分予算)の検証２

― 千円 ― 千円 269,442千円※ 298,026千円※
567,468千円

― 千円 ― 千円 270,127千円 298,026千円
568,153千円

総合政策部

経常経費の検証を行い、令和
３年度当初予算編成に反映し
た。

経常経費の検証を行い、令和
４年度当初予算編成に反映し
た。

経常経費の検証について、事
務事業の見直しによる効果額
を含め270,127千円の減額
を行った。

経常経費の検証について、事
務事業の見直しによる効果額
を含め298,026千円の減額
を行った。

事務事業実績測定の見直しと歩調を合わせた編成手法の見直しを実施

今後、事務事業実績測定の見直しに取り組むことを踏まえ、現行の予算編成

手法についてもそれに合わせて必要な見直しを行う。同時に、現状、経常経費

(枠配分)としている事務事業について、定期的に検証できるよう枠配分制度

を一部改める。

※「目標効果額」及び「実績効果額」欄には、基本方針１№１「事務事業における到達目標の明示と、その検証を踏まえた見直し」と№2「経常経費(枠配分予算)の検証」の効果額を合算した額を記載しています。

経常経費の検証の実施(令和３年度当初

予算編成に反映)

経常経費（枠配分）としている事務事業について、経常経費の検証を行ったうえ

で当初予算編成に反映し、事務事業の見直しによる効果額を含めて累計

568,153千円の減額を行った。

達成

７



行政サービス・行政資源を最適化する

～事務事業等の見直し・検証とストック活用～

基本方針

2

８



基本方針１ 基本方針２ 基本方針３ 基本方針４ 基本方針５

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 備 考

取 組

目 標

目 標

効果額

取 組

実 績

実 績

効果額

累積効果額

No.

累積効果額

今後の方向性

✓取り組みの方向性(課題設定時点)

行政サービス・行政資源を最適化する ～事務事業等の見直し・検証とストック活用～

✓４年間の取り組み実績 (総括)

エフエムひらかた放送委託の見直し１

― 千円 ― 千円 50,000 千円 50,000 千円
100,000 千円

― 千円 1,562 千円 50,000千円 50,000 千円
101,562千円

市長公室

６月に市の関与のあり方につ
いて検証結果をまとめ、令和
４年度からの放送委託廃止を
決定。廃止に伴う課題への対
応策を検討するため、自立経
営の場合、事業譲渡の場合、
閉局の場合のスケジュールを
確認するなど、同社との協議
を継続して実施した。また、同
社に代わる災害時の情報伝
達手段について危機管理室と
協議を進めた。

令和４年度からの放送委託廃
止はエフエムひらかたの経営
に大きな影響を及ぼすことか
ら、自立経営の可能性や事業
譲渡の可能性の検討につい
て協力し、取り組んだ。同社は
令和４年２月末をもって放送
終了、３月末に閉局・解散され
た。

エフエムひらかたは令和４年
２月末をもって放送終了、３
月末に閉局・解散されたため、
令和４年度の放送委託は行っ
ていない。

エフエムひらかたは令和４年
２月末をもって放送終了、３月
末に閉局・解散されたため、
令和５年度の放送委託は行っ
ていない。

情報伝達ツールとしての効果検証を踏

まえた放送委託見直し後の会社運営

の方向性について、エフエムひらかた

と協議

エフエムひらかたは、災害時の情報伝達手段として市を筆頭に民間事業者の出資で平
成9年に設立され、平常時には、市民に親しまれるコミュニティＦＭ局として、地域情報
や市政情報等を発信する役割を担う一方で、昨今のインターネットやＳＮＳの普及によ
る情報伝達手段の多様化によって、ラジオ聴取率が低迷するなど、設立当時と比べ環
境が大きく変化している。市では、災害時の情報伝達手段を確保するため、同社に対
し平常時の放送委託を継続・支援してきたが、この間の社会情勢の変化を踏まえ、情
報伝達ツールとしての効果検証を行い、同社への放送委託の抜本的な見直しを行う。

情報伝達ツールとしての効果検証を

踏まえた放送委託見直し後の会社運

営の課題(自立経営・事業譲渡の可能

性)について、エフエムひらかたと協議

放送委託の廃止

インターネットやSNSの普及など情報伝達手段の多様化時代におけるエフエムひ

らかたの役割を踏まえ、令和２年度に市の関与のあり方について検証結果をま

とめ、放送委託廃止を決定。廃止に伴う課題への対応について、同社との協議を

継続するとともに、同社の自立経営や事業譲渡の可能性を検討した。また、災害

時の情報伝達手段における代替策に関して、危機管理部と協議を行った。同社に

ついては、令和４年２月末をもって放送終了、同年３月末に閉局・解散された。

達成

 

９



基本方針１ 基本方針２ 基本方針３ 基本方針４ 基本方針５

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 備 考

取 組

目 標

目 標

効果額

取 組

実 績

実 績

効果額

累積効果額

No.

累積効果額

今後の方向性

✓取り組みの方向性(課題設定時点)

行政サービス・行政資源を最適化する ～事務事業等の見直し・検証とストック活用～

✓４年間の取り組み実績 (総括)

施設の一元管理に係る検討２

― 千円 ― 千円 ― 千円 ― 千円
― 千円

― 千円 ― 千円 ― 千円 ― 千円
― 千円

総合政策部

検討対象となる施設及び施設
所管部署等の特定や、検討体
制の構築に向けて課題整理に
着手したところ、今後チーム
において効率的な検討を行う
に当たり必要となる契約実績
等を用いた絞込み等の作業に
多大な時間を要することが判
明したため、令和２年度の取
組目標としていた「チームで
の調査・検討」を令和３年度に
延期することとした。

自治体向け説明会等を通じた
他市状況等の情報収集や、契
約実績等を用いた絞込み等
の課題整理に取り組んだが、
多額のコストに加え、人員体
制に密接に関わるなど、整理
すべき課題が多岐にわたるこ
とから、令和４年度も引き続
き、他市事例を参考に実施効
果などについて検討を行う。

自治体向け説明会等を通じた
他市状況等の情報収集や導
入市への聞き取り調査を行い、
想定される実施効果やリスク
について関係部署と情報共
有を行った。

今後の進め方等について関係
課と協議を行ったほか、導入
済みの他市への視察を行い、
導入効果や課題等について情
報収集を行った。

若手・中堅職員によるプロジェク
トチームで調査・検討を開始

現在、各部署単位で担っている施設の維持管理業務について、スケールメ

リットや横断的視点を生かしたより効率的・効果的な維持管理といった観点

から、包括的に委託化することを検討する。

若手・中堅職員によるプロジェク
トチームで調査・検討を開始

若手・中堅職員によるプロジェク
トチーム等で調査・検討を開始

すでに一元管理を導入している他市への聞き取り調査や視察など情報収集を

行い、関係課と協議を行うなど検討を行ったが、本市における導入メリットを見

出すには、コストメリットや職員の負担軽減などの導入効果の検証、課題整理を

さらに進める必要がある。

継承 ・再設定

 

10



基本方針１ 基本方針２ 基本方針３ 基本方針４ 基本方針５

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 備 考

取 組

目 標

目 標

効果額

取 組

実 績

実 績

効果額

累積効果額

No.

累積効果額

今後の方向性

✓取り組みの方向性(課題設定時点)

行政サービス・行政資源を最適化する ～事務事業等の見直し・検証とストック活用～

✓４年間の取り組み実績 (総括)

より機能的で柔軟な組織体制の確立３

― 千円 ― 千円 ― 千円 ― 千円
― 千円

― 千円 ― 千円 ― 千円 ― 千円
― 千円

総務部

令和2年度機構改革では、子ど
もをめぐる問題を一元的に把
握し、組織横断的な支援につな
げる体制整備として、子育ち支
援監の設置、市長直轄の組織と
して子ども総合相談センターを
子どもの育ち見守りセンターに
改編したほか、地域共生社会の
実現に向けた健康(保健)・福
祉・高齢者施策を組織横断的に
推進する体制整備として、健康
部(保健所を含む)、長寿社会部
及び福祉部を統合し、新たに
「健康福祉部」を設置するなど、
組織体制の整備を図った。

令和３年度機構改革では、効率
的・機能的な健康・福祉・保健施
策推進体制の整備等として、健
康福祉部内に福祉事務所を設
置したほか、EBPM(証拠に基
づく政策立案)に基づく事業展
開や定住促進などの施策、また、
東部地域や市駅周辺再整備に
係る地域活性化施策を総合的
に調整・推進する体制整備とし
て、総合政策部の企画政策課
を「企画政策室」に改編した。ま
た、市有建築物、学校園等の施
設の新設等の業務を一元的に
推進するため、教育委員会のま
なび舎整備室を都市整備部の
施設整備室に統合した。

令和４年度機構改革で、危機管理施
策を推進する体制の強化として危機
管理室を部組織に改編、2025年大
阪・関西万博を契機とした人口誘導・
定住促進などを推進するため、総合
政策部企画政策室に「政策推進課」
を設置、また、重層的支援体制整備
事業など部が所管する政策等の総合
調整のため健康福祉総務課を「健康
福祉政策課」に改編した。さらに、子
どもを守り、支援する体制の強化と
して子どもの育ち見守りセンターと
子ども未来部を統合、廃棄物施策を
一体的に推進する体制の整備として
環境部内の複数課を「循環型社会推
進室」に改編、道路・公園等の同種の
業務を集約し、効率的な執行体制の
整備のため道路河川管理課をみち・
みどり室に移管した。

令和５年度当初は機構改革を
実施しなかったが、枚方市、京
田辺市における可燃ごみ広域
処理施設整備事業について、令
和7年度末の新施設の完成・稼
働に合わせ、一部事務組合「枚
方京田辺環境施設組合」が新施
設及び東部清掃工場焼却施設
の管理運営を開始できるよう
事務の執行体制を整備するた
め、令和５年12月に環境部循
環型社会推進室に「広域処理推
進課」を設置した。

その時々の行政課題や市民ニーズ等を踏まえて、より機能的、効率的かつ柔

軟に対応できる体制を構築する。また、組織を横断する課題についても対応

できるよう、体制や権限について検討を行う。

より機能的、効率的かつ柔軟な組織体制の検討及び実施

行政課題への対応やより機能的、効率的かつ柔軟に対応できる業務体制の
確立を図るため、その時々の社会状況や市民ニーズ等を踏まえて、組織の
改編を行った。

継続取り組み
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基本方針１ 基本方針２ 基本方針３ 基本方針４ 基本方針５

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 備 考

取 組

目 標

目 標

効果額

取 組

実 績

実 績

効果額

累積効果額

No.

累積効果額

今後の方向性

✓取り組みの方向性(課題設定時点)

行政サービス・行政資源を最適化する ～事務事業等の見直し・検証とストック活用～

✓４年間の取り組み実績 (総括)

マイナンバー制度の活用４

― 千円 ― 千円 ― 千円 ― 千円
― 千円

― 千円 ― 千円 ― 千円 ― 千円
― 千円

総合政策部

マイナポータルの電子申請機能
であるぴったりサービスについ
て、市民からの申請データを受
領可能なようシステム環境を整
備した。また、国の推進する子
育て・介護・被災者支援ワンス
トップ関連の手続きを中心に、
関係課と調整のうえ、マイナン
バーカードによる申請者の本
人確認機能も活用し、児童手当
関連5手続のオンラインでの受
付体制を整備し、公開を開始し
た。

マイナンバーカードの普及につ
いて、発行事務を所掌する市民
室と調整を図りながら、国の広
報活動とも連動した取り組み
を進めた。また、マイナンバー
カードの活用として、衆議院選
挙(令和3年10月31日投開
票)の不在者投票用紙について、
マイナポータルでのオンライン
請求に対応した。さらに、国民
健康保険に関する手続のオン
ライン化や、市の「ひらかたポイ
ント」制度におけるマイキープ
ラットフォーム(国の整備する
ポイント管理基盤)の活用(多様
な決済手段との連携)に向け、
関係課との検討を進めた。

マイナンバーカードの普及につ
いては、発行事務を所掌する市
民室と調整を図りながら、国の
広報活動とも連動した取組を
進めた 。また 、マイナン バー
カードの活用として、国のデジ
タルガバメント実行計画中の特
に国民の利便性の向上に資す
る手続として、子育て・介護関
係手続のオンライン化を実施。
また、「ひらかたポイント」制度
にて、国の自治体マイナポイン
ト事業を活用し、マイナンバー
カード保有者が付与ポイントを
さまざまなキャッシュレスサー
ビスで利用可能とするために
必要な準備を進めた。

マイナンバーカードの普及につ
いては、発行事務を所掌する市
民室とも調整を図りながら、国
の広報活動とも連動した取り
組みを進めた。また、国のデジ
タルガバメント実行計画に示さ
れる「特に国民の利便性の向上
に資する手続」のオンライン化
の推進など、引き続きマイナン
バーカードを活用した制度の推
進を行った。

効率的・効果的な行政運営とさらなる市民サービスの向上を図る観点から、

国の動向も踏まえ、マイナポータルを通じた電子申請機能やマイナンバーカー

ドの利活用、マイナンバーの利用範囲の拡大などを検討する。

マイナンバー制度の活用について検討及び実施

令和2年度における児童手当関連(５手続き)のオンライン受付体制の整備をは

じめ、国民健康保険に関する手続きや子育て・介護関係手続き等について、マイ

ナポータルを通じた電子申請機能やマイナンバーカードの利活用によるオンラ

イン化を実施。また、同カードの普及について、発行事務を所管する市民生活部

と調整を図りながら、国の広報活動とも連動した取り組みを進めた。

継続取り組み
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基本方針１ 基本方針２ 基本方針３ 基本方針４ 基本方針５

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 備 考

取 組

目 標

目 標

効果額

取 組

実 績

実 績

効果額

累積効果額

No.

累積効果額

今後の方向性

✓取り組みの方向性(課題設定時点)

行政サービス・行政資源を最適化する ～事務事業等の見直し・検証とストック活用～

✓４年間の取り組み実績 (総括)

地方公会計による財務書類の活用５

― 千円 ― 千円 ― 千円 ― 千円
― 千円

― 千円 ― 千円 ― 千円 ― 千円
― 千円

総合政策部

昨年度に引き続き、類似団体
間での比較分析などを行った
うえで、「枚方市の財政事情
(第二部)」として令和３年３月
末までに公表した。

類似団体間におけるフロー・
ストックの両面からの比較分
析等を行う中で、本市の現状
を把握するとともに、今後の
財政運営に資する目的で「枚
方市の財政事情(第二部)」を
作成し、令和４年３月末までに
公表した。

類似団体間におけるフロー・
ストックの両面からの比較分
析等を行う中で、本市の現状
を把握するとともに、今後の
財政運営に資する目的で「枚
方市の財政事情(第二部)」を
作成し、令和５年３月末まで
に公表した。

類似団体間におけるフロー・
ストックの両面からの比較分
析等を行う中で、本市の現状
を把握するとともに、今後の
財政運営に資する目的で「枚
方市の財政事情(第二部)」を
作成し、令和６年３月末までに
公表した。

財務書類から得られる各種指標
を用いた多角的な分析とその結
果の公表

これまで地方公会計の整備促進に取り組んできたが、今後は、総務省の研究

会の報告に基づき、財務書類から得られる各種指標を用いてより多角的な分

析を行うとともに、比較可能な形による財務書類の開示手法などについて検

討を行う。

比較可能な形による財務書類の開示手法の充実

分析手法の充実及び分析結果の公表

令和2年度には、類似団体間での比較分析を行ったうえで「枚方市の財政事情

（第二部）」を作成・公表。令和３年度以降は、類似団体間におけるフロー・ストッ

クの両面からの比較分析等を行う中で本市の現状を把握するとともに、引き続

き「枚方市の財政事情（第二部）」を作成・公表することで、比較可能な形による

財務書類の開示手法の充実を図った。

継続取り組み
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基本方針１ 基本方針２ 基本方針３ 基本方針４ 基本方針５

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 備 考

取 組

目 標

目 標

効果額

取 組

実 績

実 績

効果額

累積効果額

No.

累積効果額

今後の方向性

✓取り組みの方向性(課題設定時点)

行政サービス・行政資源を最適化する ～事務事業等の見直し・検証とストック活用～

✓４年間の取り組み実績 (総括)

枚方市勤労市民会への支援のあり方の見直し６

4,584千円 8,584千円 12,584千円 12,584千円
38,336千円

4,584千円 8,584千円 12,584千円 12,584千円
38,336千円

市長公室

団体運営補助金は、12,584
千円から4,584千円を減額
し、8,000千円を交付した。
団体運営補助金の廃止を踏
まえた今後の同会の運営につ
いては、会で会員の意向確認
をするなど検討を進めた結果、
令和３年度末で事業サービス
を停止し、法人を解散するこ
とが決定された。

令和３年度末で団体運営補助
金の交付を終了する。なお、
枚方市勤労市民会は、令和４
年３月31日で解散された。

令和４年度当初から補助金を
廃止した。

令和４年度当初から補助金を
廃止した。

団体への支援のあり方の検討

枚方市勤労市民会は、中小企業や商店等で働く従業員を対象に、個々の事業

所では行うことが困難な福利厚生事業を実施している。本市は、勤労者の福

祉向上を図るため、団体運営補助金を交付してきたが、中小企業等における

ニーズが限定的であることや民間事業者により同様の事業が提供されてい

ること等の社会情勢等を踏まえ、補助金を段階的に減額し、廃止する。

団体運営補助金の段階的な減額
団体運営補助金の廃止

枚方市勤労市民会への団体運営補助金について、段階的な措置として、令和２

年度に4,584千円の減額(交付額8,000千円)、令和３年度はさらに４，０００

千円の減額(交付額４,000千円)を行い、同年度で補助金の交付を終了した。

また、同補助金の廃止を踏まえた同会の運営について、会員の意向確認をする

など同会で検討を進めた結果、令和４年３月31日をもって解散となった。

達成
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基本方針１ 基本方針２ 基本方針３ 基本方針４ 基本方針５

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 備 考

取 組

目 標

目 標

効果額

取 組

実 績

実 績

効果額

累積効果額

No.

累積効果額

今後の方向性

✓取り組みの方向性(課題設定時点)

行政サービス・行政資源を最適化する ～事務事業等の見直し・検証とストック活用～

✓４年間の取り組み実績 (総括)

来庁者・利用者用駐車場の有料化に向けた検討(北部支所・生涯学習
市民センター・図書館)

７

― 千円 ― 千円 ― 千円 ― 千円
― 千円

― 千円 ― 千円 ― 千円 ― 千円
― 千円

市民生活部 観光にぎわい部

総合教育部 総合政策部

「来庁者・利用者用駐車場の有料

化に関する考え方」に基づき、検

討対象施設の有料化実施時期等

について、関係部署で検討した。

受益者負担や駐車場管理の適正

化の観点から、関係部署で意見

交換を行ったが、新型コロナウイ

ルス感染症の影響により施設の

利用が長期間中止になるなど、

駐車場利用の現状を正確に把握

できない状況にある。引き続き、

有料化実施時期等について検討

を行っていく。

指定管理者制度更新手続きに合

わせて、受益者負担や駐車場管

理の適正化の観点から、関係部

署で意見交換を行ったが、新型

コロナウイルス感染症の影響が

長期化するとともに、エネルギー

価格や物価高騰による市民や事

業者への影響を踏まえ、市では

社会経済活動の回復に向けた

様々な支援策を実施している状

況であるため、引き続き社会情

勢を注視しながら検討を行う。

新型コロナウイルス感染症が５類

感染症の位置づけとなったこと

などから社会経済活動は一定回

復傾向にあるものの、エネルギー

価格や物価の高騰による市民や

事業者への影響を踏まえて、有

料化に向け関係部署と意見交換

を行った。引き続き、社会情勢を

注視しながら見直しの検討を行

う。

平成27年度に策定した「来庁者・利用者用駐車場の有料化に関する考え方」

に基づき、受益者負担や駐車場管理の適正化の観点から、来庁者・利用者用

駐車場の有料化を検討する。

【検討対象施設】 北部支所、生涯学習市民センター(楠葉・さだ・御殿山・牧

野・津田・菅原・南部)、図書館(楠葉・さだ・御殿山・牧野・津田・菅原)

有料化に向けた検討

平成27年度に策定した「来庁者・利用者用駐車場の有料化に関する考え方」に

基づき、長期化する新型コロナウイルス感染症、エネルギー価格や物価の高騰な

どの影響も踏まえ、関係部署と意見交換を行った。今後も有料化に向けた課題

の検討を引き続き行う。

継承 ・再設定
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基本方針１ 基本方針２ 基本方針３ 基本方針４ 基本方針５

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 備 考

取 組

目 標

目 標

効果額

取 組

実 績

実 績

効果額

累積効果額

No.

累積効果額

今後の方向性

✓取り組みの方向性(課題設定時点)

行政サービス・行政資源を最適化する ～事務事業等の見直し・検証とストック活用～

✓４年間の取り組み実績 (総括)

来庁者・利用者用駐車場の有料化に向けた検討(輝きプラザきらら・
車塚公園・中央図書館)

8

― 千円 ― 千円 ― 千円 ― 千円
― 千円

― 千円 ― 千円 ― 千円 ― 千円
― 千円

総務部 土木部

総合教育部 総合政策部

令和元年度に実施した民間事
業者からのヒアリングを踏ま
え、駐車場の運営方法や料金
体系、使用料等の課題につい
て検討し、関係部署と協議し
た。なお、施設利用者の無料
時間の設定等により、民間事
業者の参入は困難な状況で
ある。

引き続き、令和元年度に実施
した民間事業者からのヒアリ
ング結果を踏まえ、関係部署
と意見交換を行ったが、駐車
場の運営方法や料金体系、使
用料等の課題が多い状況で
あ る 。 な お 、 設 備 投 資 に 見
合った採算が採れず、民間事
業者の参入は困難だが、他施
設の駐車場管理業務との合
併発注等、関係部署と検討し
ていく。

引き続き有料化に向け検討
を進めてきたが、駐車場の運
営方法や料金体系、使用料等
の課題が多い状況である。ま
た、新型コロナウイルス感染
症の影響が長期化するととも
に、エネルギー価格や物価高
騰による市民や事業者への
影響を踏まえ、市では社会経
済活動の回復に向けた様々
な支援策を実施している状況
であるため、引き続き社会情
勢を注視しながら検討を行う。

引き続き有料化に向け検討を
進めてきたが、駐車場の運営
方法や料金体系、使用料等の
課題が多い状況である。また、
エネルギー価格や物価高騰に
よる市民や事業者への影響を
踏まえ、市では社会経済活動
の回復に向けた様々な支援策
を実施している状況であるた
め、引続き社会情勢を注視し
ながら検討を行う。

平成27年度に策定した「来庁者・利用者用駐車場の有料化に関する考え方」

に基づき、受益者負担や駐車場管理の適正化の観点から、来庁者・利用者用

駐車場の有料化を検討する。

【検討対象施設】輝きプラザきらら、車塚公園、中央図書館

有料化に向けた検討

平成27年度に策定した「来庁者・利用者用駐車場の有料化に関する考え方」に

基づき、長期化する新型コロナウイルス感染症、エネルギー価格や物価の高騰な

どの影響も踏まえ、関係部署と意見交換を行ったが、駐車場の運営方法や料金

体系、使用料等の課題が多い状況である。また、設備投資に見合った採算が取

れず、民間事業者の参入は困難な状況であるが、他施設の駐車場管理業務との

合併発注等の可能性に向けて、引き続き関係部署と検討を行っていく。

継承 ・再設定
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基本方針１ 基本方針２ 基本方針３ 基本方針４ 基本方針５

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 備 考

取 組

目 標

目 標

効果額

取 組

実 績

実 績

効果額

累積効果額

No.

累積効果額

今後の方向性

✓取り組みの方向性(課題設定時点)

行政サービス・行政資源を最適化する ～事務事業等の見直し・検証とストック活用～

✓４年間の取り組み実績 (総括)

来庁者・利用者用駐車場の有料化に向けた検討(東部公園)9

― 千円 ― 千円 ― 千円 ― 千円
― 千円

― 千円 ― 千円 ― 千円 ― 千円
― 千円

土木部

総合政策部

課題であった土日祝日の野球
大会時等の公園駐車場混雑
緩和について、東部清掃工場
の駐車場を大会関係者用の
臨時駐車場として一時使用す
るなど、試行的に混雑緩和に
努めた。なお、東部公園への
指定管理者制度導入手続き
が令和4年度となる見通しの
ため、駐車場有料化について
も令和4年度当初までを目途
として検討を行う予定である。

東部公園の駐車場有料化の
実施時期等について、現在の
社会状況や、受益者負担、駐
車場管理の観点から、駐車場
事業者へのヒアリングを実施
するなど、検討を進めた。

指定管理者制度導入手続き
を進める中で、駐車場の有料
化についても検討を行ったが、
新型コロナウイルス感染症の
影響が長期化するとともに、
エネルギー価格や物価高騰に
よる市民や事業者への影響
を踏まえ、市では社会経済活
動の回復に向けた様々な支
援策を実施している状況であ
ることから、制度導入に合わ
せた有料化は行わないことと
した。引き続き社会情勢を注
視しながら検討を行う。

エネルギー価格や物価高騰に
よる市民や事業者への影響を
踏まえ、市では社会経済活動
の回復に向けた様々な支援策
を実施している状況であるこ
とから、令和５年度内の有料
化は行わないこととした。引
き続き社会情勢を注視しなが
ら検討を行う。

平成27年度に策定した「来庁者・利用者用駐車場の有料化に関する考え方」

に基づき、受益者負担や駐車場管理の適正化の観点から、来庁者・利用者用

駐車場の有料化を検討する。なお、有料化を実施する場合の時期・手法につ

いては、東部公園への指定管理者制度導入(基本方針⑸№10)に向けた取り

組みと合わせて実施する手法も含め、今後、適切な時期・手法を検討する。

【検討対象施設】東部公園

有料化に向けた検討

東部公園への指定管理者制度導入と併せて、駐車場の有料化について検討
を進めてきたが、長期化する新型コロナウイルス感染症の影響、エネルギー
価格や物価高騰による市民や事業者への影響を踏まえ、令和５年度からの
有料化は見送った。引き続き令和６年度以降の有料化に向け、適切な時期・
手法を検討していく。

継承 ・再設定
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基本方針１ 基本方針２ 基本方針３ 基本方針４ 基本方針５

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 備 考

取 組

目 標

目 標

効果額

取 組

実 績

実 績

効果額

累積効果額

No.

累積効果額

今後の方向性

✓取り組みの方向性(課題設定時点)

行政サービス・行政資源を最適化する ～事務事業等の見直し・検証とストック活用～

✓４年間の取り組み実績 (総括)

来庁者・利用者用駐車場の有料化に向けた検討(香里ケ丘中央公園)10

― 千円 ― 千円 ― 千円 ― 千円
― 千円

― 千円 ― 千円 ― 千円 ― 千円
― 千円

土木部

総合政策部

香里ケ丘中央公園駐車場の
拡張整備を実施した。また、
「来庁者・利用者用駐車場の
有料化に関する考え方」に基
づき、受益者負担や駐車場管
理の適正化の観点から、検討
対象施設の有料化実施時期
等について、関係部署間で検
討を進めた。

香里ケ丘中央公園の駐車場
有料化の実施時期等につい
て、現在の社会状況や、受益
者負担、駐車場管理の観点か
ら、駐車場事業者へのヒアリ
ングを実施するなど、検討を
進めた。

指定管理者制度導入手続き
を進める中で、駐車場の有料
化についても検討を行ったが、
新型コロナウイルス感染症の
影響が長期化するとともに、
エネルギー価格や物価高騰に
よる市民や事業者への影響
を踏まえ、市では社会経済活
動の回復に向けた様々な支
援策を実施している状況であ
ることから、制度更新に合わ
せた有料化は行わないことと
した。引き続き社会情勢を注
視しながら検討を行う。

エネルギー価格や物価高騰に
よる市民や事業者への影響を
踏まえ、市では社会経済活動
の回復に向けた様々な支援策
を実施している状況であるこ
とから、令和５年度内の有料
化は行わないこととした。引
き続き社会情勢を注視しなが
ら検討を行う。

平成27年度に策定した「来庁者・利用者用駐車場の有料化に関する考え方」

に基づき、受益者負担や駐車場管理の適正化の観点から、来庁者・利用者用

駐車場の有料化を検討する。

【検討対象施設】香里ケ丘中央公園

有料化に向けた検討

指定管理者の更新と併せて、駐車場の有料化について検討を進めてきたが、
長期化する新型コロナウイルス感染症の影響、エネルギー価格や物価高騰
による市民や事業者への影響を踏まえ、令和５年度からの有料化は見送っ
た。引き続き令和６年度以降の有料化に向け、適切な時期・手法を検討して
いく。

継承 ・再設定
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基本方針１ 基本方針２ 基本方針３ 基本方針４ 基本方針５

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 備 考

取 組

目 標

目 標

効果額

取 組

実 績

実 績

効果額

累積効果額

No.

累積効果額

今後の方向性

✓取り組みの方向性(課題設定時点)

行政サービス・行政資源を最適化する ～事務事業等の見直し・検証とストック活用～

✓４年間の取り組み実績 (総括)

水道料金・下水道使用料の福祉減免制度の見直し11

― 千円 ― 千円 ― 千円 ― 千円
― 千円

― 千円 ― 千円 ― 千円 ― 千円
― 千円

健康福祉部 子ども未来部

上下水道部 総合政策部

新型コロナウイルス感染症が
拡大するなか、市民・事業者
の負担を軽減するため、国及
び自治体が様々な経済支援
策を実施し、この一環として
同減免を実施する市町村もあ
るため、社会情勢も注視しな
がら、見直しに向け、関係部署
間で対象世帯の状況等につ
いて調整を進めた。

新型コロナウイルス感染症の
影響が長期化するなか、市で
は社会経済活動の回復に向
けた様々な支援策を実施して
いる状況であることから、引
き続き社会情勢を注視しなが
ら見直しの検討を行うことと
した。

新型コロナウイルス感染症の
影響が長期化するとともに、
エネルギー価格や物価高騰に
よる市民や事業者への影響
を踏まえ、市では社会経済活
動の回復に向けた様々な支
援策を実施している状況であ
ることから、引き続き社会情
勢を注視しながら見直しの検
討を行うこととした。

新型コロナウイルス感染症が
５類感染症の位置づけとなり、
社会経済活動は一定回復傾
向にあるものの、エネルギー
価格や物価の高騰による市民
や事業者への影響を踏まえ、
市では継続して様々な支援策
を実施している状況から、引
き続き社会情勢を注視しなが
ら見直しの検討を行うことと
した。

水道料金・下水道使用料の福祉減免制度については、制度開始から43年が

経過し、社会情勢の変化や、他市での減免の実施状況等を踏まえて、廃止を

含めた見直しを行う。

福祉減免制度の廃止を含めた見直しの検討・実施

新型コロナウイルス感染症の拡大、エネルギー価格や物価の高騰など、社会
情勢の変化による影響が大きく、プラン期間内での見直しに至らなかった
ことから、引き続き「行財政改革プラン2024」に取組課題として設定のう
え、令和６年度以降も検討を進めることとする。

継承 ・再設定
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基本方針１ 基本方針２ 基本方針３ 基本方針４ 基本方針５

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 備 考

取 組

目 標

目 標

効果額

取 組

実 績

実 績

効果額

累積効果額

No.

累積効果額

今後の方向性

✓取り組みの方向性(課題設定時点)

行政サービス・行政資源を最適化する ～事務事業等の見直し・検証とストック活用～

✓４年間の取り組み実績 (総括)

内部統制制度の導入検討12

― 千円 ― 千円 ― 千円 ― 千円
― 千円

― 千円 ― 千円 ― 千円 ― 千円
― 千円

総務部

総合政策部

令和３年度の運用開始に向け、
内部統制に係る基本方針、体
制の検討を行うとともに、内
部統制の対象とするリスクの
洗い出しを行い、選定、対応
策の整備を行った。

内部統制制度の運用開始に
ついて全庁通知を行い、リス
ク評価シートを用いた業務の
運用を開始した。リスクの発
生時には「リスク再発防止策
報告書」の提出を求めるとと
もに、制度の運用状況につい
て、中間評価を行った。また、
動画配信や、内部統制通信を
発行し、制度の庁内浸透に向
けた周知を行った。

８月に「令和３年度内部統制評

価報告書」を公表するとともに、

10月からは報告書を踏まえ対

応策等を見直したリスク評価

シートによる制度運用を開始し

た。また、リスク発生時に報告

を受けた「リスク再発防止策報

告書」から発生要因や対応策を

まとめ庁内に共有し、再発防止

の注意喚起を行うとともに、制

度の周知を行い庁内への浸透

を図った。令和４年度のリスク

防止策の取組状況について、自

己評価及び第三者モニタリング

を実施し、評価報告書公表に向

けた取り組みを進めた。

制度のさらなる浸透と徹底を
図るため、①９月に公表した「令
和４年度内部統制評価報告書」
を踏まえ、11 月から既存の対
応策等を見直したリスク評価
シートによる制度運用を開始し、
併せて自己評価で対応策の実
施済率が一定以下のものなど
重点的に実践すべき対応策を
周知した。また、②発生したリス
クの概要や原因を速やかに庁
内に共有することで、各課の類
似業務に改善点がないか確認
する契機とし、③10月に各課
の対応策の取組状況の中間自
己評価、令和６年2月～3月に
年間自己評価及び第三者モニ
タリングを実施し、令和５年度
の取組状況の評価を行った。

内部統制制度に関する方針の
策定及び制度設計

地方自治法の改正に伴い、業務の効率的かつ効果的な遂行など、行政の組織

目的が達成されないリスクを一定の水準以下に低減できるよう、内部統制制

度の活用について検討する。

内部統制制度導入

令和2年度に内部統制に関する基本方針を策定し、対象リスクの洗い出し・選定、

対応策の設定その他内部統制制度の整備に取り組み、令和3年4月から同制度

を導入した。導入後は、毎年度、自己評価や第三者モニタリングにより取組状況

を評価し、その結果をとりまとめた内部統制評価報告書を踏まえてリスク評価

シートを見直すなど、制度の浸透とリスク低減に向けた取り組みを進めている。

達成
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基本方針１ 基本方針２ 基本方針３ 基本方針４ 基本方針５

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 備 考

取 組

目 標

目 標

効果額

取 組

実 績

実 績

効果額

累積効果額

No.

累積効果額

今後の方向性

✓取り組みの方向性(課題設定時点)

行政サービス・行政資源を最適化する ～事務事業等の見直し・検証とストック活用～

✓４年間の取り組み実績 (総括)

総人件費の削減(職員数の適正化)13-1

▲256,722千円 ▲15,145千円 338,251千円 969,816千円
1,036,200千円

▲44,017千円 327,467千円 588,697千円 875,076千円
1,747,223千円

総務部

会計年度任用職員制度導入
による人件費の増加要因や、
民営化等による職員削減効果
が後年度になることにより、
令和２年度は削減効果を見込
んでいなかったが、職員数適
正化の着実な実施により、人
件費増加額を抑制できる見込
みとなった。また、スリムで機
能的な組織体制の実現に向け、
職員定数基本方針を改定した。

引き続き、一定の採用抑制や
正職員の会計年度任用職員
への置き換えを行ったほか、
各種手当のさらなる見直しを
行ったこと等により、当初見
込んでいた人件費増加額を
抑制できた。

職員数の適正化について、令
和４年度においても、適正な
採用数の調査を行ったほか、
ごみ収集体制等の見直しなど
により、昨年度からさらに人
件費を抑制できた。

職員数の適正化について、引
き続き、ごみ収集業務体制等
の見直しなどを行ったものの、
就職氷河期世代を支援するた
めの職員採用の前倒しや、新
たな行政需要への対応、繁忙
状況が顕著となっている部署
への増員対応等により、職員
定数基本方針における計画数
以上の新規採用を行ったこと
により、目標効果額を下回る
結果となった。

職員定数基本方針の策定

現在の職員定数基本方針の計画年度が終了時期を迎えることから、今後のス

マート自治体への転換や民間委託の推進などの取り組み効果を踏まえて新た

な職員定数基本方針を令和２年度中に策定し、職員数の適正化と総人件費の

削減に取り組む。

職員定数基本方針に基づく取り組み

※令和2年度の目標効果額は、会計年度任用職員制度への移行等を勘案した数値であり、令和3年度以降もその要因を反映している。

令和３年３月に改定した職員定数基本方針に基づき、適切に定数管理を行
うとともに、ごみ収集業務体制等の見直しなどにより、社会の変化に即した
職員数の最適化を図った結果、総人件費の削減について、目標の累積効果
額を大きく上回った。

達成
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基本方針１ 基本方針２ 基本方針３ 基本方針４ 基本方針５

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 備 考

取 組

目 標

目 標

効果額

取 組

実 績

実 績

効果額

累積効果額

No.

累積効果額

今後の方向性

✓取り組みの方向性(課題設定時点)

行政サービス・行政資源を最適化する ～事務事業等の見直し・検証とストック活用～

✓４年間の取り組み実績 (総括)

総人件費の削減(メリハリのある給与制度の推進)13-2

35,773千円 41,358千円 38,947千円 35,204千円
151,282千円

35,773千円 41,548千円 39,011千円 35,075千円
151,407千円

総務部

平成31年４月から運用してい
るメリハリのある給与制度に
ついて、引き続き適切かつ継
続的な進捗管理を図っている。

平成31年４月から運用して
いるメリハリのある給与制度
について、引き続き適切かつ
継続的な進捗管理を図ってい
る。

平成31年４月から運用して
いるメリハリのある給与制度
について、引き続き適切かつ
継続的な進捗管理を図ってい
る。

平成31年４月から運用してい
るメリハリのある給与制度に
ついて、引き続き適切かつ継
続的な進捗管理を図っている。

職員のやる気を引き出し、行政組織の活性化を図るため、職員の職務と責任

に応じたメリハリのある給与制度の構築を図る。

適切な運用と継続的な進捗管理

職員の職務と職責に応じたメリハリのある給与制度の構築に向け、枚方市
人事行政制度調査審議会から受けた最終答申を踏まえて実施した様々な取
り組みについて、毎年度、適切に進捗管理を行い、想定していた効果額を生
み出すことができた。

達成
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基本方針１ 基本方針２ 基本方針３ 基本方針４ 基本方針５

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 備 考

取 組

目 標

目 標

効果額

取 組

実 績

実 績

効果額

累積効果額

No.

累積効果額

今後の方向性

✓取り組みの方向性(課題設定時点)

行政サービス・行政資源を最適化する ～事務事業等の見直し・検証とストック活用～

✓４年間の取り組み実績 (総括)

総人件費の削減(組織体制の改編、さらなる役職者の縮減)13-3

99,973千円 111,208千円 119,718千円 119,718千円
450,617千円

97,276千円 125,373千円 169,883千円 181,118千円
573,650千円

総務部

令和２年４月実施の定期人事異
動において、１部１次長配置の
推進や組織体制の改編による
役職者の縮減を行ったものの、
目標効果額を下回る結果と
なった。

令和３年４月実施の定期人事
異動において、機構改革による
組織改編及び管理職員の適正
配置をさらに推進したこと等に
より、当初見込んでいた目標以
上の効果を達成できた。

令和４年４月実施の定期人事
異動において、機構改革による
組織改編など管理職員の適正
配置をさらに推進したこと等
により、昨年度を上回る効果を
達成できた。

令和５年４月実施の定期人事異
動において、管理職員の適正配
置をさらに推進したこと等によ
り、昨年度を上回る効果を達成
できた。

１部１次長配置の推進などピラミッド体系の組織構造の確立に向け、簡素で機
能的な組織体制への改編とあわせて管理監督職員数の見直しを進めること
で、総人件費の削減に取り組む。

１部１次長制の推進、簡素で機能的な組織体制への改編

これまでの定期人事異動において、簡素で機能的な組織体制への改編とあわせ
て管理職員の適正配置をさらに推進したこと等により、総人件費の削減につい
て、目標の累積効果額を大きく上回った。

達成
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基本方針１ 基本方針２ 基本方針３ 基本方針４ 基本方針５

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 備 考

取 組

目 標

目 標

効果額

取 組

実 績

実 績

効果額

累積効果額

No.

累積効果額

今後の方向性

✓取り組みの方向性(課題設定時点)

行政サービス・行政資源を最適化する ～事務事業等の見直し・検証とストック活用～

✓４年間の取り組み実績 (総括)

総人件費の削減(長時間労働の縮減)13-4

65,280千円 66,586千円 67,918千円 69,277千円
269,061千円

65,739千円 13,424千円 30,088千円 ７７,９６９千円
187,220千円

総務部

時間外勤務の事前命令、事前
申請を更に徹底するため、
PCシャットダウンシステムを
令和２年１月より導入し運用
している。令和２年度の目標
効果額については、平成29
年 度 の 時 間 外 勤 務 手 当 の
10％相当額(64,000千円)
の1.02倍とし(令和３年度以
降の目標値については同様に
増加させる)、各取り組みを実
施した結果、目標を上回る結
果となった。

PCシャットダウンシステムの
活用等のほか令和２年10月
からは、各部において目標を
定め、その目標達成に向けた
取り組みを実施しており、令
和３年度においても各部ごと
の取り組みを継続するなど、
長時間労働の縮減に向けた
取り組みを推進したが、新型
コロナウイルス感染症に係る
保健所及びワクチン接種業務
(R2→R3の時間外勤務手当
の増加額：59,619千円)等
の影響により、効果額は目標
を下回る結果となった。

PCシャットダウンシステムの
活用等の取り組みを引き続き
実施するとともに、令和４年
度においては、所属長を対象
とした職員の健康経営に関す
る説明会の中で、改めて時間
外勤務の上限時間である月
45時間、年360時間の徹底
を促すなど、長時間労働の縮
減に向けた取り組みを推進し
た。

PCシャットダウンシステムの
活用を継続するとともに、各
部に対して、月45時間・年
360時間の時間外勤務の上
限遵守を呼びかけるとともに、
業務の平準化と労務マネジメ
ントの推進につながるよう、
各部に毎月の時間外勤務状
況に係る情報提供を行った。
今年度の効果額は目標を上
回る結果となった。

職員の健康増進やワーク・ライフ・バランス推進の観点から、働き方改革の一

つとして取り組みを行う。平成30年度は自然災害が頻発したことから、平成

29年度の時間外勤務実績と比較し、計画的な時間外勤務の縮減をめざして

いく。

所属長からの時間外勤務の上限超過見込み時における事前報告等をはじめ、行政事務の効率化・高度化の
観点から本市で推進する情報推進技術も活用しつつ、長時間労働の縮減について徹底を図っていく。

時間外勤務の事前命令・事前申請の徹底をはじめ、各部において時間外勤
務の縮減に向けた取り組みを推進しているが、新型コロナウイルス感染症対
策に係る多様な業務の発生等により、時間外勤務数が増加し、目標を下回
る結果となった。今後も業務効率化の観点も踏まえつつ、長時間労働の縮
減に向けた取り組みを推進していく。

継承 ・再設定
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基本方針１ 基本方針２ 基本方針３ 基本方針４ 基本方針５

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 備 考

取 組

目 標

目 標

効果額

取 組

実 績

実 績

効果額

累積効果額

No.

累積効果額

今後の方向性

✓取り組みの方向性(課題設定時点)

行政サービス・行政資源を最適化する ～事務事業等の見直し・検証とストック活用～

✓４年間の取り組み実績 (総括)

入札制度の見直し14

― 千円 ― 千円 ― 千円 ― 千円
― 千円

52,918千円 184,096千円 505,958千円 101,635千円
844,607千円

総務部

中間答申を受け、入札不正行為
の防止に資するため、低入札価
格調査制度の対象工事を拡大
した。入札参加者増加の取り組
みとして、受注者の現場代理人
の配置基準緩和、工事に係る入
札参加件数及び受注制限件数
の緩和について検討し、令和３
年度から実施することとした。

前年度の検討結果を踏まえ、入
札参加者増加に取り組んでい
る。入札不正行為の防止等の
観点から、低入札価格調査制
度について対象工事の拡大、
入札参加者の見直し及び部分
払金が下請負人に支払われて
いることの確認、前払金の支払
対象工事の拡大について検討
し、令和４年度から実施する。
また、入札・契約過程の公平性
等の観点から、人的関係又は
資本的関係がある事業者の同
一入札等への参加制限の見直
しについて検討し、令和４年度
から実施することとした。

入札・契約過程の公平性等の観

点から低入札価格調査制度につ

いて対象工事の拡大及び入札参

加者の見直し、部分払金が下請

負人に支払われていることの確

認、前払金の支払対象工事の拡

大並びに人的関係又は資本的関

係がある事業者の同一入札等へ

の参加制限の見直しを行った。

また、事業者の負担軽減及び契

約事務効率化の観点から、電子

契約を試行導入した。さらに、競

争性を確保しつつ、より適正な

施行を確保する観点から、制限

付き一般競争入札における入札

参加要件に係る検討、契約事務

マニュアルの整備を進めた。

更なる競争性確保の観点から、
工事の施工実績付与条件の緩
和を行うとともに、より適正な
施行の確保のため、検査結果に
応じた入札参加資格要件を設
けた。また、大阪府共同調達に
よる電子契約を導入するとと
もに、契約手続きの電子化を推
進し、事業者の負担軽減及び事
務効率化を図った。入札・契約
過程の適正性の観点から、委託
業務総合評価制度の評価基準
の見直しを実施するとともに、
一部委託において最低制限価
格制度を適用外とした。入札不
調・中止対応、過当競争対応に
係る検討を進めた。

中間答申を受け、改善策の検討及び

一部実施

入札・契約過程の公平性、公正性及び透明性を高め、もって競争性の確保及

び向上を図るとともに、適正な履行確保と事務の効率化を図る。

※ 「実績効果額」欄には、低入札価格調査制度の対象工事の拡大に伴って生じた、調査基準価格と落札額の差額を記載しています。

中間答申を受け、改善策の実施

必要に応じて入札制度改正

入札不正行為排除・防止検証委員会の中間答申を受け、入札不正行為の防止
に資する改善策を実施した。また、入札・契約過程の公平性・適正性の観点か
ら、人的関係又は資本的関係がある事業者の同一入札等への参加制限の見
直しや、委託業務総合評価制度の評価基準の見直しを行った。さらに、更な
る競争性及び適正な施行の確保に向けて、現場代理人の常駐基準の緩和や
入札参加資格要件の見直しを行った。その他、事務効率化の観点から、電子
契約の導入、事業者提出書類及び市の交付書類の適正化等を順次実施した。

継承 ・再設定
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基本方針１ 基本方針２ 基本方針３ 基本方針４ 基本方針５

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 備 考

取 組

目 標

目 標

効果額

取 組

実 績

実 績

効果額

累積効果額

No.

累積効果額

今後の方向性

✓取り組みの方向性(課題設定時点)

行政サービス・行政資源を最適化する ～事務事業等の見直し・検証とストック活用～

✓４年間の取り組み実績 (総括)

税外債権に係る未収金対策等の取り組み15-1

229,000千円 201,000千円 120,000千円 69,000千円
619,000千円

98,451千円

― 千円
134,041千円

― 千円

290,778千円

125,256千円
197,337千円

― 千円
720,607千円

125,256千円

債権所管部

市民生活部

弁護士職員によるリーガル研
修をリモートで実施(令和2年
度２回実施)するなど、徴収体
制の強化を図った。なお、対
象債権トータルでは取組目標
を達成したが、新型コロナウイ
ルス感染症の影響により、一
部の債権は達成できなかった。

従来から各所管課から債権回
収課に移管し滞納処分等を
行っていた国民健康保険料・
後期高齢者医療保険料・介護
保険料・保育所保育料以外の
強制徴収公債権についても、
債権回収課への移管予告通
知書等の発送を行うことで、
徴収を促進した。

令和４年度債権回収課の人員
体制が強化され、国民健康保
険料等の高額滞納事案や処
理困難事案の移管件数等が
大幅に増加し、積極的な滞納
処分を行った。各債権所管課
においては、債権管理・回収
に関する条例に基づいた適正
な事務処理に努めた。

引き続き、債権所管課と連携
を図りながら、積極的な滞納
処分を実施した。また、各債権
所管課においては、債権管
理・回収に関する条例に基づ
いた適正な事務処理に努めた。

・ 各年度において、債権ごとに設定する目
標徴収率の達成及び収入未済額(平成30
年度決算値・約26億円)の圧縮をめざす

・ 債権の管理、回収等に係る知識・事務手
続に係る研修等に取り組む

税外債権のさらなる徴収強化に向け、債権の管理、回収等に係る知識・技術
に係る研修の実施等により徴収体制の強化を図るとともに、徴収率の向上に
より収入未済額の圧縮を図る。
【主な税外債権】 国民健康保険料・後期高齢者医療保険料・介護保険料・保育所保育料・留守家

庭児童会室保育料・国民健康保険給付費返還金・生活保護費返還金・児童手当過払い返還金・児

童扶養手当過払い返還金・各種医療助成給付費返還金・特別障害者手当等返還金・自立支援給

付等返還金・くらしの資金貸付金・母子寡婦福祉資金貸付金など

※目標効果額等は、一般・特別会計に係る未収金の合計額であり、基金を運用している「くらしの資金貸付金」は含まない。また、目標効果額、実績効果額(上段)には各年度と次年度の滞納繰越額の差額を、実績効果額(下段)には各年度の滞納繰越額のうち徴収
額と、前年度の滞納繰越額のうち徴収額の差額を記載している。なお、実績効果額(下段)の数値は不納欠損による収入未済額減少分は含まれず、実際の収入額の増となる。

推進

令和４年度の債権回収課の人員体制強化に伴い、国民健康保険料等の高額滞
納事案や処理困難事案の移管件数・金額が大幅に増加。タイヤロックや不動産
公売等の徴収方法を取り入れるとともに積極的な滞納処分により、収入未済額
の圧縮を実現した。また、弁護士職員のリーガル研修を動画ストリーミングで視
聴できる環境の整備や、各債権所管課の実務担当による意見交換等のほか、令
和5年５月に枚方市債権管理・回収マニュアルを作成し、全庁的な対応方針を定
め、適正な債権管理・回収に努めた。

継承 ・再設定
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基本方針１ 基本方針２ 基本方針３ 基本方針４ 基本方針５

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 備 考

取 組

目 標

目 標

効果額

取 組

実 績

実 績

効果額

累積効果額

No.

累積効果額

今後の方向性

✓取り組みの方向性(課題設定時点)

行政サービス・行政資源を最適化する ～事務事業等の見直し・検証とストック活用～

✓４年間の取り組み実績 (総括)

上下水道債権に係る未収金対策等の取り組み15-2

9,500千円 7,300千円 5,400千円 4,100千円
26,300千円

17,024千円

― 千円
12,483千円

― 千円

15,538千円

― 千円
16,221千円

― 千円
61,266千円

― 千円

上下水道部

支払い不誠実な滞納者に弁
護士名の催告書を送付し、法
的措置を予告のうえ、滞納処
分(預貯金差押え)を行った。
リーガル研修受講や差押え等
に関する職場研修により人材
育成に取り組んだ。

弁護士名の催告書を送付す
るとともに、各種調査を行い、
未収債権の徴収及び滞納整
理業務に取り組んだ。

弁護士名の催告書の送付や
各種調査を行い、未収債権の
徴収や滞納整理業務に取り組
んだ。マッセおおさかで開催
された自治体債権滞納整理
研修に職員が参加。受講後、
参加職員が講師となり課内研
修を行った。

弁護士名の催告書の送付や
各種調査を行い、未収債権の
徴収や滞納整理業務に取り組
んだ。また、マッセおおさかで
開催された自治体債権滞納整
理研修に職員が参加したり、
徴収業務のオンライン研修を
受講したりするなど知識の向
上に努めた。

・各年度において、債権ごとに設定する
目標徴収率の達成及び収入未済額の圧
縮をめざす

・債権の管理、回収等の知識・技術に係る
研修等に取り組む

水道料金・下水道使用料及び下水道事業受益者負担金における債権のさら

なる徴収強化に向け、債権の管理、回収等の知識・技術に係る研修等に取り

組み、徴収率の向上により収入未済額の圧縮を図る。

※目標効果額、実績効果額(上段)には各年度と次年度の滞納繰越額の差額を、実績効果額(下段)には各年度の滞納繰越額のうち徴収額と、前年度の滞納繰越額のうち徴収額の差額を記載している。なお、実績効果額(下段)の数値は不納欠損による収入未済額
減少分は含まれず、実際の収入額の増となる。

推進

催告書の送付や各種調査を行い、未収債権の徴収や滞納整理業務に取り組ん

だことで、収入未済額の圧縮を図り、当初の目標効果額を上回る結果となった。

マッセおおさかで開催された自治体債権滞納整理研修への参加やリーガル研

修受講、差押え等に関する職場研修を行い、人材育成に努めた。

継続取り組み

 

27



基本方針１ 基本方針２ 基本方針３ 基本方針４ 基本方針５

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 備 考

取 組

目 標

目 標

効果額

取 組

実 績

実 績

効果額

累積効果額

No.

累積効果額

今後の方向性

✓取り組みの方向性(課題設定時点)

行政サービス・行政資源を最適化する ～事務事業等の見直し・検証とストック活用～

✓４年間の取り組み実績 (総括)

市有財産の有効活用16-1

54,137千円 148,217千円 37,867千円 36,600千円
276,821千円

57,835千円 215,622千円 443,683千円 １９１,０５０千円 ９０８,１９０千円

施設等所管部

総務部

市駅歩道橋や市駅前花壇な
ど６カ所でネーミングライツを
実施した。また、未利用地や法
定外公共物(里道)の売却を
行うとともに、元仮称北山社
会教育施設用地で一般定期
借地権設定による50年間の
有償貸付を開始した。

令和３年度は、総合文化芸術
センター本館大・小ホールな
ど５施設で新たにネーミング
ライツを開始し、現在、12施
設でパートナー契約を締結し
ている。また、未利用地の売
却について、元(仮称)自然環
境保全活用事業用地のほか、
元都市計画道路用地(田口山
３丁目)を売却した。

ネーミングライツについては、
総合スポーツセンター陸上競
技場など７施設で新たに開始
するとともに、本市主催のイ
ベントや講座などのソフト事
業を対象に行った。また、未
利用財産の売却については、
元明倫幼稚園跡地や元自治
会館用地などを売却した。

ネーミングライツについては、
総合文化芸術センター別館メ
セナホール及び伊加賀スポー
ツセンターの2施設で新たに
開始するとともに、対象施設
の拡大を図り、一斉公募を
行った。また、未利用財産の
売却については、元市営住宅
用地(藤阪中町)などを売却し
た。

・歩道橋や駅前広場花壇など、新た
に6カ所でネーミングライツを実施

・普通財産の売却・貸付

ネーミングライツなどについては対象施設の拡大やＰＲ活動の実施とあわせ

て、イベントや講演会などのソフト事業への対象拡大や提案型ネーミングライ

ツ制度等の新たなスキームの検討を行う。また、未利用財産の売却や貸付に

ついては、改めて未利用財産の洗い出しを行い、売却や貸付の促進を図る。

生涯学習市民センター ・市民会館 ・総合文化芸術
センターのネーミングライツ ・屋外広告物の実施 引き続き、ネーミングライツのＰＲ活動及び対象施設の拡大

引き続き、未利用財産の方向性の検討及び方向性に基づく売却等

市有財産の有効活用については、ネーミングライツなどの推進や、未利用財産

の売却・貸付に取り組んできた。具体的には、ネーミングライツにおいて順次対

象施設の拡大等を行い、未利用財産の売却・貸付においては、令和２年度に選

定した有効活用地の課題整理を進め、公募条件が整ったものから売却を行い、

これらの結果、実績効果額が目標効果額を上回った。

継承 ・再設定

ソフト事業への対象拡大、提案型ネーミングライツ制度等の検討・実施 
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基本方針１ 基本方針２ 基本方針３ 基本方針４ 基本方針５

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 備 考

取 組

目 標

目 標

効果額

取 組

実 績

実 績

効果額

累積効果額

No.

累積効果額

今後の方向性

✓取り組みの方向性(課題設定時点)

行政サービス・行政資源を最適化する ～事務事業等の見直し・検証とストック活用～

✓４年間の取り組み実績 (総括)

自治会館未建設用地の有効活用等16-2

― 千円 ― 千円 ― 千円 48千円
48千円

― 千円 ― 千円 ― 千円 48千円
48千円

市長公室

市内にある自治会館未建設用

地の取り扱いについて検討し

た結果、現在有効活用がされて

おらず、除草作業及び樹木剪定

の管理費用が発生している５カ

所の用地の内、３カ所について

土地の条件等で有効活用が見

込めることから、当該用地に関

係する自治会に、自治会館の建

設予定が今後もないことが確

認でき次第、売却手続きを進め

ていく方向である。

市で有効活用が可能と判断し

た３カ所の自治会館未建設用

地について、当該用地に関係す

る自治会に、自治会館の建設

意向がない場合は当該用地を

売却する方針である旨説明し、

自治会館の建設意向等を返答

いただくよう依頼した。しかし、

新型コロナウイルス感染症の影

響により自治会内の会合の実

施を見送っている等の理由で

意向が確認できない自治会も

あり、令和３年度の売却は困難

であるため、令和４年度以降の

取組目標・目標効果額を変更し

た。

自治会より自治会館の建設意

向がないとの確認を得た１カ所

の用地について、売却に向け

手続きを進めた結果、売却先

が決定した。

土地の条件等で有効活用が見

込める残り２カ所の用地に関し

て、自治会より自治会館の建設

意向がないとの確認を得た1カ

所については、売却に向けた課

題整理を進めている。また、自

治会より将来的に自治会館を

建設するまでの間、自治会にお

ける有効活用を要望されてい

る１カ所については、自治会に

おいて有効活用策の検討が行

われている。

地域による活用の意向などを
踏まえ、有効活用が可能な用
地の選定、方策の検討

市内に７カ所ある自治会館未建設用地(※)について、「市有財産等の有効活
用に関する基本方針」に基づき、地域による活用の意向なども踏まえ、有効活
用・売却が可能な用地を選定するとともに、活用策について検討を行う。また、
有効活用・売却に伴い、除草作業等の委託を縮小する。
(※) 住宅開発に伴い、開発業者から自治会館建設用地として、市が土地の
寄附を受けたが、自治会による会館建設に至っていない用地のこと。

地域の意向確認後、可能なも
のから順次売却

現在有効活用がされておらず、除草作業及び樹木剪定の管理費用が発生して
いる５ヵ所の用地のうち、土地の条件等で有効活用が見込める３ヵ所について
以下のように有効活用の取り組みを進めており、うち１ヵ所を売却。残る２ヵ所
について継続して取り組んでいく。
【１ヵ所目】令和４年度に売却。
【2ヵ所目】売却に向けた課題整理を進めている。
【3ヵ所目】自治会において有効活用策の検討が行われている。

継続取り組み
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基本方針１ 基本方針２ 基本方針３ 基本方針４ 基本方針５

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 備 考

取 組

目 標

目 標

効果額

取 組

実 績

実 績

効果額

累積効果額

No.

累積効果額

今後の方向性

✓取り組みの方向性(課題設定時点)

行政サービス・行政資源を最適化する ～事務事業等の見直し・検証とストック活用～

✓４年間の取り組み実績 (総括)

下水道マンホール蓋の有料広告16-3

336千円 480千円 723千円 723千円
2,076千円

393千円 294千円 294千円 294千円
1,275千円

上下水道部

６カ所のうち１カ所について
は応募がなかったため、５カ
所にマンホール広告を設置し、
広告料として393千円の広
告料収入を得た。また、令和３
年度からの新規広告事業主の
募集として、前回応募のな
かった枚方市駅北口1カ所と
新たに枚方市駅前の歩道にあ
る２カ所を加え、12月１日か
ら新規広告主を募集する記事
を市及び局のホームページに
掲載した。

令和４年度からの設置に係る
募集について、令和３年度か
らの設置に係る募集で応募の
なかった３カ所のうち２カ所
と、新たに６カ所の設置場所
を加え、ホームページへの掲
載及びSNS発信により、広告
主を募集した。

令和３年度から募集している
８カ所について、ホームペー
ジ掲載やSNS発信により広
告主を募集したが、新規の応
募者はなかった。

令和３年度から募集している
８カ所について、ホームページ
掲載やSNS発信により広告
主を募集したところ、新規の
申し込み(１カ所)があり、令和
６年度からの契約に向け準備
を進めた。

※R2・3・4年度から

の設置に係る募集で

応募がなかった箇所

についてR3・4・5年

度に改めて目標効果

額を掲載しており、累

積効果額には、R2年

度の目標効果額のう

ち1件分、R3年度の

目標効果額のうち2

件分の効果額は含ま

れていない。

６カ所に導入
【内訳】 枚方Ｔ-SITE前(3カ所)

K2ビル前(１カ所)
枚方市駅北口(１カ所)
枚方公園駅前(1カ所)

上下水道局が所有する下水道マンホールに、広告付きマンホール蓋を新たに

導入し、下水道事業のPRと広告収入による新たな財源の確保を図る。まずは、

人通りの多い枚方市駅周辺から導入をはじめ、ニーズに応じて順次拡大を図

る。

新たな設置場所を検討のうえ、3カ
所増設予定

(令和２・３年度設置合計８カ所)

新たな設置場所を検討のうえ、８カ
所増設予定

(令和２～４年度設置合計13カ所)

応募のなかった未設置場所がある
場合は引き続き募集

(令和２～５年度設置合計13カ所)

市内５カ所で広告付きマンホール蓋を設置し、下水道事業のPRと広告収入
による財源の確保を図った。引き続き、順次拡大に向けて検討を進める。

継承 ・再設定
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基本方針１ 基本方針２ 基本方針３ 基本方針４ 基本方針５

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 備 考

取 組

目 標

目 標

効果額

取 組

実 績

実 績

効果額

累積効果額

No.

累積効果額

今後の方向性

✓取り組みの方向性(課題設定時点)

行政サービス・行政資源を最適化する ～事務事業等の見直し・検証とストック活用～

✓４年間の取り組み実績 (総括)

検針票の有料広告16-4

611千円 611千円 611千円 ― 千円
1,833千円

― 千円 ― 千円 ― 千円 ― 千円
― 千円

上下水道部

広告代理店契約について、２
回の発注が不調であったため、
仕様書の見直しを行い、掲載
期間を１年間に延長するとと
もに、広告内容についても１
度の変更を可能にするなど、
要件を拡大したが、コロナ禍
の影響で入札参加者が少な
か っ た こ と も あ り 、 不 調 と
なった。今後、契約期間を複
数年に変更及び広告掲載内
容の変更可能回数の見直しに
ついて検討する。

掲載する広告の変更可能回
数を増やすことを検討したが、
変更の都度、検針票の印刷発
注を行うことになり、コストの
増加が見込まれたため、令和
２年度と同様の要件で、２回
の発注を行ったが不調であっ
た。令和３年度中に広告代理
店にとって魅力がある有料広
告についての調査や仮見積も
り等を行い、令和４年度より
仕様の変更や金額設定の反
映ができるように取り組む。

今年度も引き続き、発注を
行ったが、昨年度と同様に入
札参加者がおらず不調であっ
た。これまでの業者への聞き
取り結果から検針票の有料広
告が広告代理店にとって魅力
的でないと認められたことか
ら、令和５年度からは発注を
しないこととする。

令和２年度から令和４年度ま
での取組実績を踏まえ、令和
５年度は発注を行っていない。

年2回(前期・後期)に分けて、広告代
理店と契約。(広告代理店が広告主を
公募する。)

※R２においては、後期分から実施

水道メーター検針時に発行する検針票(ご使用水量等のお知らせ)に有料広

告を掲載し、水道・下水道事業のPRと自主財源の確保を図る。

広告価値を高めるため、検針票の裏面に加え、表面にも新たに広告スペース

を設け有料広告を掲載する。

仕様書等を見直しのうえ、広告代理
店と契約。(広告代理店が広告主を
公募する。)

※R３においては、後期分から実施

仕様書等を見直しのうえ、広告代理
店と契約。(広告代理店が広告主を
公募する。)

※R４においては、後期分から実施

契約発注したが不調であったため、仕様書等を見直しのうえ有料広告掲載
に向け取り組んできたが、入札参加者がいないこと、また、業者への聞き取
り結果から、検針票の有料広告が広告代理店にとって魅力的でないと認め
られたことから、本取組課題は実施しないこととした。

実現困難
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基本方針１ 基本方針２ 基本方針３ 基本方針４ 基本方針５

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 備 考

取 組

目 標

目 標

効果額

取 組

実 績

実 績

効果額

累積効果額

No.

累積効果額

今後の方向性

✓取り組みの方向性(課題設定時点)

行政サービス・行政資源を最適化する ～事務事業等の見直し・検証とストック活用～

✓４年間の取り組み実績 (総括)

統合による学校園跡地の活用16-5

― 千円 ― 千円 ― 千円 ― 千円
― 千円

― 千円 ― 千円 ― 千円 ― 千円
― 千円

総合教育部

総合政策部

公共施設マネジメントの観点
を踏まえ、庁内委員会の下部
組織に跡地活用を検討する会
議体を新設し、関係部署間で
の調整・検討を進めた。

高陵小学校と中宮北小学校
の学校統合に向け、校区コ
ミュニティ協議会、PTA、学校、
教育委員会からの委員で構
成する「新しい学校づくり協
議会」を設置し、学校統合に
おける課題を協議した。また、
学校統合後の現中宮北小学
校の跡地の活用について、庁
内委員会の下部組織として設
置した「高陵・中宮北小学校統
合会議」を開催し、周辺施設
の集約化等について協議を
行った。

４月に高陵小学校と中宮北小
学校が統合し、旧中宮北小学
校敷地に禁野小学校が開校し
た。また、禁野小学校の新校
舎は令和８年度中に旧高陵小
学校敷地にて完成する予定で
あることから、令和９年度以
降の旧中宮北小学校跡地活
用に向け、庁内での活用につ
いて意向希望調査を行うとと
もに、その結果も踏まえ、跡
地活用に向け関係部署と協
議・検討を行った。

令和９年度以降の旧中宮北小
学校跡地活用に向け、令和４
年度に実施した庁内での意向
希望調査の結果を踏まえた具
体的な活用方策について、関
係部署と協議・検討を行うとと
もに、地域に対し、跡地活用に
関する要望内容を再度確認し
た。

「枚方市学校規模等適正化基本方針」に基づき、高陵小学校と中宮北小学校

の学校統合に向けて保護者や地域コミュニティに理解と協力を得ながら「実

施プラン」を作成できるよう取り組む。また、跡地の活用は、公的施設の設置

を目標に取り組む。

跡地活用に向けて地域及び庁内で検討

旧中宮北小学校（禁野小学校）の跡地活用については、庁内への意向希望調
査を行い、その結果や地域からの要望を踏まえ、関係部署間で協議・検討を
行うなど、令和9年度以降の活用に向け、取り組みを進めた。

継承 ・再設定
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基本方針１ 基本方針２ 基本方針３ 基本方針４ 基本方針５

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 備 考

取 組

目 標

目 標

効果額

取 組

実 績

実 績

効果額

累積効果額

No.

累積効果額

今後の方向性

✓取り組みの方向性(課題設定時点)

行政サービス・行政資源を最適化する ～事務事業等の見直し・検証とストック活用～

✓４年間の取り組み実績 (総括)

学校園用地及び学校園関連用地の活用16-6

― 千円 23,600千円 18,542千円 25,262千円
25,262千円

― 千円 ― 千円 ― 千円 13,155千円
13,155千円

都市整備部

総合教育部

招提中学校関連用地について
庁内の利用希望の確認を行っ
た結果、利用希望はなかった。
今後、田口山小学校通学路用
地、山田小学校関連用地、招
提中学校関連用地について、
処分の方向性を定め、売却手
続きを進める。

山田小学校関連用地及び招
提中学校関連用地の有効活
用に向け、筆界などの手続き
や調整を行うとともに、「市有
資産民間提案制度」による提
案募集を実施した。令和３年
度に一部の土地売却を見込
んでいたが、所要の条件整理
が必要であることから、売却
に至らなかった。今後、提案
募集の状況等を見据えながら、
条件が整ったものから売却に
向けた手続きを進めていく。

田口山小学校通学路用地に
ついては、有効活用を検討す
るための用地調査業務を発
注した。
山田小学校関連用地につい
ては、有効活用を図るための
条件整理について関係部署
と協議を行った。令和5年度
は売却を進めるための整備
を行う。

招提中学校関連用地について
は令和５年度中に売却手続き
を完了した。山田小学校関連
用地については売却を進める
ための整備を行った。田口山
小学校関連用地については売
却に向けた条件整理について
関係部署と協議を行った。

※R3、4年度は売却

に至らなかったため、

改めてR5年度の目

標効果額を設定した。

そのため累積効果額

は、R5年度の目標効

果額としている。なお、

R5年度の目標効果

額に、山田小学校関

連用地の効果額は含

まれていない。

田口山小学校通学路用地、山田小学校関連用地、招提中学校関連用地につい

て、庁内の利用希望の確認を行ったうえで有効活用の検討を行い、処分の方

向性が定まれば、売却手続きを進める。他の学校園関連用地についても、活

用について検討を進める。

有効活用の検討、売却

招提中学校関連用地については令和５年度に売却手続きが完了した。田口山小

学校通学路用地については用地調査などに、山田小学校関連用地については

売却を進めるための整備などにそれぞれ取り組んできたが、売却を行うための

条件整理に時間を要している状況であり、引き続き売却に向けた取り組みを進

めていく。

 

継承 ・再設定
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基本方針１ 基本方針２ 基本方針３ 基本方針４ 基本方針５

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 備 考

取 組

目 標

目 標

効果額

取 組

実 績

実 績

効果額

累積効果額

No.

累積効果額

今後の方向性

✓取り組みの方向性(課題設定時点)

行政サービス・行政資源を最適化する ～事務事業等の見直し・検証とストック活用～

✓４年間の取り組み実績 (総括)

学校の空き教室の有効活用16-7

― 千円 ― 千円 ― 千円 ― 千円
― 千円

― 千円 ― 千円 ― 千円 ― 千円
― 千円

都市整備部

総合教育部

招提小学校の空き教室を用
途変更して有効活用すること
に向けて、敷地の調査・測量
業務を実施し、道路・水路及
び民地との敷地境界の確定
を進めた。

教室については、2025年度
までに段階的に35人学級と
していくことや、支援学級の
増加、少人数授業・外国語授
業の充実など、多様な教育活
動に使用されている状況にあ
り、招提小学校も含め、現時
点では「恒常的に教育活動に
使用しない」と判断できる空
き教室はない。学校の空き教
室の民間活用については事
例研究を進めた。

教室の使用状況については、
例年実施している公立学校施
設の実態調査により確認して
いるが、文部科学省の指針等
により、少人数学級編制の拡
充や支援学級の増加、少人数
授業・外国語授業の充実など、
多様な教育活動で使用され
ており、明確に恒久的な空き
教室と位置付けられる教室は
なかった。また、将来的に空
き教室が生じた際に、民間活
用等を円滑に実施するため、
公立学校施設整備費補助金
等に係る財産処分の要件整
理を行った。

教室の使用状況については、
例年実施している公立学校施
設の実態調査により確認して
いるが、文部科学省の指針等
により、少人数学級編制の拡
充や支援学級の増加、少人数
授業・外国語授業の充実など、
多様な教育活動で使用されて
おり、明確に恒久的な空き教
室と位置付けられる教室はな
いが、一時的または将来的な
活用も含めて考え方を整理し
引き続き空き教室の有効活用
を検討していく。

空き教室のある学校について、児童・生徒数の将来見通しを行ったうえで、恒

常的に教育活動に使用しないと判断した教室については、有効活用を実施す

る。なお、空き教室の民間活用については、引き続き、他市事例を参考に研究、

検討を行う。

有効活用する学校・教室の選定、実施

児童・生徒数の減少に伴う空き教室の有効活用については、令和4年度開設を
目指し、招提小学校の空き教室を活用して、市立保育所を整備する検討を行っ
た。今後も、文部科学省の方針により時代とともに多様化する教室の活用方法
（少人数教室や外国語教室、通級指導教室など）を踏まえて、一時的または将来
的な活用も含めて考え方を整理し、継続して空き教室の有効活用を検討してい
く。

継続取り組み

 

34 



基本方針１ 基本方針２ 基本方針３ 基本方針４ 基本方針５

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 備 考

取 組

目 標

目 標

効果額

取 組

実 績

実 績

効果額

累積効果額

No.

累積効果額

今後の方向性

✓取り組みの方向性(課題設定時点)

行政サービス・行政資源を最適化する ～事務事業等の見直し・検証とストック活用～

✓４年間の取り組み実績 (総括)

ふるさと納税制度による積極的な民間資金活用16-8

― 千円 ― 千円
― 千円

46,000千円 24,600千円
70,600千円

総合政策部

市長公室

地域再生計画「枚方市まち・ひ
と・しごと創生推進計画」を策
定した。また、総合戦略(第２
期)を推進するため、「枚方市ま
ち・ひと・しごと創生基金」を設
置した。企業版ふるさと納税の
獲得の取組として、冊子や動画
等のPRツールを作成するとと
もに、PR支援業務等を行う事
業者３社との業務委託契約を
締結した。個人からのふるさと
納税による寄附金の新たな活
用の仕組みについて、先行事
例の勉強会を実施するなど、導
入に向けて調査及び検討を進
めている。

企業版ふるさと納税による寄附

獲得の取組として、昨年度に引

き続きPRツールを作成するとと

もに、PR支援業務等を行う事業

者と連携し、企業に対し本市への

寄附を働きかけたことにより、９

件の寄附獲得につながった。個

人からのふるさと納税について

は、寄附金を地域企業のプロジェ

クト等に活用する制度の運用開

始に向けた地域企業からの課題

の吸い上げや、制度構築に向け

たスケジュールに関して庁内検

討を行うとともに、市内事業者と

連携し、魅力ある返礼品の開発・

増加に取り組んだ。

総合戦略に基づく新たな地域再生計画を策定し、企業版ふるさと納税による
寄附を広く募ることで、各種事業への民間資金の活用を図る。寄附の募集に
あたっては、寄附意向のある事業者とのマッチングに係る委託業務を検討す
る。個人からのふるさと納税による寄附金を地域企業のプロジェクト等の支
援に活用する新たな制度を検討・構築し、返礼品開発や市の魅力向上を図る
ことで、寄附の活発化や地域産業の活性化につなげる。

・地域再生計画の策定と同計画に基づく寄附の受入

・ふるさと納税による地域企業支援制度の検討・構築・運用

企業版ふるさと納税の寄附増加に向け、プロモーション強化やＰＲ支援事業者
の効果的な活用などさらなる取り組みの充実を図った結果、受け入れ開始から
２年弱で7,000万円余りの寄附を獲得し一定の成果を得た。個人からのふる
さと納税については、ポータルサイトの追加や返礼品の開拓に努め、令和５年度
の寄附金額は令和元年度実績と比較して約２倍に増加した。また、寄附金を地
域企業のプロジェクト等に活用する制度の検討などに取り組んだ。

 

継承 ・再設定
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基本方針１ 基本方針２ 基本方針３ 基本方針４ 基本方針５

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 備 考

取 組

目 標

目 標

効果額

取 組

実 績

実 績

効果額

累積効果額

No.

累積効果額

今後の方向性

✓取り組みの方向性(課題設定時点)

行政サービス・行政資源を最適化する ～事務事業等の見直し・検証とストック活用～

✓４年間の取り組み実績 (総括)

くずはアートギャラリー事業の見直し17

― 千円 18,676千円 19,249千円 19,249千円
57,174千円

― 千円 19,249千円 19,249千円 19,249千円
57,747千円

観光にぎわい部

くずはアートギャラリーの空
室の利用促進を行うとともに、
事業終了の説明や３者で締結
している基本協定・覚書の解
除に向けた調整及び、令和3
年9月に開館する総合文化芸
術センターの美術ギャラリー
利用促進に向けてＰＲを行っ
た。

くずはアートギャラリーは、令
和3年3月31日をもって基本
協定及び覚書の解除を行い、
事業を終了した。

くずはアートギャラリーにつ
いては令和3年3月末に終了
している。

くずはアートギャラリーにつ
いては令和3年3月末に終了
している。

文化国際財団の解散に伴う基本協定

及び覚書見直し

くずはアートギャラリーについては、近年、利用率が低下していることや、令

和２年度末で枚方市文化国際財団の解散が予定されていること、また、総合

文化芸術センターに美術ギャラリーが令和3年度に新設されることで、さらな

る利用率の低下及び市補助金の増額が想定されるため、アートギャラリー事

業を終了する。

くずはアートギャラリー事業の終了

くずはアートギャラリー事業は、３者（市・文化国際財団・京阪）による基本協
定及び覚書をそれぞれ締結（期間は平成26年3月～令和6年3月末日）し、
運営していたが、文化国際財団が令和3年3月31日に解散することに伴い、
同日をもって基本協定及び覚書の解除を行い、くずはアートギャラリー事業
を終了した。

達成
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基本方針１ 基本方針２ 基本方針３ 基本方針４ 基本方針５

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 備 考

取 組

目 標

目 標

効果額

取 組

実 績

実 績

効果額

累積効果額

No.

累積効果額

今後の方向性

✓取り組みの方向性(課題設定時点)

行政サービス・行政資源を最適化する ～事務事業等の見直し・検証とストック活用～

✓４年間の取り組み実績 (総括)

枚方文化観光協会への支援のあり方の見直し18

― 千円 ― 千円 ― 千円 ― 千円
― 千円

― 千円 ― 千円 ― 千円 ― 千円
― 千円

観光にぎわい部

枚方文化観光協会の自立運
営も含めて支援のあり方を検
討してきたが、人員体制等課
題が多い状況であるため、令
和2年度末予定としていた支
援のあり方を見直し、団体運
営補助の廃止を令和4年度末
とすることにした。団体に対し
その旨通知するとともに、自
立運営に向けた経営計画の策
定と観光促進計画の策定を
求めた。

令和4年度末をもって枚方文
化観光協会への支援のあり方
を見直し、団体運営補助を廃
止することについて、団体と
の協議に向けた調整を行った。

枚方文化観光協会の今後の
役割については、枚方の歴
史・文化等の地域資源を継
承・活用していくものとして
整理した上で、協会への支援
については、令和４年度末で
団体運営補助を廃止し、令和
５年度以降は、事業委託及び
事業費補助を行うこととした。
また、協会への再任用職員の
推薦についても、令和4年度
末をもってとりやめることで
合意した。

令和４年度末で団体運営補助
を廃止した。令和５年度は、２
つの事業委託(枚方市観光情
報発信案内業務委託、枚方市
友好都市・交流都市関連業務
委託)及び２つの事業費補助
(観光資源保存・活用業務補
助金、くらわんかツーリズム
コーディネート業務補助金)を
行い、それぞれについて、業
務の必要性・有効性の検証を
行った。

団体への支援のあり方の検討

枚方文化観光協会は、文化観光施設の運営や活用等に係る施策を効率的・効

果的に実施し、市だけでは円滑に対応しきれない関係機関や事業者等との調

整・連携の役割などが期待される。本市では、今後、観光振興をより促進する

ために、団体への支援のあり方を見直し、団体運営補助を廃止する。

・会費負担金を含めた団体支援のあり

方について協議

・団体運営補助金の廃止

枚方文化観光協会への支援のあり方を見直し、令和４年度末で団体運営補助を

廃止。令和５年度以降は事業委託及び事業費補助を行っている。

達成
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基本方針１ 基本方針２ 基本方針３ 基本方針４ 基本方針５

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 備 考

取 組

目 標

目 標

効果額

取 組

実 績

実 績

効果額

累積効果額

No.

累積効果額

今後の方向性

✓取り組みの方向性(課題設定時点)

行政サービス・行政資源を最適化する ～事務事業等の見直し・検証とストック活用～

✓４年間の取り組み実績 (総括)

福祉バス事業の見直し19

― 千円 ― 千円 ― 千円 ― 千円
― 千円

― 千円 ― 千円 ― 千円 ― 千円
― 千円

健康福祉部

新型コロナウイルス感染症拡
大の影響により、令和２年度
は事業を中止しているが、こ
れまでの実施状況等を踏まえ
ながら検討を行った結果、令
和３年度から契約方法などの
見直しを行うこととした。

新型コロナウイルス感染症拡
大の影響により中止していた
事業を、令和３年12月に再開
し、利用頻度の偏りへの対応
として、１団体１回のみの利用
とした。その後、令和４年１月
に再度事業を中止したため、
実際の利用はなかった。令和
４年度においては、老朽化が
進む車両の安全性を確認の
上、令和３年度の運用を継続
しながら、補助制度等の代替
策について検討を進める。

新型コロナウイルス感染拡大
の影響により、令和４年度も
一時事業を中止していたが、
11月より利用再開している。
令和４年度末で現在の福祉バ
ス車両が利用できなくなるた
め、令和５年度から２年間は
車いす１台の固定乗車が可能
である車両で運行を行う。た
だし、高速道路を走行できな
い車両となるため、一般道の
みの走行で往復150㎞以内
に運用を変更する。

バスの老朽化により車両の借
り換えを行ったことに伴い、
令和５年度から「一般道のみ
の走行で往復150㎞以内」に
運用を変更した。また車両の
仕様変更により、車いす固定
２台以上を希望する団体のた
め、別途、バス会社と単価契
約を行った。

福祉バス事業の見直し検討

障害者等の社会参加支援のため、リフト付バス運行委託(令和２年度更新)を

行い、大会参加や自主活動に活用している。多様な福祉活動を行う団体やグ

ループがある中、一部の福祉団体への利用に限られ、その団体の中でも利用

頻度に偏りがあるなどの課題があることから、令和２年度以降、補助制度等

の代替策を含め、福祉バス事業の見直しを検討する。

福祉バス事業の見直し 引き続き、福祉バス事業の見直し検討 福祉バス事業の見直し

新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響により、令和２年度から令和４年
10月にかけて、事業の利用中止期間が多かったこともあり、計画期間内の利用
はなかったが、これまでの実施状況等を踏まえ、令和３年度から契約方法を変更
するとともに、利用頻度の偏りへの対応として、１団体１回のみの利用とするな
ど、運用の見直しを行った。なお、今後において現在のバスの耐用年数や全国的
な運転手不足問題等への対応が必要となることから、引き続き、福祉バス事業
の効率的な実施に向けて検討していく。

継承 ・再設定
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基本方針１ 基本方針２ 基本方針３ 基本方針４ 基本方針５

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 備 考

取 組

目 標

目 標

効果額

取 組

実 績

実 績

効果額

累積効果額

No.

累積効果額

今後の方向性

✓取り組みの方向性(課題設定時点)

行政サービス・行政資源を最適化する ～事務事業等の見直し・検証とストック活用～

✓４年間の取り組み実績 (総括)

住宅改造補助事業の執行方法の見直し20

― 千円 4,249千円 4,410千円 4,221千円
12,880千円

― 千円 4,221千円 4,223千円 4,0０0千円
12,4４4千円

健康福祉部

人員体制に係る協議を行った
うえで、令和３年度から調査
事務委託を廃止し、直営によ
る運用に見直すこととした。

社会福祉協議会に委託してい
た事業の一部について執行
方法の見直しを行い、調査事
務委託を廃止・直営による運
用とし、会計年度職員を雇用
し業務を行った。

令和３年度に引き続き、訪問
調査を担当する会計年度任
用職員を配置し、直営による
運営を行った。

令和４年度に引き続き、訪問
調査を担当する会計年度任用
職員を配置し、直営による運
営を行った。

調査事務委託の見直し及び人員体制

に係る協議

住宅改造補助事業の事務手順を効率化し、事業の執行方法の見直しを行う。

委託の廃止・直営による運用

社会福祉協議会に委託していた調査事務委託を令和３年度から、直営による運
用とした。以降、会計年度任用職員を雇用して業務を行い、ほぼ当初目標通り
の効果額が得られた。

達成
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基本方針１ 基本方針２ 基本方針３ 基本方針４ 基本方針５

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 備 考

取 組

目 標

目 標

効果額

取 組

実 績

実 績

効果額

累積効果額

No.

累積効果額

今後の方向性

✓取り組みの方向性(課題設定時点)

行政サービス・行政資源を最適化する ～事務事業等の見直し・検証とストック活用～

✓４年間の取り組み実績 (総括)

精神保健推進事業補助金の見直し21

― 千円 4,973千円 8,451千円 8,492千円
21,916千円

― 千円 8,492千円 8,545千円 8,497千円
25,534千円

健康福祉部

社会福祉協議会の行う「心に
病を持つ人とその家族に対す
る支援事業」の一部を市の類
似事業に統合するなど、見直
しを行った。

社会福祉協議会の行う「心に
病を持つ人とその家族に対す
る支援事業」について、見直し
後の内容により運用した。

引き続き、社会福祉協議会の
行う「心に病を持つ人とその
家族に対する支援事業」につ
いて、見直し後の内容により
運用した。

引き続き、社会福祉協議会の
行う「心に病を持つ人とその
家族に対する支援事業」につ
いて、見直し後の内容により
運用した。

•社会福祉協議会において事業ごとに存廃等を

協議・検討

•市において事業ごとに補助の必要性を検討

•上記の検討が完了した事業から見直しを実施

社会福祉協議会の行う「心に病を持つ人とその家族に対する支援事業」につ

いては、当該事業内の個別事業と市の事業との類似が見られるなど、整理の

必要があることから、個別事業ごとに、存続・廃止・類似事業への統合など、

見直しを図るよう要請するとともに、市として補助の必要性を検討する。

見直し後の内容による運用

「心に病を持つ人とその家族に対する支援事業」において、市事業との類似事業

について、令和２年度に個別に存続・廃止・類似事業への統合などの見直しを図

り、令和３年度以降、見直し後の内容で運用を行ったことで、当初想定通りの効

果額が得られた。

達成

 

40 



基本方針１ 基本方針２ 基本方針３ 基本方針４ 基本方針５

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 備 考

取 組

目 標

目 標

効果額

取 組

実 績

実 績

効果額

累積効果額

No.

累積効果額

今後の方向性

✓取り組みの方向性(課題設定時点)

行政サービス・行政資源を最適化する ～事務事業等の見直し・検証とストック活用～

✓４年間の取り組み実績 (総括)

ごみ焼却量の削減22

― 千円 ― 千円 ― 千円 ― 千円
― 千円

― 千円 ― 千円 ― 千円 ― 千円
― 千円

環境部

新型コロナウイルス感染症拡
大により環境学習等を実施で
きなかった が 、これまでの
様々な取り組みによりごみ減
量意識が浸透しているため、
ごみ焼却量は引き続き減少傾
向にある。引き続きアプリ配
信、転入者へのマニュアルの
配布、ポスティング啓発等を
実施した効果により、古紙の
分別回収量は増加している。

新型コロナウイルス感染症の
拡大により、街頭キャンペー
ン、ごみ減量フェアを止むな
く中止したものの、ごみ減量
等の環境学習、出前授業での
啓発の他、市内20ヶ所に設
置している使用済小型家電回
収Boxに「食べのこサンデー」
運動啓発のポスターを掲示し、
食品ロス削減を広く周知した。
また、引き続きアプリ配信や
転入者への資料配布等により
古紙等分別回収への周知を
行うなど、焼却ごみ削減に取
り組んだ。

リユース施策の拡充として、中
身入りスプレー缶等の出張回
収時に市民提供コーナーを設
置した。「食べのこサンデー」運
動については、コロナ禍を踏ま
え、新たにQRコード入りチラシ
及び啓発グッズを各支所、庁内
イベント等で配架した。また、公
民連携によるフードドライブ事
業を10月より試行実施してい
る。古紙分別回収については、
学校給食牛乳パックを追加し
た他、アプリ配信や転入者への
説明資料の配布等により周知
を行った。家庭系ごみ処理手数
料の適正化については、他市
の事例調査等を行った。

古紙分別回収に関して、アプリ

配信や転入者への資料配布等

により周知を行った。リユース

事業の拡充として、５月に株式

会社ジモティーと連携協定を締

結し、10月から市民対象に提

供を開始した。「食べのこサン

デー」運動については、引き続

きQRコード入りチラシ及び啓

発グッズを各支所、庁内イベン

ト等で配架した。フードドライブ

事業については、試行実施の結

果等を踏まえ、11月から本格

実施を行った。家庭系ごみ処理

手数料の適正化については、他

市の事例調査等を行った。

ごみとして排出されている手付かず食品等の発生抑制や、一般ごみに含まれ

ているリサイクル可能な紙類等の分別排出など、ごみ減量化に向けた啓発活

動を継続実施し、ごみ処理基本計画に定める減量目標の達成をめざす。

また、家庭系ごみ処理手数料については、リサイクル等の推進や適正な費用

負担、他市の状況等を踏まえて検討する。

ごみ焼却量の削減に向けた取り組み、適正な家庭系ごみ処理手数料の検討

古紙分別回収については、アプリ配信や転入者への説明資料の配布等により周知を行い、
令和４年度より学校給食牛乳パックの回収を行った。「食べのこサンデー」運動について
は、市内20ヶ所の使用済小型家電回収Boxに啓発ポスターを掲示するとともに、 QR
コード入りチラシ及び啓発グッズを各支所、市イベント等で配架した。リユース事業の拡充
では、中身入りスプレー缶等の出張回収時に市民提供コーナーを設置。また、株式会社ジ
モティーと連携協定を締結し、令和5年10月からリユース品の提供を開始した。フードド
ライブは、令和4年10月から試行実施を行い、翌年11月から本格実施を開始した。家庭
系ごみ処理手数料の適正化については、他市の事例調査等を行うなど検討を進めた。

継承 ・再設定
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基本方針１ 基本方針２ 基本方針３ 基本方針４ 基本方針５

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 備 考

取 組

目 標

目 標

効果額

取 組

実 績

実 績

効果額

累積効果額

No.

累積効果額

今後の方向性

✓取り組みの方向性(課題設定時点)

行政サービス・行政資源を最適化する ～事務事業等の見直し・検証とストック活用～

✓４年間の取り組み実績 (総括)

灰溶融炉の停止(廃止)23

― 千円 ― 千円 ― 千円 252,000千円
252,000千円

― 千円 ― 千円 147,000千円 252,000千円
399,000千円

環境部

「枚方・寝屋川・四條畷・交野・
京田辺地域循環型社会形成
推進地域計画」の変更手続き
に係る大阪府協議等を実施し
た。

令和4年度末の灰溶融炉の停
止に向け、「東部清掃工場焼
却施設長寿命化総合計画」に
基づき、基幹的設備改良事業
に着手した。

灰溶融炉を停止し、関連する
手続きも完了した。

灰溶融炉は令和４年度中に稼
働を停止し、関連手続きも完
了している。

「枚方・寝屋川・四條畷・交野・京田
辺地域循環型社会形成推進地域
計画」等の変更

東部清掃工場の灰溶融炉を令和４年度末までに停止(廃止)し、環境への負荷

を低減するとともに長期財政負担の軽減を図る。

灰溶融炉停止(廃止)工事

灰溶融炉停止(廃止)

令和２年度に「枚方・寝屋川・四條畷・交野・京田辺地域循環型社会形成推進地域
計画」の変更に係る大阪府協議等を実施。二酸化炭素排出削減など環境負荷の
低減と長期財政負担の軽減を目的として「東部清掃工場焼却施設長寿命化総合
計画」に基づき、令和３年度より、灰溶融炉停止を含むその他焼却設備の第 １ 期
工事（基幹的設備改良事業）に着手した。その後、2,100t/年CO2の削減が得ら
れる灰溶融炉の停止工事について、関連手続きを完了し、令和4年度に稼働を停
止した。

達成
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基本方針１ 基本方針２ 基本方針３ 基本方針４ 基本方針５

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 備 考

取 組

目 標

目 標

効果額

取 組

実 績

実 績

効果額

累積効果額

No.

累積効果額

今後の方向性

✓取り組みの方向性(課題設定時点)

行政サービス・行政資源を最適化する ～事務事業等の見直し・検証とストック活用～

✓４年間の取り組み実績 (総括)

事業系ごみ処理手数料の適正化24

― 千円 ― 千円 ― 千円 28,663千円
28,663千円

― 千円 ― 千円 ― 千円 28,587千円
28,587千円

環境部

府内市町村の事業系ごみ処
理手数料の状況を調査・整理
し、近隣市との情報共有の実
施に向けて準備を進めた。

事業系ごみ処理手数料の改
定に向けて、近隣市と情報共
有を図るとともに、一般廃棄
物(ごみ)処理基本計画にお
いて、ごみ処理原価に一致し
たものとなるように手数料の
見直しを検討することとして
いることから、ごみ処理原価
の算定手法を調査・研究する
など検討を進めた。

事業系ごみ処理手数料の見
直しについて、廃棄物減量等
推進審議会において審議・意
見具申をいただき、12月に
枚方市一般廃棄物の減量及
び適正処理の促進等に関す
る条例の一部改正を行った。
(経過措置として令和5年12
月から令和7年11月までは
120円／10kg、令和7年12
月からは150円／10kg)

令和5年12月に事業系ごみ
処理手数料を90円／10kg
から120円／10kgに改定し、
それに伴い事前周知として、
パンフレットを作成し、市内の
排出事業者に郵送するなど、
周知を図った。

廃棄物の処理及び清掃に関する法律による排出者責任の考え方に基づき、

ごみ処理原価と一致したものとなるよう、事業系ごみ処理手数料を見直し、

適正化に向けた取り組みを進める。

手数料の適正化に向けた検討

枚方市一般廃棄物の減量及び適正
処理の促進等に関する条例の改正

経過措置として段階的に手数料
を適正化

府内市町村の状況調査・整理を行い、近隣市との情報共有など、手数料の適正

化に向けた検討を進め、令和4年12月に枚方市一般廃棄物の減量及び適正処

理の促進等に関する条例の一部改正を行い、事業系ごみ処理手数料を150円

／10kgに改定した。（経過措置として令和5年12月から令和7年11 月までは

120 円／10kg）

達成
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基本方針１ 基本方針２ 基本方針３ 基本方針４ 基本方針５

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 備 考

取 組

目 標

目 標

効果額

取 組

実 績

実 績

効果額

累積効果額

No.

累積効果額

今後の方向性

✓取り組みの方向性(課題設定時点)

行政サービス・行政資源を最適化する ～事務事業等の見直し・検証とストック活用～

✓４年間の取り組み実績 (総括)

下水道事業会計の基準外繰入金等の削減25

41,493千円

(23,875千円)

294,786千円

(99,033千円)

340,687千円

(17,856千円)
340,687千円

(17,856千円) 1,017,653千円
(158,620千円)

41,493千円

(23,875千円)
294,786千円

(99,033千円)

340,687千円

(17,856千円)
340,687千円

(17,856千円)
1,017,653千円

(158,620千円)

上下水道部

令和２年度当初予算において
「基準外繰入金のさらなる削
減」及び「事務事業の見直し等
の削減」分として、41,493千
円(23,875千円)を削減し、
繰 入金総額 3,906,906千
円 ( 前 年 度 当 初 予 算 比 ：
▲128,336千円)を計上し
た。

令和３年度当初予算において、
「基準外繰入金のさらなる削
減」及び「事務事業の見直し等
の削減」分として、294,786
千円(99,033千円)を削減
し、繰入金総額3,630,071
千 円 ( 前 年 度 当 初 予 算 比 ：
▲276,835千円)を計上し
た。

令和4年度当初予算において、
「基準外繰入金のさらなる削
減」及び「事務事業の見直し
等 の 削 減 」 分 と し て 、
340,687千円(17,856千
円 ) を 削 減 し 、 繰 入 金 総 額
3,498,257千円(前年度当
初予算比：▲131,814千円、
緊自債分を除く)を計上した。

令和5年度当初予算において、
「基準外繰入金のさらなる削
減」及び「事務事業の見直し等
の削減」分として、340,687
千円(17,856千円)を削減し、
繰入金総額3,651,617千円
(前年当初予算比：153,360
千円、緊自債分を除く)を計上
した。

事務事業の見直し等

経営によって得られる収入で賄う独立採算を原則とした企業経営に向けて、

事務事業の見直し等により繰入金を抑制し、令和４年度には基準外繰入金の

受け入れをゼロ(市の施策分を除く)とする。

※目標効果額・実績効果額の( )内の数値は、本プランに先立って策定した「下水道事業経営戦略」の収支計画に基づく削減額から、さらに削減を行う額

基準外繰入金のさらなる削減

収支計画に基づく削減

令和4年度には、取り組みの方向性どおり、市の施策に係る分を除き、基準外繰

入金の受け入れを行わなかった。

達成
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基本方針１ 基本方針２ 基本方針３ 基本方針４ 基本方針５

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 備 考

取 組

目 標

目 標

効果額

取 組

実 績

実 績

効果額

累積効果額

No.

累積効果額

今後の方向性

✓取り組みの方向性(課題設定時点)

行政サービス・行政資源を最適化する ～事務事業等の見直し・検証とストック活用～

✓４年間の取り組み実績 (総括)

水道事業会計の経営健全化26

― 千円 ― 千円 ― 千円 ― 千円
― 千円

― 千円 ― 千円 ― 千円 ― 千円
― 千円

上下水道部

新水道料金制度の施行日を、

新型コロナウイルス感染症拡大

の影響を考慮し、令和２年10

月1日から令和３年４月1日に

延期した。新制度の内容につい

て、令和３年1月から2月にか

け、案内リーフレットを全戸配

付し、広報ひらかた等で周知し

た。また、大口径のお客さまへ

12月に個別にお知らせを送付

した。大口需要者への割引につ

いては、新たな水道料金等制度

と合わせた導入に向け、約20

事業者への個別ヒアリングやシ

ミュレーションにより検証し、制

度を構築した。

世代間負担の公平性確保のた

め、当初予算において新規事

業における企業債の借り入れ

割合を引き上げた。

将来世代の市民負担の軽減を

図るため、中宮浄水場更新事

業の財源として、一般会計出資

金の受け入れを行うこととした。

令和３年４月１日からの水道料

金制度の見直しに併せて導入

した大口需要者への割引につ

いて、対象件数71件のうち52

件に適用し、申請のない企業等

に対して、通知文、電話での営

業活動及び訪問活動を行った。

世代間負担の公平性を確保す

るため、当初予算において新規

事業における企業債の借り入

れ割合の引き上げを行った。今

後、事業の完了にあわせ、新た

な借り入れ割合による、企業債

の発行を行っていく。

将来世代の市民負担の軽減を

図るため、中宮浄水場更新事

業の財源として、一般会計出資

金の受け入れを行うこととした。

今後、事業の進捗に合わせ、出

資金を受け入れるとともに、出

資に対する利益配当を行って

いく。

世代間負担の公平性を確保す

るため、当初予算において新規

事業における企業債の借り入

れ割合を令和4年度に引き続

き引き上げた。今後、事業の完

了に合わせ、新たな借り入れ割

合による、企業債の発行を行っ

ていく。

将来世代の市民負担軽減を図

るため、中宮浄水場更新事業の

財源として、一般会計出資金

200,000千円を計上した。今

後も事業の進捗に合わせ、出資

金の予算化を図るとともに、出

資に対する利益配当の方法等

について検討していく。

水道料金制度の見直し等

平成31年３月に策定した水道事業経営戦略に掲げる「経営の重点方針」に基

づき、企業債発行の適正化など、世代間負担の公平性を確保するとともに、

総括原価に基づく料金算定や事務事業の見直しを行うなど、持続を基本とし

た継続的な経営改善を行う。なお、令和２年度においては、水道事業の根幹と

なる水道料金制度の見直しを行う。

経営戦略に基づく取り組み

企業債の借り入れ割合の引き上げや、中宮浄水場更新事業の財源として、一般

会計出資金を予算化するなど世代間負担の公平性の確保に努めた。

達成
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基本方針１ 基本方針２ 基本方針３ 基本方針４ 基本方針５

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 備 考

取 組

目 標

目 標

効果額

取 組

実 績

実 績

効果額

累積効果額

No.

累積効果額

今後の方向性

✓取り組みの方向性(課題設定時点)

行政サービス・行政資源を最適化する ～事務事業等の見直し・検証とストック活用～

✓４年間の取り組み実績 (総括)

受水費の削減27

70,342千円 103,921千円 103,914千円 103,914千円
382,091千円

78,380千円 110,876千円 121,675千円 109,593千円
420,524千円

上下水道部

水需要に応じ、中宮浄水場か
らの配水量と大阪広域水道企
業団からの受水量を検討・調
整することで、計画的な受水
量の削減に取り組んだ。

水需要に応じ、中宮浄水場か
らの配水量と大阪広域水道企
業団からの受水量を検討・調
整することで、計画的な受水
量の削減に取り組んだ。

水需要に応じ、中宮浄水場か
らの配水量と大阪広域水道
企業団からの受水量を検討・
調整することで、計画的な受
水量の削減に取り組んだ。

水需要に応じ、中宮浄水場か
らの配水量と大阪広域水道企
業団からの受水量を検討・調
整することで、計画的な受水
量の削減に取り組んだ。

中宮浄水場や配水場等の施設能力を活用するとともに、効率的な水運用を行

うことで、大阪広域水道企業団(旧府営水道)からの受水費の削減を図る。

受水量の削減

水需要に応じ、中宮浄水場からの配水量と大阪広域水道企業団からの受水量

を検討・調整することで、計画的かつ安定的な水運用に取り組んだ。

達成
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基本方針１ 基本方針２ 基本方針３ 基本方針４ 基本方針５

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 備 考

取 組

目 標

目 標

効果額

取 組

実 績

実 績

効果額

累積効果額

No.

累積効果額

今後の方向性

✓取り組みの方向性(課題設定時点)

行政サービス・行政資源を最適化する ～事務事業等の見直し・検証とストック活用～

✓４年間の取り組み実績 (総括)

病院事業会計の経営健全化28

― 千円 ― 千円 ― 千円 ― 千円
― 千円

― 千円 ― 千円 ― 千円 ― 千円
― 千円

市立病院

新型コロナウイルス感染症により

患者数が大幅に落ち込むなど経

営的に厳しい状況が続いている

が、早期にコロナ前の水準に回

復できるよう、経営コンサルタン

トの助言を受けつつ取り組んだ。

地域連携の強化については、令

和３年３月に地域医療支援病院

の承認を大阪府から得た。

通常診療と新型コロナウイルス

感染症患者への対応の両立を基

本として取り組んだ。引き続き地

域の医療機関との連携強化に努

め 、 70 ％ を 超 え る 紹 介 率 と

90％に迫る逆紹介率を維持し、

救急外来の受入も90％に迫る

応需率を維持してきた。また、契

約方法の工夫等による医業費用

抑制に引き続き取り組んでいる

が、コロナ禍の影響は大きく、医

業収支は令和元年度を境に悪化

している。

通常診療と新型コロナウイルス

感染症患者への対応の両立を基

本として取り組む中、コロナ関連

の補助金もあり、経常収支では

純利益を計上した。医業収支で

は赤字となっているが、引き続

き地域の医療機関との連携強化

に努め、登録医の件数は327件

となった 。救 急外来 の受 入も

85％を上回る応需率で行って

きた。また、契約方法の工夫等に

よる医業費用の抑制に引き続き

取り組んでいる。

新型コロナウイルス感染症が5類

感染症に移行し、国・府による支

援は段階的に縮小されたが、第

二種感染症指定医療機関として

地域の感染症医療を担う上で、

引き続き、感染拡大時にも対応

できる医療体制を維持している。

また、通常診療においては、コロ

ナ前の令和元年度を超えること

を目標として医業収益向上への

取組を進めるとともに、医業費

用の抑制を図り、収支の均衡に

努めている。

地域病院への訪問強化

救急外来の受入れ推進や地域医療機関との連携強化とともに、病院経営コン
サルタントの助言も参考とした改善の取り組み等によって、医業収益を向上
させるとともに、契約の工夫などによる医業費用の抑制のほか滞納事案の発
生抑制などにも努め、令和２年度の経常収支で純利益を生み出せるよう、ま
た、その後においても安定した健全経営となるよう取り組んでいく。

病床利用率の向上

地域病院との連携強化

救急外来の受入れ推進、契約方法の工夫等による医業費用の抑制

通常診療と新型コロナウイルス感染症への対応の両立を基本として取り組んだ
ことにより、コロナ関連補助金もあったことから、令和2年度以降単年度純利益
の計上を続けており、期間中の目標達成状況は、「達成」と判断している。しかし、
医業収支では赤字の状況であり、コロナ関連の支援も見込めず、厳しい経営状
況がつづくことが想定されるが、今後も令和5年3月に策定した「市立ひらかた
病院経営強化プラン（第3次中期経営計画）」に掲げた取り組みを着実に推進し、
病院事業の健全化を図っていく。

継承 ・再設定
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基本方針１ 基本方針２ 基本方針３ 基本方針４ 基本方針５

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 備 考

取 組

目 標

目 標

効果額

取 組

実 績

実 績

効果額

累積効果額

No.

累積効果額

今後の方向性

✓取り組みの方向性(課題設定時点)

行政サービス・行政資源を最適化する ～事務事業等の見直し・検証とストック活用～

✓４年間の取り組み実績 (総括)

ひらかた病院のあり方検討２９

― 千円 ― 千円 ― 千円 ― 千円
― 千円

― 千円 ― 千円 ― 千円 ― 千円
― 千円

市立病院

健康福祉部

今後のひらかた病院の最適な

あり方を検討するため、和泉市

立総合医療センター(指定管理

者)及び八尾市立病院(PFI事

業)を視察した。

新型コロナウイルス感染症の影

響により、地域医療構想の議論

が中断されるとともに、国の”

新公立病院改革ガイドライン”

の策定が延期される中、令和４

年度以降の取り組みを検討し

ていくうえで必要不可欠な現

行の市立ひらかた病院改革プ

ラン(第２次中期経営計画)の

検証に着手し、枚方市病院事業

運営審議委員会で実績報告を

行った。今後、国の”新公立病

院改革ガイドライン”が示され

た場合は、新たに策定する中期

経営計画にその内容を反映さ

せていく。

令和４年３月に国の「持続可能

な地域医療体制を確保するた

めの公立病院経営強化ガイド

ライン」が示されたことから、令

和5年3月に、令和５年度から

令和９年度までの５年間を計画

期間とする「市立ひらかた病院

経営強化プラン(第３次中期経

営計画)」を策定した。計画にお

いては、現在の経営形態を維

持するとともに、「政策的医療

を提供する急性期病院」として、

地域の回復機能・慢性期機能

を担う病院や診療所との連携

体制による医療完結を目指し

ていくこととしている。

令和5年3月に策定した「市立

ひらかた病院経営強化プラン

(第３次中期経営計画)」に基づ

き、現在の経営形態を維持する

とともに、「政策的医療を提供

する急性期病院」として、地域

の回復機能・慢性期機能を担う

病院や診療所との連携体制に

よる医療完結を目指して、取り

組みを進めている。

ひらかた病院の最適なあり方につ
いての検証

国の動向や大阪府の地域医療構想等を踏まえながら、病院経営を取り巻く状

況の変化に適切に対応し、将来にわたって地域・市民のために必要な公的医

療を提供できるよう、経営の効率化を図りつつ、ひらかた病院の最適なあり

方について検討していく。

検証結果を踏まえ、新たな中期経
営計画を策定 新たな中期経営計画に基づく取り組み

令和４年３月に国の「持続可能な地域医療体制を確保するための公立病院経営
強化ガイドライン」が示されたことから、令和5年3月に、令和５年度から令和９
年度までの５年間を計画期間とする「市立ひらかた病院経営強化プラン(第３次
中期経営計画)」を策定した。計画においては、現在の経営形態を維持するとと
もに、「政策的医療を提供する急性期病院」として、地域の回復機能・慢性期機
能を担う病院や診療所との連携体制による医療完結を目指していくこととした。

継続取り組み
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基本方針１ 基本方針２ 基本方針３ 基本方針４ 基本方針５

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 備 考

取 組

目 標

目 標

効果額

取 組

実 績

実 績

効果額

累積効果額

No.

累積効果額

今後の方向性

✓取り組みの方向性(課題設定時点)

行政サービス・行政資源を最適化する ～事務事業等の見直し・検証とストック活用～

✓４年間の取り組み実績 (総括)

病院事業会計の繰入金の抑制３０

50,000千円 50,000千円 50,000千円 50,000千円
200,000千円

― 千円 ― 千円 ― 千円 ― 千円
― 千円

市立病院

病院事業会計の経営健全化
を図るための各種取り組みを
進めたが、新型コロナウイル
ス感染症の影響により医業収
益が激減したため、令和２年
度の目標効果額達成は困難
な状況となった。

コロナ禍の病院経営への影響
は大きく、医業収支は令和元
年度を境に悪化している状況
である。引き続き、通常診療
と新型コロナウイルス感染症
患者への対応の両立を基本
に 取 り 組 む と と も に 、 ア フ
ターコロナを見据えた取り組
みの検討を進めていく。

通常診療と新型コロナウイル
ス感染症への対応の両立を
基本として取り組む中、コロ
ナ関連の補助金もあり、経常
収支で利益剰余金を計上す
ることができた。しかし、医業
収支においては大きな収支
不足額を計上している状況で
ある。令和５年３月には、「市
立ひらかた病院経営強化プラ
ン(第３次中期経営計画)」を
策定したところであり、アフ
ターコロナを見据え、引き続
き経営改善の取り組みを進め
ていく。

新型コロナウイルス感染症が
5類感染症に移行し、国・府に
よる支援は段階的に縮小され
たが、第二種感染症指定医療
機関として地域の感染症医療
を担う上で、引き続き、感染
拡大時にも対応できる医療体
制を維持している。また、通常
診療においては、コロナ前の
令和元年度を超えることを目
標として医業収益向上への取
組を進めるとともに、医業費
用の抑制を図り、収支の均衡
に努めている。

病院事業会計の経営健全化を図るための各種取り組みを推進し、収支改善を

図ることで、一般会計からの繰入金を抑制する。

病院経営の健全化の各種取り組みの推進

通常診療と新型コロナウイルス感染症への対応の両立を基本として取り組んだ
ことに加えて、コロナ関連補助金もあったことから、令和2年度以降単年度純利
益を計上することができた。しかし、医業収支においては大きな収支不足額を
計上している状況であり、令和5年3月に策定した「市立ひらかた病院経営強化
プラン（第3次中期経営計画）」に沿った取り組みを進め、医業収支の改善・均衡
に努めている。

継続取り組み
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基本方針１ 基本方針２ 基本方針３ 基本方針４ 基本方針５

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 備 考

取 組

目 標

目 標

効果額

取 組

実 績

実 績

効果額

累積効果額

No.

累積効果額

今後の方向性

✓取り組みの方向性(課題設定時点)

行政サービス・行政資源を最適化する ～事務事業等の見直し・検証とストック活用～

✓４年間の取り組み実績 (総括)

教育情報発信の再構築３１

― 千円 ― 千円 ― 千円 ― 千円
― 千円

― 千円 ― 千円 ― 千円 ― 千円
― 千円

総合教育部

情報発信の手段として教育委

員会のブログを試験的に開設

した。当ブログには、よりわか

りやすく、また親しみやすいも

のとなるよう写真を掲載する

とともに、連日更新することに

より情報発信の頻度が格段に

増加した。これらの事業効果を

踏まえながら、今後の情報発信

のあり方について検討を行っ

た。

情報発信の手段として試験的

に開設した教育委員会のブロ

グについて、事務局各課・学校

園に活用を促している。連日の

ブログ更新による情報発信頻

度の増加、写真掲載によるわか

りやすさ、親しみやすさの向上

といった事業効果や、令和４年

２月に「枚方教育ステーション」

が終了となることを踏まえ、今

後における情報発信のあり方

について検討を行った。

各学校の子どもの様子や、地

域との連携事業等を円滑に情

報発信する為に開設した「学校

ブログ」について、８月から本

格運用を開始した。タイムリー

な記事の更新のほか、写真を

掲載することで、市民への積極

的かつ効果的な情報発信に繋

がっている。今後も、学校に対

する活用研修の実施や好事例

を紹介し、より効果的な活用を

促進していく。

令和4年８月より本格運用を開

始した「学校ブログ」について

は、各学校の子どもの様子や、

地域との連携事業等、タイム

リーに記事や写真を掲載するこ

とで、市民への積極的かつ効果

的な情報発信に繋がっている。

また、情報発信ポータルサイト

「GiGAスク！ひらかた」におい

て、ブログの好事例等を共有す

るなどし、学校間によるアクセ

ス率の乖離を解消するよう努

めた。

情報発信の再構築

本市の教育情報の発信手段として活用してきたＦＭひらかた「枚方教育ス

テーション」を終了し、市民のニーズが高いホームページ・ＳＮＳ等を活用した

新たな教育情報発信へと再構築を行う。

・「枚方教育ステーション」の終了
(R4.３月)
・引き続きブログを活用しつつ、新
たな情報発信の在り方を検討する。

再構築後の運用

教育委員会ブログについては、事務局各課において各種イベントや取組み等を
掲載するなど積極的な活用を行うことができた。学校ブログについては「非常
変災時における措置について」「学校いじめ防止基本方針」「学校危機管理マ
ニュアル」を必須の掲載項目とし、活用研修の実施や情報発信ポータルサイトに
おいて好事例を共有することを通じて、効果的な活用の促進を行った。その他、
広報ひらかたで教育特集記事の掲載や市SNSで学校の取り組みを発信するな
ど、紙面やＨＰ、ＳＮＳなど多様な媒体を活用して教育情報の発信に取り組んだ。

達成
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基本方針１ 基本方針２ 基本方針３ 基本方針４ 基本方針５

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 備 考

取 組

目 標

目 標

効果額

取 組

実 績

実 績

効果額

累積効果額

No.

累積効果額

今後の方向性

✓取り組みの方向性(課題設定時点)

行政サービス・行政資源を最適化する ～事務事業等の見直し・検証とストック活用～

✓４年間の取り組み実績 (総括)

市立学校園の施設開放事業の見直し32

― 千円 ― 千円 ― 千円 ― 千円
― 千円

― 千円 ― 千円 ― 千円 ― 千円
― 千円

総合教育部

申請書様式を統一し、提出先
は学校安全課に一本化した。
また、令和３年４月から両事
業の所管を同課として新たな
施設開放事業を開始できるよ
う検討を進めた。
感染症対策として新たな利用
予約調整方法を検討する必要
が生じたため、あわせて実費
徴収方法・額を検討する必要
があることを確認した。

両事業の所管部署を新しい学
校推進室に統一した。
新たな利用予約調整方法、実
費徴収方法・額については、
新型コロナウイルス感染症の
影響もあり、学校等との協議
等を見送るなど、検討が遅れ
ていることや、小中学校体育
館への空調導入の検討結果
も踏まえる必要があるため、
令和４年度以降の取組目標を
延期することとした。

空調導入に係るスケジュール
等を踏まえ、施設使用に係る
実費徴収方法について関係
課と協議した。引き続き検討
を行う。

関係課と協議を行いながら、
施設使用に係る受益者負担額
の徴収方法等について具体的
に検討した。また、他市事例調
査も含め、学校のセキュリティ
対策と連動した効果的な予約
システム導入の可能性につい
て検討した。引き続き検討を
行う。

・「市立小中学校及び幼稚園施設開放事
業」及び「市立小学校体育施設開放事
業」の様式、利用基準及び窓口の統一

・施設使用に係る実費徴収方法・額の検
討

感染症対策と利用者の利便性向上の両面から、「市立小中学校及び幼稚園施
設開放事業」及び「市立小学校体育施設開放事業」の様式、利用基準及び窓口
の統一に向けて取り組む。合わせて、学校によっては利用者が固定化されて
いる傾向にあり、利用したい人が利用できない場合があることや、利用者との
調整等による学校の負担が増えている課題について、順次、解消に向けた取
り組みを行うとともに、受益者負担の観点から利用者の電気使用料等実費相
当額の負担について検討する。

・両事業の所管部署の統一

・新たな利用予約調整方法の検討

・施設使用に係る実費徴収方法・額の検討
・学校、コミュニティ、利用団体等の協議、
検討及び検証

枚方市公共施設予

約システムによる
予約方法も視野に

入れ検討する。

令和２年度に「市立小中学校及び幼稚園施設開放事業」及び「市立小学校体育
施設開放事業」の申請書等様式を統一し、令和３年度からは、両事業の窓口を新
しい学校推進室に統一した。また、①利用者の固定化による新規利用者の利用
ができないこと、②利用者との調整等による学校の負担が増えていること、③
受益者負担の観点から利用者の電気使用料等実費相当額を徴収することにつ
いて、引き続き、検討・協議を進め、課題解消に向けて取り組んでいく。

継承 ・再設定
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基本方針１ 基本方針２ 基本方針３ 基本方針４ 基本方針５

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 備 考

取 組

目 標

目 標

効果額

取 組

実 績

実 績

効果額

累積効果額

No.

累積効果額

今後の方向性

✓取り組みの方向性(課題設定時点)

行政サービス・行政資源を最適化する ～事務事業等の見直し・検証とストック活用～

✓４年間の取り組み実績 (総括)

公立幼稚園の効率的・効果的な配置33

― 千円

(― 千円)

3,422千円

(42,584千円)

3,679千円

(34,244千円)
3,679千円

(34,244千円)
10,780千円

(111,072千円)

2,330 千円

(2,330 千円)
3,679 千円

(34,244 千円)

3,679 千円

(34,244 千円)
3,679 千円

(34,244 千円)
13,367千円

(105,062千円)

子ども未来部

学校教育部

ひらかたプランに基づき、公立施

設が担うべき役割を踏まえなが

ら、保幼小の連携や保育研究の

充実と発信、支援教育を推進し

た。蹉跎西幼稚園の跡地活用と

して年度途中の転入や育児休業

明け等の保育ニーズに対応する

ため、待機児童対策の一つであ

る「待機児童用保育室」の整備を

引き続き進めた。

ひらかたプランに基づき、公立

施設が担うべき役割を踏まえな

がら、保幼小の連携や保育研究

の充実と発信、支援教育を推進

した。蹉跎西幼稚園については、

跡地活用として年度途中の転入

や育児休業明け等の保育ニーズ

に対応するため、待機児童対策

の一つとして、「蹉跎西臨時保育

室」を開設した。

令和３年度に開設した「蹉跎西臨

時保育室」について、引き続き運

用を行っている。

令和３年度に開設した「蹉跎西臨

時保育室」について、引き続き運

用を行っている。

・蹉跎西幼稚園の閉園

・３歳児保育・預かり保育拡充を
継続実施

「就学前の教育・保育施設に係るひらかたプラン」(以下「ひらかたプラン」と
いう)に基づき、令和２年度末にさだ西幼稚園を閉園する。また、ひらかたプ
ラン前期の期間は(平成31年度～令和10年度)、保育需要が増加傾向にあり、
待機児童対策を踏まえた取り組みを進めるため、３歳児保育・預かり保育の
充実に取り組む。

※当課題の目標効果額・実績効果額については、人件費効果額を基本方針(２)№13「総人件費の削減」の効果額に含めて記載していることから、上段に必要経費等の額を記載しています。なお、下段の( )には、参考に人件費効果額を含めた効果額を記載しています。

ひらかたプランに基づき、令和２年度末で蹉跎西幼稚園を閉園するとともに、通年での
待機児童解消に向けて、年度途中の転入や育児休業明け等の保育ニーズに対応するた
め、保育所等への入所までの間に一時的に利用できる「蹉跎西臨時保育室」を令和３年
10月に開設した。また、平成31年４月に開始した公立幼稚園における３歳児保育及び
預かり保育についても、継続して公立幼稚園全６園で実施することにより、幼児教育の
充実を図った。さらに、公立施設が担うべき役割として、幼児期の教育・保育と児童期の
教育を円滑に接続、連携させるため、継続して保幼小連携事業を実施するとともに、関
係機関と連携しながら支援教育を推進した。

達成
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基本方針１ 基本方針２ 基本方針３ 基本方針４ 基本方針５

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 備 考

取 組

目 標

目 標

効果額

取 組

実 績

実 績

効果額

累積効果額

No.

累積効果額

今後の方向性

✓取り組みの方向性(課題設定時点)

行政サービス・行政資源を最適化する ～事務事業等の見直し・検証とストック活用～

✓４年間の取り組み実績 (総括)

野外活動センターのあり方の検討３４

― 千円 ― 千円 ― 千円 ― 千円
― 千円

― 千円 ― 千円 ― 千円 ― 千円
― 千円

観光にぎわい部

分かりやすく魅力的なホーム
ページへとフルリニューアル
するための協議を進めるとと
もに、利用者が予約しやすい
よう、予約システムを使った
予約方法の構築を進めた。さ
らに、今後のセンターの方向
性について、これまでの教育
訓練施設としての側面だけで
なく、観光施設としての活用
が で き る よ う プ ロ ジ ェク ト
チームと共に検討を行った。

施設内環境の改善を中心に、
ダッチオーブンを使った料理
教室や初心者向けトレイルラ
ンニング教室など、民間事業
者との協働による事業を行っ
た。運営委託業務では、委託
業者は管理運営に特化し、ソ
フト面は公 民連携プラット
フォームを活用し、今年度中
に民間事業者と連携した事業
を実施できるよう調整してい
る。また、森林環境譲与税を
活用し、６年間で専門事業者
によるセンター周辺の環境整
備を行うよう、事業者等と協
議を行っている。

令和４年度は、「宝探し」や「クリス

マス」などの要素を取り入れた小

学生対象の宿泊キャンプや、ド

ローンの操縦体験会を公民連携に

より実施した。また、土日祝の日帰

りのみ利用可としている冬季期間

の利用ニーズ及び可能性調査の為、

宿泊可能期間を拡大し、試行開所

している。環境整備面では、森林環

境譲与税を活用し、６年間で森林

の専門事業者によるセンター周辺

の樹木の環境整備を行う。なお、セ

ンターの運営委託については、一

般競争入札による発注を行った。

今後も、東部地域全体の活性化に

寄与できるよう関係部署との連携

を密にし、取り組みを行っていく。

利便性向上のため、他市施設
の調査等を実施しながら、リ
ニューアルを含めた検討を進
めた。環境整備については、
森林環境譲与税を活用した周
辺樹木の環境整備を引き続き
実施していく。また、ソフト面
においては、昨年度に好評
だったダッチオーブンでの料
理教室や小学生対象の宿泊
キャンプを、引き続き公民連
携で実施していきながら、東
部地域全体の活性化に寄与で
きるよう関係部署と連携し、
取り組んでいく。

オープン以来の課題である畜産道からの進入路への対応を含め、センターの

あり方について検討を行う。

施設のあり方の検討及び検討結果に基づく対応

野外活動センターについては、既存の設備など現有資源を生かしていくことを

前提に、ソフト面での充実に向け、民間ノウハウを活用して、イベント等の取り組

みを拡充した。また、周辺の環境整備を進めつつ、他市施設の調査も含めた検

討を行い、「さらに使いやすくリニューアル」していくための検討に着手した。

達成
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基本方針１ 基本方針２ 基本方針３ 基本方針４ 基本方針５

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 備 考

取 組

目 標

目 標

効果額

取 組

実 績

実 績

効果額

累積効果額

No.

累積効果額

今後の方向性

✓取り組みの方向性(課題設定時点)

行政サービス・行政資源を最適化する ～事務事業等の見直し・検証とストック活用～

✓４年間の取り組み実績 (総括)

図書館施設の効率的・効果的な運営３５

― 千円

(― 千円)

1,249千円

(21,244千円)

1,149 千円

(18,568千円)
1,149 千円

(18,568千円)
3,547 千円

(58,380 千円)

― 千円

(― 千円)
1,149千円

(18,568千円)

1,149千円

(18,568千円)
1,149千円

(18,568千円)
3,447千円

(55,704千円)

総合教育部

地元との調整、閉室後の退去
等の事務を進め、令和3年2
月末に東香里分室・茄子作分
室・釈尊寺分室を閉室した。

・地元住民(東香里)による
「本のある地域の居場所」運
営のため、閉室した分室で不
要となった図書等を地元自治
会に寄贈した。また、地元自
治会館2階の分室跡地(市所
有施設)は、地元自治会に無
償貸与した。
・3分室跡地と近隣小学校へ
自動車文庫のステーションを
設置するとともに、３分室跡
に返却ポストを置き、図書館
サービスの維持を図った。

令和3年度に引き続き、地元
自治会館2階の分室跡地(市
所有施設)を地元自治会に無
償貸与するとともに、3分室
跡地と近隣小学校への自動
車文庫のステーション設置と、
３分室跡地に返却ポストを置
き、図書館サービスの維持を
図った。

令和４年度に引き続き、地元
自治会館２階の分室跡地(市
所有施設)を地元自治会に無
償貸与するとともに、３分室
跡地と近隣小学校へ設置した
自動車文庫のステーションへ
の巡回を行った。また、３分室
跡地に返却ポストを置き、図
書館サービスの維持を図った。

東香里分室・茄子作分室・釈尊寺分室

の閉室(令和３年２月末予定)

「枚方市立図書館分室等の見直しに関する基本的な考え方」に基づき、東香

里・茄子作・釈尊寺の３分室の閉室に向けた取り組みを進める。

※当課題の目標効果額・実績効果額については、人件費効果額を基本方針(２)№13「総人件費の削減」の効果額に含めて記載していることから、上段に必要経費等の額を記載しています。なお、下段の( )には、参考に人件費効果額を含めた効果額を記載しています。

当初の予定通り、平成29年５月策定の「枚方市立図書館分室等の見直しに関す

る基本的な考え方」に基づき、香里ケ丘図書館リニューアル後に東香里・茄子作・

釈尊寺の３分室を閉室した。閉室後は地元住民（東香里）による「本のある地域

の新たな居場所づくり」支援として、図書等を地元自治会に寄贈し、市所有施設

は、地元自治会に無償貸与した。さらに３分室跡地と近隣小学校へ自動車文庫

のステーションを設置し巡回するとともに、３分室跡地に返却ポストを設置した。

達成
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基本方針１ 基本方針２ 基本方針３ 基本方針４ 基本方針５

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 備 考

取 組

目 標

目 標

効果額

取 組

実 績

実 績

効果額

累積効果額

No.

累積効果額

今後の方向性

✓取り組みの方向性(課題設定時点)

行政サービス・行政資源を最適化する ～事務事業等の見直し・検証とストック活用～

✓４年間の取り組み実績 (総括)

管理不良空き家の発生抑制に向けた税制度の検討３６

― 千円 ― 千円
― 千円

― 千円 ― 千円
― 千円

都市整備部

市民生活部

制度の確立に向けて庁内調整

を行い、連携フローを構築した。

このフローに基づき、候補とな

る物件を共有し、立ち入り調査

を実施した。対象者には本取り

組みの概要を伝え、制度適用に

向けて説明を行った。

令和４年度より開始した特定空

家等の認定及び勧告まで至ら

ずとも、判断基準に該当すれば

固定資産税の住宅用地特例を

解除する取り組みについて、候

補となる物件の現地調査を実

施したが、該当物件は０件で

あった。

空き家対策に関する税制度としては、空家等対策の推進に関する特別措置法
に基づく勧告がなされた特定空家等の敷地について、固定資産税の住宅用地
特例の対象から除外される等の税制措置が創設されている。
空き家対策のさらなる充実を図るため、「第２次枚方市空家等対策計画」に基
づき、法に基づく制度の運用のほか、適正な管理が行われない空き家の発生
抑制に向けた税制度の検討を行う。

制度の周知手段の検討・協議 実施

管理不良空き家の発生抑制および適正な課税を促す観点から、庁内調整を行い、
都市整備部と市民生活部による連携フローを構築。立ち入り調査の実施や対象
者への制度説明など、両部で情報共有を図りながら取り組みを進めた。結果とし
て、該当件数は１件であり、取り組みにより、令和４年度中に除却され放置の解
消に繋がった。今後、令和5年12月に改正施行された「空家等対策の推進に関
する特別措置法」において新たに位置づけられた「管理不全空家等」の勧告によ
る税制措置（固定資産税の住宅用地特例の除外）を適宜実施する。

達成
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基本方針１ 基本方針２ 基本方針３ 基本方針４ 基本方針５

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 備 考

取 組

目 標

目 標

効果額

取 組

実 績

実 績

効果額

累積効果額

No.

累積効果額

今後の方向性

✓取り組みの方向性(課題設定時点)

行政サービス・行政資源を最適化する ～事務事業等の見直し・検証とストック活用～

✓４年間の取り組み実績 (総括)

クレジットカード利用による給油契約の導入３７

― 千円 ― 千円
― 千円

― 千円 ― 千円

総務部

公用車給油へのクレジットカー

ド払いの導入に係る諸課題の

解決に向けて、他市事例を情

報収集しながら課題整理を行

うとともに、市内ガソリンスタ

ンド事業者への取扱いクレジッ

トカードによる導入可否等の聞

き取りを行ったが、給油購入費

の圧縮につながらないことか

ら、引き続き、現行のセルフ式

給油カードの利用促進に向け

た取り組みを進める。

費用抑制効果につながる現行

給油カード(セルフ)の利用促進

に向け、庁内において利用状況

調査を行いながら、利用の周知

を図った。また、市内ガソリンス

タンド事業者に利用可能な給油

所の拡大について協議したが、

給油所の拡大には至らなかっ

た。

※令和６年度より給油カード(セル

フ)の利用可能な給油所が市内７カ

所に拡大した。

公用車のガソリン調達においてクレジットカードを利用することにより、店頭

価格での購入を行い、更なる購入費の圧縮及び支払事務の軽減を図る。

課題等の検証

公用車給油へのクレジットカード払いの導入に係る諸課題の解決に向けて、令

和４年度より、他市事例を情報収集しながら課題整理を行うとともに、市内ガソ

リンスタンド事業者への取扱いクレジットカードによる導入可否等の聞き取りを

行ったが、給油購入費の圧縮には繋がらなかったことから、令和５年度におい

ては、現行給油カード(セルフ)の利用促進に向け、庁内での利用状況調査を行

いながら、利用の周知を図った。

実現困難

 

ー 千円
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基本方針１ 基本方針２ 基本方針３ 基本方針４ 基本方針５

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 備 考

取 組

目 標

目 標

効果額

取 組

実 績

実 績

効果額

累積効果額

No.

累積効果額

今後の方向性

✓取り組みの方向性(課題設定時点)

行政サービス・行政資源を最適化する ～事務事業等の見直し・検証とストック活用～

✓４年間の取り組み実績 (総括)

エネルギー使用量削減につながる設備改修及び業務改善３８

千円 千円
千円

― 千円 5,216千円
5,216千円

総務部

環境部

庁舎フロア及び部署単位での

エネルギー使用量を、IOTを活

用しフロアや時間でエネルギー

使用量の偏りがないか見える

化を図り、エネルギー使用量削

減に繋がる効果的で効率的な

提 案 を 、 公 民 連 携 プ ラ ッ ト

フォームを活用し募集を行った

が、有益な提案がない状況。今

後、市で使用する電力の再生

可能エネルギーへの移行及び

電力購入契約の一本化による

エネルギーマネジメントも含め

検討していく。

10月より本庁舎の照明をLED

照明に改修し、約6カ月間で

136,832kWhの消費電力削

減(前年度比16.５％削減)と

59.1ｔの二酸化炭素排出量を

削減につながった。「公共施設

への再エネ設備導入可能性調

査」の実施結果から、PPAモデ

ル(第三者所有モデル)等の再

エネ導入手法や省エネ化の検討

を行うなど、スケールメリット

をいかした電力一括購入と再

生可能エネルギー・省エネ設備

の導入、エネルギーマネジメン

トの一体的な実施に向けて取り

組んだ。

公共施設のさらなる省エネ化を推進するため、各施設のフロアや部署、設備

単位でIOTの活用等によるエネルギー使用量などの見える化を図り、エネル

ギー使用量の削減に繋がる効率的・効果的な設備改修及び業務改善を検討

する。

エネルギー使用量の削減に繋がる効率的・効果的

な設備改修及び業務改善案の公募を行い、効果等を検証

継承 ・再設定

 

エネルギー使用量の削減に繋がる効率的・効果的な設備改修及び業務改善案を

公民連携プラットフォームを活用して公募したものの、有益な提案がなく、プラ

ン期間内の実施には至らなかった。一方、令和５年１０月に本庁舎の照明をLED

照明に改修し、約6カ月間で136,832kWhの消費電力削減につながった。行

財政改革プラン２０２４においても、本取組課題を継承し、引き続きエネルギー

使用量削減に向けた取り組みを進めていく。
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基本方針１ 基本方針２ 基本方針３ 基本方針４ 基本方針５

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 備 考

取 組

目 標

目 標

効果額

取 組

実 績

実 績

効果額

累積効果額

No.

累積効果額

今後の方向性

✓取り組みの方向性(課題設定時点)

行政サービス・行政資源を最適化する ～事務事業等の見直し・検証とストック活用～

✓４年間の取り組み実績 (総括)

再生可能エネルギーへの移行及び電力購入契約の一本化39

― 千円 ― 千円
― 千円

― 千円 ― 千円
― 千円

総合政策部

環境部

各課に対し、市施設の電力購
入契約期間の統一化に向けた
基礎調査を実施した。電気の
一括調達と太陽光発電の導
入や省エネの取り組みを合わ
せた手法について調査研究を
行った。また、公共施設への
PPAモデル等による太陽光
発電設備の設置に当たり、環
境省補助金を活用したポテン
シャル調査の実施に向けて調
整中。

令和4年度の基礎調査の結果
を踏まえ、令和７年度からの
電気の一括調達と太陽光発電
の導入や省エネの取り組みを
合わせた手法について、調査
研究を行った。また、公共施
設への PPA モデル等による
太陽光発電設備の設置に当た
り、環境省補助金を活用した
ポテンシャル調査の実施に向
けて調整を行った。

市役所で使用する電力の再生可能エネルギーへの移行に向け、スケールメ

リットをいかした一括購入やPPA モデル(第３者所有モデル)など様々な手

法の導入に向けた検討を進め、将来的な契約の一本化も見据え、各施設の電

力購入契約期間の統一化を図る。

・再生可能エネルギーへの移行に向けた検討
・市施設の電力購入契約期間の統一化

令和4年度に実施した基礎調査の結果を踏まえ、電気の一括調達と太陽光発電

の導入、省エネの取り組みを合わせた手法について、調査研究を行った。また、

公共施設への PPA モデル等による太陽光発電設備の設置にあたり、環境省補

助金を活用したポテンシャル調査の実施に向けて調整を行った。引き続き、令

和７年４月の供給開始に向けて電力一括購入の取り組みを進めていく。

継承 ・再設定
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スマート自治体への転換をめざす

～職員力の向上と ICTの積極的な活用～

基本方針

3

5９



基本方針１ 基本方針２ 基本方針３ 基本方針４ 基本方針５

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 備 考

取 組

目 標

目 標

効果額

取 組

実 績

実 績

効果額

累積効果額

No.

累積効果額

今後の方向性

✓取り組みの方向性(課題設定時点) ✓４年間の取り組み実績 (総括)

スマート自治体への転換をめざす ～職員力の向上とICTの積極的な活用～

行政課題解決に向けた若手・中堅職員のプロジェクトの推進1

― 千円 ― 千円 ― 千円 ― 千円
― 千円

― 千円 ― 千円 ― 千円 ― 千円
― 千円

関係部

総務部

観光、東部地域活性化、職員提
案制度等に関するプロジェクト
チームを設置し、これらチーム
を運営する中で明らかとなっ
た課題を踏まえ、プロジェクト
チームのさらなる展開や機能
向上について検討したが、仕組
みの構築に至らなかったため、
令和２年度の取組目標を令和３
年度に延期することとした。

試行実施中の新たな職員提案
制度において、若手・中堅職員
を組み込んだプロジェクトチー
ムを10月に設置し、提案内容
について検討を進めた。今後、
同制度の試行結果や今後設置
されるプロジェクトチームの運
用状況も踏まえ、仕組みの構築
を行う予定である。

部 内 横 断 的 な ワ ー キ ン グ グ
ループや他部署との連携事例、
若手・中堅職員による風通しの
良い職場の醸成に向けた取り
組みなど、組織の垣根を越えた
積極的な取り組みに対して職
員表彰を行うことで、さらなる
プロジェクトを勧奨する取り組
みを進めた。

全庁横断的な研修として、人材
マネジメント部会を内製版とし
て実施。令和5年度研修生だけ
でなく、過去の研修生に「マネ
友」として、カリキュラム作成な
どに協力してもらうことで、
OB・OGの若手・中堅職員の関
わるプロジェクトとなっている。
行政課題解決に向けて、人材マ
ネジメントの視点から検討し、
提言を行った。

若手・中堅職員のプロジェクトを
勧奨する仕組みの検討及び構築

様々な行政課題の解決に向け、若手・中堅職員の現場での視点や発想を生か
し、組織の垣根を越えた検討に取り組む組織横断的プロジェクトを展開する。
また、プロジェクトに係る提案募集、ファシリテーターを含む外部人材の活用、
市長との懇談の場の設定など、職員のチャレンジ意欲や発想をより生かし、育
むための仕組みづくりにも、あわせて取り組む。

若手・中堅職員のプロジェクトを
勧奨する仕組みの検討及び構築

若手・中堅職員によるプロジェク
トを推進

観光、東部地域活性化、職員提案制度等に関するプロジェクトチームを設置し、
組織の垣根を超えた検討に取り組む組織横断的プロジェクトを展開した。また、
部内横断的なワーキンググループや他部署との連携事例、若手・中堅職員によ
る取り組みなど、積極的な取り組みに対して職員表彰を行うこと、人材マネジメ
ント部会を内製化して実施するなど、職員のチャレンジ意欲や発想をより生かし、
育むための仕組みづくりにも取り組んだ。

継承 ・再設定
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基本方針１ 基本方針２ 基本方針３ 基本方針４ 基本方針５

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 備 考

取 組

目 標

目 標

効果額

取 組

実 績

実 績

効果額

累積効果額

No.

累積効果額

今後の方向性

✓取り組みの方向性(課題設定時点) ✓４年間の取り組み実績 (総括)

スマート自治体への転換をめざす ～職員力の向上とICTの積極的な活用～

窓口手続きのワンストップ化の実現2

― 千円 ― 千円 ― 千円 ― 千円
― 千円

― 千円 ― 千円 ― 千円 ― 千円
― 千円

窓口所管部

総合政策部

窓口業務の最適化を検討する
にあたり、民間事業者による
業務調査の中で本館1階市民
室及び別館2階の各部署の手
続きを「ワンストップ」、「ツー
ストップ」で完了する窓口運
営の導入を検討することとし
た。

令和２年度末に、市民の利便
性向上を図るため、複数手続
きが必要なおくやみ手続きに
ワンストップ窓口を導入した。
その他の手続きの「ワンストッ
プ」、「ツーストップ」窓口の導
入については、市駅前行政
サービス再編の状況等を踏ま
え、窓口業務等の最適化の取
り組みと整合を図りながら検
討を進める必要があるため、
令和４年度以降の取組目標を
変更する。

駅前行政サービス再編の状況
等を踏まえ、窓口業務等の最
適化の取り組みと整合を図り
ながら、引き続き「ワンストッ
プ」、「ツーストップ」窓口の導
入について必要な検討を進
めた。

③街区の「枚方市駅市民窓口
センター」におけるワンストッ
プ化等の検討状況を踏まえ、
転入・転居に関する手続きに
ついてワンストップ化等に向
けた取り組みを進めた。

現状の把握・分析(ＩＣＴやアウトソー
スの導入、現行庁舎の状況を踏まえ
たレイアウトや動線の検討、一体的
に処理すべき対象業務の整理等)

複数の手続きが必要となる市民に、もれなく手続きを案内し、ワンストップで

受け付けできる体制をめざす。また、ワンストップで手続きが完了できないも

のであっても、手続きを行う部署へしっかりと引き継ぎがなされるよう、窓口

間の連携をより緊密なものとすることも含め、さらなる市民サービスの向上

を図る。

左記分析等を踏まえて、具体の検
討・対応案を取りまとめ

市駅前行政サービス再編の状況
等を踏まえた検討

おくやみ手続きにワンストップ窓口を導入した。また、転入・転居に関する手続

きについては引き続き、市民窓口センター(ステーションヒル枚方内)や市民課

窓口でのICTを活用した新たな窓口サービスの手法を踏まえたうえで「ワンス

トップ」等の最適な窓口サービスについて検討を進めていく。

継承 ・再設定
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基本方針１ 基本方針２ 基本方針３ 基本方針４ 基本方針５

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 備 考

取 組

目 標

目 標

効果額

取 組

実 績

実 績

効果額

累積効果額

No.

累積効果額

今後の方向性

✓取り組みの方向性(課題設定時点) ✓４年間の取り組み実績 (総括)

スマート自治体への転換をめざす ～職員力の向上とICTの積極的な活用～

職員提案制度の見直し3

― 千円 ― 千円 ― 千円 ― 千円
― 千円

― 千円 ― 千円 ― 千円 ― 千円
― 千円

総合政策部

若手職員2人・中堅職員3人計

5人のチーム員で構成する職員

提案制度検討プロジェクトチー

ムを設置後、同チーム会議を計

10回開催、2月末にチームから

新たな制度案の報告を受けた。

その後、チームからの報告を基

に、行革推進課、事務局会議、

提案審査委員会で制度の詳細・

運用案の検討を進めた。

職員提案制度検討プロジェクト

チームでの検討結果を踏まえ、

対象提案についてプロジェクト

チーム等による提案内容のブ

ラッシュアップを行うことなど

を内容とする見直しを行った。

５月から新制度を試行実施して

おり、１提案についてプロジェ

クトチームを設置し、提案内容

の実施に向けた検討を行った。

新制度の試行実施の結果等を

踏まえ、職員提案制度の本格

実施案について検討し、職員提

案規程の改正など必要な手続

きを行ったうえで、令和５年１

月から本格実施を行っている。

令和５年１月からの本格実施に

おいて、新たに「テーマ別提案」

の区分を設けたほか、同年２～

4月の提案推進月間における

グループウェアでの積極的な制

度周知や、提案応募及び職員投

票でのLoGoフォーム活用など、

職員が参加しやすい制度構築

を図った結果、提案数は前年度

比で８件増加の計12件となっ

た。また、同年８月の提案審査

委員会で「実施に向けて検討す

べき」と決定された提案４件に

ついては提案者の意図が正確

に伝わるよう、担当課と提案者

による意見交換会を行った。

若手・中堅職員のプロジェクトチーム

で検討、結果の取りまとめを経て、制

度の見直しを決定

職員提案制度について、既成の枠にとらわれない発想や、日常業務において

気づいた課題解決等に係る提案を引き出すとともに、そうした職員のチャレ

ンジを生かせる制度となるよう、見直しに取り組む。

見直し後の職員提案制度の推進

プロジェクトチームでの検討や試行実施の結果を踏まえ、募集期間や提案区分

の見直しを行い、令和５年1月より本格実施した。同年４月末までに12件の応募

があり、前年度実績を上回る提案数となった。また、提案審査委員会で「実施に

向けて検討すべき」とされた提案4件について、提案者と担当課による意見交換

会を実施し、その後の検討を経て、計3件の提案が実施に至っている。引き続き、

制度の活性化に向けて取り組みを行っていく。

達成
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基本方針１ 基本方針２ 基本方針３ 基本方針４ 基本方針５

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 備 考

取 組

目 標

目 標

効果額

取 組

実 績

実 績

効果額

累積効果額

No.

累積効果額

今後の方向性

✓取り組みの方向性(課題設定時点) ✓４年間の取り組み実績 (総括)

スマート自治体への転換をめざす ～職員力の向上とICTの積極的な活用～

キャッシュレス決済の促進・拡充4

― 千円 ― 千円 ― 千円 ― 千円
― 千円

― 千円 ― 千円 ― 千円 ― 千円
― 千円

関係部

総合政策部

市税や保険料の公金収納の
キャッシュレス化を支援して
きたが、諸証明の交付に係る
電子申請等を進める上で、利
用料のキャッシュレス化が必
要となるため、国の動向や他
市事例の確認を行うほか、行
政手続きのオンライン化と併
せて、手数料や使用料の電子
納付に関する条例等の整備を
行った。

従来から実施している市税や
国民健康保険料等のキャッ
シュレス決済に加え、窓口で
の手数料等の支払へ拡充す
るため、全庁説明会や意見照
会を実施した。特に取扱件数
の多い住民票の写し等の証明
発行窓口を中心に、令和4年
度以降の導入を進めることと
した。なお、対面以外では、行
政手続のオンライン化とあわ
せた手数料等の収納として、
同様に令和4年度以降の導入
を進めることとした。

市民室の住民票写し等の証
明発行窓口６カ所にキャッ
シュレス決済機器を設置し、
10月から運用を開始した。ま
た、対面以外の場面において
は、行政手続のオンライン化
とあわせた手数料等の収納と
して、現在稼働している汎用
的 電 子 申 請 サ ー ビ ス へ の
キャッシュレス決済機能を追
加した。

手数料等の徴収が必要な手
続きについて、オンライン決済
の運用を４月より開始し、留
守家庭児童会における放課後
オープンスクエアの利用や試
乗用標識手数料の請求、屋外
広告物の講習会申し込みの手
続きで料金の支払いを可能と
した。また、生涯学習市民セン
ターの窓口を対象に、施設利
用 料 の 支 払 い に 対 応 し た
キャッシュレス決済機器を設
置し、５月から運用を開始した。

キャッシュレス決済の対象とする公金、

導入手法等について調査・検討

市民サービス向上や、業務の効率化の観点から、国の動向も踏まえながら、公

金収納に係るキャッシュレス決済の拡充について検討、実施する。

キャッシュレス決済を拡充

令和２・３年度において、手数料や使用料の電子納付など行政手続きのオンライン

化に関する条例等の整備や、全庁向け説明会の実施など、キャッシュレス決済の促

進に向けた準備を進めた。令和４年度以降、支払い件数が多い市民室や生涯学習

市民センターの窓口でキャッシュレス決済の利用を開始するとともに、すでに稼働

している汎用的電子申請サービスへのキャッシュレス決済機能を追加することで、

公金収納におけるキャッシュレス決済の拡充による市民サービスの向上を図った。

継承 ・再設定
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基本方針１ 基本方針２ 基本方針３ 基本方針４ 基本方針５

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 備 考

取 組

目 標

目 標

効果額

取 組

実 績

実 績

効果額

累積効果額

No.

累積効果額

今後の方向性

✓取り組みの方向性(課題設定時点) ✓４年間の取り組み実績 (総括)

スマート自治体への転換をめざす ～職員力の向上とICTの積極的な活用～

電子自治体の推進(自治体クラウドの推進)5

― 千円 ― 千円 ― 千円 ― 千円
― 千円

― 千円 ― 千円 ― 千円 ― 千円
― 千円

総合政策部

自治体クラウドについては、住
民情報系システムの標準化に
係る国の動向も踏まえ、住基・
税務・国民健康保険システムへ
の適用を検討した。内部事務シ
ステムに関してもクラウド化を
見据え、人事給与・財務会計・文
書管理システムの一体化を検
討したが、庁内事務のデジタル
化を含む業務見直しの中で、外
部とのやり取りが必要な紙の
請求書等の正確・効率的な事務
処理が課題とされた。解決に向
け、押印見直しとも合わせ、業
務・システムを通じた検討・調査
が必要である。

標準準拠システム対応の検討
を順次進めており、住民記録シ
ステム、印鑑登録システム、税
務システム、選挙人名簿システ
ム、戸籍事務システム等の意見
照会対応や、令和４年度に構築
予定である文字情報基盤対応
における調査検討、設計、予算
要求を実施した。また、地方自
治体のガバメントクラウドの活
用に向けた実証事業に市民室
の住基・印鑑システムで応募し
たが、不採択となった。

住民窓口関係のシステム所管
課を中心に構成する業務シス
テム運用部会について、今年度、
標準化の調査・検討を担任事
務に含め、改めて検討体制を
整備。8月末までに国から対象
業務の標準仕様書が示された
ことを受け、仕様の内容や現行
システム事業者内での検討状
況も踏まえ、可能な業務から、
標準仕様との差異分析等を開
始(全15システム中、9システ
ムで着手)した。

標準仕様との差異分析について

は、仕様内容や現行システム事業

者内での検討状況も踏まえ、可能

な業務から引き続き実施(全15

システムで着手)した。現行事業

者が撤退を表明している業務シ

ステムもある中、「全国一斉」「全

業務」「短納期」などの標準化の特

性を背景に技術者不足が指摘さ

れており、本市の標準化に対応可

能な事業者の調査を主な目的に、

広く情報提供依頼(RFI)を行っ

た。令和６年度からは、各システム

の標準化への移行作業が本格化

することから、基盤となるガバメ

ントクラウドや接続する回線につ

いての情報収集や準備を進めた。

情報収集した他自治体の自治体クラウドに関する取り組みの分析や、候補団

体の調査、内部事務システムの共同利用に係る課題解決のための庁内検討を

さらに進めるなど、導入に向けた取り組みを推進する。

候補団体の調査、費用対効果等の調査・分析、共同利用に向けた調整

現在でも仕様等において未だに検討中の部分があるなど、システム標準化に向

けての不明点が多く、引き続き情報収集しながら移行を進めていく必要がある

が、現時点では、移行期限である令和７年度末までに対象システム（事業者撤退

等のため、やむを得ず移行困難となる2システム（戸籍・国民年金）を除く）の標

準化が達成できる見込みである。

継続取り組み
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基本方針１ 基本方針２ 基本方針３ 基本方針４ 基本方針５

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 備 考

取 組

目 標

目 標

効果額

取 組

実 績

実 績

効果額

累積効果額

No.

累積効果額

今後の方向性

✓取り組みの方向性(課題設定時点) ✓４年間の取り組み実績 (総括)

スマート自治体への転換をめざす ～職員力の向上とICTの積極的な活用～

窓口予約システムの導入6

― 千円 ― 千円 ― 千円 ― 千円
― 千円

― 千円 ― 千円 ― 千円 ― 千円
― 千円

窓口所管部

総合政策部

７月から運用を開始し、年金児

童手当課の児童扶養手当現況

届の提出日予約や、地域健康

福祉室母子保健担当の各種講

座申込などで利用している。ま

た、野外活動センターの施設利

用予約など、導入予定部署につ

い て は 、 テ ス ト 環 境 で 入 力

フォームを作成し、運用開始に

向けて調整している。

窓口における混雑緩和のため、

引き続き年金児童手当課(児童

扶養手当窓口)での利用を実施

した。また、その他の予約申込

への活用としても展開を進め、

市立病院でのがんサロン申込、

野外活動センターの施設利用

申込、交通事故相談やオンライ

ンでの市民相談の予約などで

の利用拡充を行った。

窓口における混雑緩和のため、

年金児童手当課(児童扶養手

当窓口)の窓口予約で活用する

とともに、乳幼児健康相談関係

の予約や高齢者・障害者施設

の従事者に対する定期PCR検

査の予約、野外活動センターの

施設利用申込などの予約申込

でも引き続き活用した。

窓口における混雑緩和のため、

年金児童手当課(児童扶養手当

窓口)、乳幼児健康相談関係の

予約、野外活動センターの施設

利用申込などの予約申込にお

いて、引き続き窓口予約システ

ムを活用した。

年金児童手当課での試行導入による成果を踏まえ、申請や届出を受け付ける

窓口などに窓口予約システム(窓口に来庁する市民が、スマートフォンなどを

利用して、事前に来庁する時間や順番を予約する)を導入する。これにより、

窓口の混雑の分散・解消を図り、スムーズな応対を実現する。

新たに導入が可能な手続きを調査・検証の上、順次、導入規模を拡充

令和２年７月より窓口予約システムの運用を開始し、年金児童手当課の児童
扶養手当現況届の提出日予約や、地域健康福祉室母子保健担当の各種講
座申込などで利用を開始。令和３年度以降も、市立ひらかた病院のがんサ
ロン申込や野外活動センターの施設利用申込など、順次、システム導入の拡
大を図り、窓口混雑の分散・解消、スムーズな応対に繋がった。

達成
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基本方針１ 基本方針２ 基本方針３ 基本方針４ 基本方針５

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 備 考

取 組

目 標

目 標

効果額

取 組

実 績

実 績

効果額

累積効果額

No.

累積効果額

今後の方向性

✓取り組みの方向性(課題設定時点) ✓４年間の取り組み実績 (総括)

スマート自治体への転換をめざす ～職員力の向上とICTの積極的な活用～

窓口支援システムの導入７

― 千円 ― 千円 ― 千円 ― 千円
― 千円

― 千円 ― 千円 ― 千円 ― 千円
― 千円

以下の機能を持つシステム調

達の契約を行い、令和３年１月

に稼働を開始した。

・利用者がWEB上で設問に答

えることにより、自身に必要な

手続きを把握できる手続き案

内機能。

・転出証明書等の書類をOCR

で読み取ることにより、住民異

動届や関連申請書の作成支援

をする機能。

・申請情報を住基・印鑑システ

ムに登録するための連携デー

タを作成する機能。

令和3年1月に転入・転出等の

住民異動窓口及びおくやみ窓

口での運用を開始したが、住民

異動窓口において、業務繁忙

時期におけるシステムを用いた

業務体制のあり方や、当初効率

化を期待していた転出証明書

のOCR読み取りや既存住民記

録システムとの連携に課題が

あり、一部で利用を見合わせる

状態にある。システム上と業務

運用上の課題について整理を

行い、対応を進めている。

市民、職員の負担の軽減という

方向性が導入したシステムの利

用により達成できていないた

め、システム導入ベンダ及び利

用課との協議を行い、改善案の

検討を行った。現在の構成にお

いては、市民の来庁時に行う職

員側の作業が多く、時間が掛か

るため、令和5年度より事前申

請機能の強化を行う。

市民、職員の負担の軽減を目指

し、あらかじめ市民が作成した

申請書の読み出しを窓口で行

う事前申請機能の利用を令和

５年度より市民課で開始した。

今後、市民課とともに事前申請

の利用に係る周知を行ってい

く。

市民室窓口の他、窓口関係部署に
システムを導入

住民異動等に伴う手続きの簡素化により、市民、職員の負担の軽減を図り、

「書かない」「迷わない」「待たない」をコンセプトとした窓口サービスの向上を

図るシステムを導入する。

窓口支援システムの利用拡充

令和２年度にWEB上での手続き案内や既存住民記録システムとの連携、証明

書等のOCR読み取り機能を持つシステムを調達し、令和３年１月より転入・転出

等の住民異動窓口及びおくやみ窓口での運用を開始した。その後、住民異動窓

口において、システム及び業務運用上の課題から一部利用を見合わせる状態と

なったことため、ベンダ・利用課で改善策を検討し、令和５年度よりインターネッ

トでの事前申請機能を強化することで、市民・職員の負担軽減を図った。

達成

 

窓口所管部

総合政策部
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基本方針１ 基本方針２ 基本方針３ 基本方針４ 基本方針５

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 備 考

取 組

目 標

目 標

効果額

取 組

実 績

実 績

効果額

累積効果額

No.

累積効果額

今後の方向性

✓取り組みの方向性(課題設定時点) ✓４年間の取り組み実績 (総括)

スマート自治体への転換をめざす ～職員力の向上とICTの積極的な活用～

電子申請の促進・拡充８

― 千円 ― 千円 ― 千円 ― 千円
― 千円

― 千円 ― 千円 ― 千円 ― 千円
― 千円

総合政策部

12月に「枚方市情報通信技術
を活用した行政の推進に関する
条例」を制定・施行し、条例等で
書面によることが規定された手
続もオンライン化が可能なよう
制度を整えた。また、各部署の
手続についてオンライン化適用
可否の棚卸を行い、件数の多い
手続等を優先に、本人確認を要
する手続はぴったりサービスを
活用し、児童手当の一部手続の
受付体制を整備。イベント申込
等の簡易的な手続は、より簡便
な手続整備や申込が可能なよう
システムサービスの試行を実施
した。

多種多様な手続のオンライン化の

ためぴったりサービスの活用を進

めてきたが、新型コロナウイルス感

染症の拡大等を受けた非接触での

行政サービス提供の必要性が高ま

る中、市民・職員双方の観点でより

効率的に使いやすい新たな汎用電

子申請サービス(LoGoフォーム)を

6月より導入し、75手続きのオン

ライン化を実施した。現状、LoGo

フォームでは厳格な本人確認を要

さない手続への適用に留まるが、

今後、マイナンバーカードへの対応

やオンライン手続に伴う手数料等

の決済といったオプション機能の

活用による対応手続の拡充を図る

こととした。

汎用電子申請サービス(LoGo
フォーム)について、引き続き庁
内での活用を推進。令和4年度
以降で126個のフォームを公開。
今年度予定していたぴったり
サービスへの連携や厳密な本人
確認機能の導入については、
サービス側での大規模障害が発
生したことからその対応が遅れ
ており、マイナンバーカードを利
用する手続きについては、ぴっ
たりサービスでのオンライン化を
進めている。今後、これらの機能
やオンライン手続に伴う手数料
等の決済といったオプション機
能の活用による対応手続の拡充
を図るよう検討を進めている。

汎用電子申請サービス(LoGo
フォーム)について、引き続き庁
内での活用を推進。また、申請
履歴等の確認や申請内容の訂
正依頼が可能となる機能を新た
に導入し、市民にとって利便性
高く、職員にとっても効率的な
運用を可能とした。さらなる拡
充として、市民等の利便性が高
いと想定される年間1,000件
以上の受付がある恒常的な行
政手続について、令和６年度前
半期中のオンライン化対応完了
を見据え、所管各課とオンライ
ン化の対応可否を整理し、新た
に36手続きのオンライン化を
進めることとした。

ぴったりサービスを活用した汎用的な

電子申請対応を行い、簡易的な電子

申請やイベント申込等のオンライン化

を進める。

マイナポータルのぴったりサービスを活用した汎用的な電子申請対応を行い、

市民が来庁することなく手続きができる電子申請サービスの拡充を図る。こ

れにより、多種・多様な手続きのオンライン化を進め、市民の利便性の向上を

めざす。

電子申請サービスの拡充

マイナポータルのぴったりサービスを活用するとともに汎用電子申請サービス

を導入することで、電子申請サービスを拡充し、市民の利便性を向上した。また、

汎用的電子申請サービスにはマイナンバーカードを用いた本人確認やクレジッ

トカード等で手数料等の決済が可能になるオプション等を導入し、多種・多様な

手続きのオンライン化対応が可能な環境を整備した。

継承 ・再設定
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基本方針１ 基本方針２ 基本方針３ 基本方針４ 基本方針５

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 備 考

取 組

目 標

目 標

効果額

取 組

実 績

実 績

効果額

累積効果額

No.

累積効果額

今後の方向性

✓取り組みの方向性(課題設定時点) ✓４年間の取り組み実績 (総括)

スマート自治体への転換をめざす ～職員力の向上とICTの積極的な活用～

ICTの推進(RPAの拡充、AI-OCRの導入等)９

― 千円 ― 千円 ― 千円 ― 千円
― 千円

― 千円 ― 千円 ― 千円 ― 千円
― 千円

総合政策部

ICT活用に係る相談会を開催
し、市民アンケートの電子化に
向けた支援等を行い、課題の解
決を図った。RPAに関しては計
8 シ ナ リ オ を 追 加 作 成 、 AI-
OCRに関しては計7帳票で追
加利用し、順調に拡充を続けて
いるところである。

引き続きAI-OCR、RPAの導入拡

充を図るとともに、RPAソフトウェ

アを各職場にある職員の端末で

RPAが実行できるようライセンス

体系を見直すなど、環境を整備し

た。内部情報系システムについて

は、事業者からの情報収集の結果、

現状の業務要件では効率化が困難

であると判明したため、一体化の

検討は据え置きとした。一方、今後、

契約・請求等の庁外との連携を伴

う事務の電子化ともあわせた業務

のあり方について検討を要するた

め、事業者における普及状況など

を踏まえ対応を図るべく情報収

集・検討を行っている。

AI-OCR、RPAについては引
き続き拡充を図っており、それ
ぞれ4件、新たに導入を行った。
RPAについては、さらに数件
が稼働に向けて仕掛中である。
内部情報系システムの統合に
関しては、財務会計システム・
文書管理システムの2システム
について、関係課とともに令和
6年度末(当該2システムの賃
貸借期間終了時期)の統合可
否検討・課題の洗い出しに着手
した。今後、契約・請求等の組
織外との連携を伴う事務の電
子化ともあわせ、検討を進める
予定である。

AI-OCR、RPAについては継
続して拡充を図っており、AI-
OCR５帳票、RPA10件につい
て新たに導入を行った。内部情
報系システムの統合に関しては、
財務会計システム・文書管理シ
ステムについて、令和6年度末
の統合に向けて関係課と検討
を行い、財務会計システムから
の起案伝票を電子決裁基盤・文
書管理システムへ連携すること
で、全庁的な事務の効率化を
図っていくこととした。

RPAの拡充やAI-OCRの導入を図り、職員がサービス向上のための企画等、
本来業務に注力できる環境の充実を図る。また、次期更新時に内部情報系シ
ステム(人事給与、文書管理、財務会計)を統合し、業務の効率化、費用の削減
を図る。

RPAやAI-OCRの導入拡大

内部情報系システムの統合に向けた調査、研究

AI-OCRおよびRPAの導入拡充については、 ICT活用に係る相談会等による
導入課題の解決やライセンス形態の見直し等による環境整備を行うとともに、
庁内業務での導入についての拡充を図った。また、内部情報系システムの統合
に関しては、全庁的な事務効率化の図るため、財務会計システム及び文書管理
システムの統合可否検討・課題の洗い出しを行い、令和６年度末の連携に向け
て、取り組みを進めることとした。

継承 ・再設定
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基本方針１ 基本方針２ 基本方針３ 基本方針４ 基本方針５

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 備 考

取 組

目 標

目 標

効果額

取 組

実 績

実 績

効果額

累積効果額

No.

累積効果額

今後の方向性

✓取り組みの方向性(課題設定時点) ✓４年間の取り組み実績 (総括)

スマート自治体への転換をめざす ～職員力の向上とICTの積極的な活用～

人材育成の充実(ICT技術の活用や専門性の蓄積に留意した人材育成、管理職の意識改革など)１０

― 千円 ― 千円 ― 千円 ― 千円
― 千円

― 千円 ― 千円 ― 千円 ― 千円
― 千円

総務部

ICTやデータ等を活用して業務

を行う職員の育成に向け、課題

抽出及びその課題に対してデー

タを利活用するための能力・

ファシリテーション力を高める

「データアカデミー研修」や、AI

やICTを活用した業務効率化・

市民サービス向上を図る能力・

データ利活用能力を高める「業

務改善研修」を実施した。また、

人材育成基本方針を改訂したほ

か、改訂にあわせた研修体系の

検討を進めている。

研修体系を作成し、①アクティ
ブラーニング型の研修拡充②対
話スキル・デジタル技術活用ス
キル向上③研修内製化により職
員の知識・能力定着化④eラー
ニング・オンライン研修等を研修
特性に応じ採用⑤公民連携によ
る研修を重視する点として設定
した。①～③としてデータアカデ
ミー研修でデジタル技術を活用
した施策立案、枚方市版人材マ
ネジメント部会で組織の意識変
革に向けた施策立案の検討、④
として評価者研修等をeラーニ
ングで実施、⑤として大阪府・
SAPジャパン社と連携し、デザ
インシンキング研修を実施した。

昨年度に作成した研修体系に
基づき、各種研修を実施した。

令和３年度に作成した研修体系

に基づき、各種研修を実施する

とともに、令和５年度において

は、データ分析や利活用、アイデ

アの着想方法等を学び、根拠に

基づく政策立案能力の向上を

図るため、新たにEBPM研修と

ナッジ理論研修を実施した。ま

た、研修受講者の意見を取り込

むことでよりニーズの高い研修

が実施できることから、次年度

の研修計画を、当年度の研修担

当者が同年度内に作成するこ

ととした。

ICT分野に関する人材育成の充実、
職員の意識改革の推進、新たな人
材育成基本方針に基づく研修体系
の検討

これまでの人材育成基本方針に基づく取り組みを生かしつつ、今後の社会情
勢に対応できる職員を育成する。
専門的な知識やスキルの蓄積・継承に取り組むとともに、中堅・若手職員の横
連携、管理職のICT意識の醸成を図るなど、AIやICTなどを活用して業務を
行う職員を育成し、スマート自治体の実現をめざす。

新たな人材育成基本方針に基づく
研修体系の作成

人材育成基本方針に基づく研修体系で設定された５つの重視する点に基づき、
データアカデミー研修におけるデジタル技術を活用した施策立案、枚方市版人材
マネジメント部会で組織の意識変革に向けた施策立案の検討、評価者研修等の
eラーニングでの実施、大阪府・SAPジャパン社との連携によるデザインシンキ
ング研修を実施。令和５年度には、データ分析や利活用、アイデアの着想方法等
を学び、根拠に基づく政策立案能力の向上を図るため、新たにEBPM研修と
ナッジ理論研修を実施した。

継承 ・再設定

６９



基本方針１ 基本方針２ 基本方針３ 基本方針４ 基本方針５

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 備 考

取 組

目 標

目 標

効果額

取 組

実 績

実 績

効果額

累積効果額

No.

累積効果額

今後の方向性

✓取り組みの方向性(課題設定時点) ✓４年間の取り組み実績 (総括)

スマート自治体への転換をめざす ～職員力の向上とICTの積極的な活用～

教職員の資質・指導力の向上１１

― 千円 ― 千円 ― 千円 ― 千円
― 千円

― 千円 ― 千円 ― 千円 ― 千円
― 千円

学校教育部

タブレットPCの効果的な活用を
図るため、小中学校教員と指導
主事等で構成するワーキング
チームを立ち上げ、週1回オンラ
イン会議で実践発表を行った。ま
た、一人一台の端末を効果的に
活用した授業改善・業務改善の
実践事例アーカイブの構築に取
り組み、約500事例の収集を行
う予定である。さらに、ICT研修
として新たに動画配信による研
修や、管理職の今後の学校運営
に係るアクションプランやビジョ
ンの構築をめざし、臨時管理職
研修を13回実施した。未来学習
研究事業の研究校では校内の研
修成果をオンデマンドで配信し
た。

GIGAスクール構想の実現に向
け、市内小中学校教職員と協同
しての情報教育推進ワーキング
チームの実践研究や、ICTを効
果的に活用した授業力向上に向
けた教職員研修を実施した。教
職員の自己研修を促進するため、
ICTの取組を掲載する「GiGAス
ク！ひらかた」、教職員研修及び
各種研究校の取組を掲載する
「まなViVA! ひらかた」の２つの
ポータルサイトを作成した。

小学校では、情報教育推進ワー
キングチームにおけるICTを活
用した授業実践と業務改善の研
究を市内の小学校へ実践の交流
と1年間の取組の発表を行い、
中学校では、教科別情報教育推
進ワーキングチームを組織し、教
科に特化したICTを活用した授
業実践等の交流を行った。一人
一台端末を効果的に活用した
ICTの活用実践例を集約し 、
700以上の実践事例をポータ
ルサイト「まなVIVA!ひらかた」・
「GiGAスク！ひらかた」に掲載
している。１か月平均4300回
程度のアクセスがある。

情報教育推進ワーキングチームを発
展的に解消し、教職員の自己選択・自
己決定を重要視した研究会「授業をカ
エルLABO」を発足した。「思考や情報
を整理する」「学習の振り返り」「家庭
学習との連携」をテーマに、市内教職
員と一緒に月１回実践報告会を行い、
授業改善に生かしている。初任期教職
員、中堅教職員、管理職等に対して、
ICT活用に係る研修を計21回実施し
た。指導主事やプランナー(退職管理
職等)が直接学校に訪問し、教科会へ
の参画、授業への指導助言、校内研修
講師等を通して１人１台端末の効果的
な活用についての助言を計173回行
い、教職員の授業改善を推進した。市
内小中学校の先進的な取組やICTを
活用した取組について、ポータルサイ
ト「まなViVA!ひらかた」「GiGAスク!
ひらかた」を週１回以上更新し、継続
的な情報発信を行った。

「学校教育情報化推進計画」や研究授

業の成果を踏まえ、授業力向上を図る

公開授業や研修を実施

学校現場においてICTのより効果的・効率的な活用を図るため、これまでの取り組み
を継続して実施する。また、取組内容を検証しながら、より効果的・効率的な活用につ
いて検討を行う。

取組内容を検証のうえ、より効率的・効果的な活用を検討

小中学校での情報教育推進ワーキングチームによる取り組みや、そこから展開
した研究会「授業をカエルLABO」の活動のほか、教職員を対象としたICT活用
に係る研修実施、指導主事やプランナーによる「１人１台端末」の効果的活用に
関する訪問型の助言など、学校現場におけるICTの効果的・効率的な活用を推
進した。文部科学省が実施する「学校における教育の情報化の実態等に関する
調査」では、教員のICT活用指導力を図る「児童・生徒のICT活用を指導する能
力」の４つ全ての設問において全国平均よりも高い数値となった。

継続取り組み
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基本方針１ 基本方針２ 基本方針３ 基本方針４ 基本方針５

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 備 考

取 組

目 標

目 標

効果額

取 組

実 績

実 績

効果額

累積効果額

No.

累積効果額

今後の方向性

✓取り組みの方向性(課題設定時点) ✓４年間の取り組み実績 (総括)

スマート自治体への転換をめざす ～職員力の向上とICTの積極的な活用～

校務支援システムの改修における情報化の推進１２

― 千円 ― 千円 ― 千円 ― 千円
― 千円

― 千円 ― 千円 ― 千円 ― 千円
― 千円

学校教育部

校務支援システムの活用に向
けて、年度末に教職員向けの
「アンケート」を実施し、業務効
率や改善点などについて効果
測定を行っている。児童生徒の
転出入処理や成績処理をより
効率的に作業できるよう修正
等の課題があることから、シス
テムの更新を行うことでより現
場のニーズに合う運用になる
よう協議し、更新手続きを行っ
た。

校務支援システムを更新し、４
月１日から稼働させた。また、
校務支援システムの円滑な運
営のため、校内システム担当者
を中心に、新・転任者等にも研
修等で操作等の習熟に努めた。
また、校内情報セキュリティ担
当者に対し、個人情報の取り扱
い等について研修を実施する
とともに、各校で情報セキュリ
ティ研修を行うことで、セキュ
リティに対する教職員の理解を
深めた。

校内システム担当者向けの研修
を実施することで、操作の習熟
だけでなく、年度末の作業に向
けたフォローを一括で実施した。
また、企業のサポートを受ける
ことで、個別のフォローにも対
応を行った。

引き続き、校務支援システムの
活用により児童・生徒の出欠情
報や成績情報などを電子で一
元管理し通知表や指導要録等
に自動出力することで、教職員
の事務負担の軽減を図ること
ができた。また、次期校務支援
システムの更新にむけて情報収
集を行った。

令和2年度までに考え方をまとめ、

システムを改修

校務支援システムの改修に合わせて、通知表や指導要録等の様式の改修を行
い、教職員のさらなる事務負担の軽減を図る。

新システムの導入・運用

校務支援システムを令和３年度に更新。研修等による操作の習熟、セキュリティ
意識の向上を図るとともに、児童・生徒の出欠情報や成績情報等を電子で一元
管理し、通知表や指導要録等に自動出力することで、教職員の事務負担の軽減
に繋げた。教員へのアンケートでは「出席簿の学期ごとと年度末集計事務に要し
た合計時間」の平均時間は２時間以内/日となり、「校務支援システムが事務効
率化のシステムとして有用である」と回答した割合も97%以上で推移している。

達成
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基本方針１ 基本方針２ 基本方針３ 基本方針４ 基本方針５

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 備 考

取 組

目 標

目 標

効果額

取 組

実 績

実 績

効果額

累積効果額

No.

累積効果額

今後の方向性

✓取り組みの方向性(課題設定時点) ✓４年間の取り組み実績 (総括)

スマート自治体への転換をめざす ～職員力の向上とICTの積極的な活用～

留守家庭児童会室への情報端末の導入１３

― 千円

(― 千円)

▲5,524千円

(3,371千円)

▲3,565千円

(9千円)
▲3,565千円

(9千円)
▲12,654千円
(3,389千円)

― 千円

(― 千円)
▲3,565千円

(2,003千円)

▲3,496千円

(2,669千円)
▲3,320千円

(4,820千円)
▲10,381千円

(9,492千円)

学校教育部

LAN構築のための調査、庁内
と情報端末設置対象の児童会
室とのネットワーク構築及びIP
電話等の設置を行った。令和3
年1月より、情報端末等を設置
し、導入対象児童会室の職員に
対し、端末操作と人事給与シス
テムの研修を実施した。なお、
情報端末導入に係る経費は、国
の交付金を活用予定。

児童会室職員の出退勤や時間
外勤務申請等の書類について
情報端末により作成すること
で作業の効率化を図るととも
に、課との連絡調整や児童の情
報共有等の迅速化を図るため、
29の児童会室にパソコン・プリ
ンター・IP電話機・出退勤シス
テム等の情報端末を導入し、児
童会室職員の事務負担の軽減
を図り、人件費・時間外勤務費
の削減に取り組んだ。

令和３年度に導入した情報端
末をもとに、引き続き児童会室
職員の事務負担の軽減を図り、
人件費・時間外勤務費の削減
に取り組んだ。また、更なる事
務の効率化による時間外勤務
の削減を図るとともに、職員が
保育に専念する時間を確保す
るため、入退室管理システムの
令和５年度からの本格稼働に
向けたシステムの導入及び試
行実施を行った。

入退室管理システムを導入し、
マニュアル整備や操作方法等の
研修の実施など、職員の習熟度
の向上を図ったほか、これまで
手書きで作成されていた児童
会室関係書類等について、情報
端末での電子入力による作成
を推進した。また、オンライン申
請の導入を契機に、申請事務に
係る自動処理システムを開発・
運用し、合わせて課内事務の
DX化を図ることで、更なる事
務の効率化、人件費・時間外勤
務の削減に取り組んだ。

LAN構築、情報端末の配備、操作研修

等

現在、留守家庭児童会室には専用の情報端末が未設置であるが、当面市直営
による運営を継続する児童会室への情報端末の導入を推進する。
情報端末は既設の児童会専用室等に設置し、庁内ＬＡＮ、メール等を基本に制
限付でネット接続が可能な形で導入を進め、放課後子ども課及び児童会室職
員の事務負担の軽減を図るとともに、事務作業の軽減による人件費・時間外
勤務費の削減に取り組む。

※ 当課題の目標効果額・実績効果額については、人件費効果額を基本方針(２)№13「総人件費の削減」の効果額に含めて記載していることから、上段に必要経費等の額を記載しています。なお、下段の( )には、参考に人件費効果額を含めた効果額を記載しています。

情報端末の導入・運用

令和２年度に児童会室とのネットワーク構築及びIP電話や情報端末等を設置、
令和３～4年度、職員の出退勤や時間外勤務申請など、情報端末を活用した書
類作成を順次拡大した。令和5年度、入退室管理システムを本格導入し、入退室
管理や保護者との連絡にかかる事務を軽減することができた。また、オンライン
申請の自動処理システムの開発・運用及び課内事務のDX化を行うことで、保護
者や留守家庭児童会室への迅速な伝達を実現したほか、申請事務にかかる事
務量を大幅に削減することができた。

達成
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職員の働き方と職場を変える

～さらなるワークプレイス改革の推進～

基本方針

４

７３



基本方針１ 基本方針２ 基本方針３ 基本方針４ 基本方針５

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 備 考

取 組

目 標

目 標

効果額

取 組

実 績

実 績

効果額

累積効果額

No.

累積効果額

今後の方向性

✓取り組みの方向性(課題設定時点)

職員の働き方と職場を変える ～さらなるワークプレイス改革の推進～

✓４年間の取り組み実績(総括)

柔軟なオフィスレイアウトの検討1

― 千円 ― 千円 ― 千円 ― 千円
― 千円

― 千円 ― 千円 ― 千円 ― 千円
― 千円

総務部

既存書庫の整理を行うととも
に、ファイリングシステムについ
ては令和３年度から全庁的に
導入することとした。導入は、
対象部署をブロック分けし、令
和５年度にかけて順次行う予
定。また、試行実施によりそれ
までの執務室面積の約20％に
相当するスペースが創出され、
Web会議室等を設置した。

21課365人(ファイリングシス
テムの導入対象部署・職員数は
83課・約2,000人)に対して
ファイリングシステム導入説明
会を実施した。先行導入をした
部署を含め、これまで導入を完
了した部署の執務室面積の
24.3％(約587㎡)を削減し
た。不要物品の整理等を行い
創出した場所を機構改革に伴
うレイアウト変更の対応や打合
せスペース等に活用した。

ファイリングシステムの導入対
象111部署のうち28部署に対
してファイリングシステム導入
説明会を実施した。先行導入を
した部署を含め、これまで69
部署(62.2％)に対して説明会
を実施し、26部署(23.4％)
において導入を完了した。柔軟
なオフィスレイアウトの実施に
向け、公民連携プラットフォー
ムを活用し提案募集を行い、令
和5年2月にフリーアドレス用
什器を設置し、試行を開始した。

ファイリングシステムの導入対
象111部署のうち42部署に対
してファイリングシステム導入
説明会を実施し、全部署への説
明会を完了した。また、新たに
18部署でシステム導入を終え、
計44部署(39.6％)で導入完
了となった。公民連携プラット
フォームを活用したフリーアド
レス用什器の試行は、新たに１
課で同様の什器を導入し、引き
続き検証を行った。

・既存書庫及び庁内スペースの整理

・柔軟なオフィスレイアウトの検討

・ファイリングシステムのモデル実施の

検証及び本格導入に向けた検討

フリーアドレスやチームアドレスも含めた柔軟なオフィスレイアウトの検討のた
め、既存書庫の整理を含め、文書保管の必要性を精査することで、事務室内
のスペースの整理を図る。さらに、事務改善及び情報公開請求への適確な対
応等をめざすため、ファイリングシステム(保管スペースの縮減と情報共有に
優れた文書管理手法)を導入することで、文書の見える化により情報の共有
化、適正な文書管理を推進する。

・柔軟なオフィスレイアウトの実施
・ファイリングシステム本格導入

柔軟なオフィスレイアウトの段階的な実施

ファイリングシステムの導入に向けて、対象部署をブロック分けし、説明会を実
施するなど取り組みを進め、計44部署(39.6％)で導入を完了した。残る対象
部署についても、引き続き、導入を推進する。また、総務部内の2課（コンプライ
アンス推進課・総務管理課）において、公民連携プラットフォームを活用して机の
引き出しがないフリーアドレス用什器を設置し、あわせて職員の席を固定しない
グループアドレスを導入し、新しい働き方の検証を行った。

継承 ・再設定
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基本方針１ 基本方針２ 基本方針３ 基本方針４ 基本方針５

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 備 考

取 組

目 標

目 標

効果額

取 組

実 績

実 績

効果額

累積効果額

No.

累積効果額

今後の方向性

✓取り組みの方向性(課題設定時点)

職員の働き方と職場を変える ～さらなるワークプレイス改革の推進～

✓４年間の取り組み実績(総括)

テレビ会議・研修の実施2

― 千円 ― 千円 ― 千円 ― 千円
― 千円

― 千円 ― 千円 ― 千円 ― 千円
― 千円

総合政策部

総務部

10月１日より、本庁・教育委員
会事務局(輝きプラザきらら)・
上下水道局・ひらかた病院に
Web会議専用機を導入し、拠
点をまたぐ庁内会議などで利
用されている。今後、さらなる
利用の拡充を図っていく。また、
コロナ禍において、研修を動画
配信するため、研修ストリーミ
ングシステムを構築し、障害者
活躍推進計画のeラーニングな
どを配信した。

各理事者や総務担当課、出先機
関等に対してWeb会議端末を
設置し、テレビ会議開催のため
の環境整備を行った。今後は、
オンライン研修など、参加者へ
のプライバシーの配慮が必要な
ものに特化したシステムの利用
促進を行うなど、さらなる遠隔
コミュニケーションツールの活
用を図る。また、研修ストリーミ
ングシステムにより、評価者研
修や業務説明会など40件程度
の動画配信を行ったほか、メン
タルヘルス(ラインケア)研修で
は研修の様子を中継し、所属長
が自席で研修を受講した。

昨年度末に導入したWeb会議用

タブレット管理ツールの本格運用

を開始したことにより、一括して

アプリケーション等の制御やアッ

プデートが可能になり、効率的な

タブレット管理に繋げた。また、

研修ストリーミングシステムを活

用し、専門研修「未来を創るリー

ダーシップ」の様子をライブ配信

によるオンライン研修と対面研修

を同時実施した他、各課の専門

研修等20件程度の動画配信を

行った。今後も研修特性に応じて

オンライン研修・動画配信を行う

とともに、時代に即した仕組みを

活用しながら効果的な研修を

行っていく。

北部リーフにおいて、テレビ会
議を活用した本庁・保健セン
ター・保健所とのオンラインに
よる各種相談・申請手続きを実
施したほか、出産・子育て応援
給付金に係る手続きにおいて、
市職員と対象者の面談にWeb
会議を導入し、来庁しなくても
オンラインで面談できる環境を
整備した。また、「メンタルヘル
ス(ラインケア)研修」において、
ライブ配信によるオンライン研
修と対面研修を同時実施した
ほか、各課の専門研修等30件
程度を研修ストリーミングシス
テムで配信するなど、動画を活
用した取り組みも進めた。

テレビ会議・研修の本格実施

テレビ画面を通じて、遠隔地間での会議・研修を実施する環境を整備するこ
とで、会議場所への移動時間を削減し、業務時間の有効活用を図る。
また、映像共有による災害時の遠隔コミュニケーションの質的向上を図る。

災害対策本部訓練での活用等、適用範囲を拡大

本庁・教育委員会事務局(輝きプラザきらら)・上下水道局・ひらかた病院に
Web会議専用機を設置するとともに、各理事者や総務担当課等にWeb会議端
末を導入し、タブレット管理ツールによる効率的な管理を行った。令和５年度に
は、北部リーフにおける各種相談・申請手続きや出産・子育て応援給付金に係る
面談をオンラインで実施できる環境を整備し、更なる範囲拡大を図った。また、
研修ストリーミングシステムにより、評価者研修や業務説明会等の動画配信を
実施するなど、動画活用の取り組みも進めた。

継続取り組み
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基本方針１ 基本方針２ 基本方針３ 基本方針４ 基本方針５

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 備 考

取 組

目 標

目 標

効果額

取 組

実 績

実 績

効果額

累積効果額

No.

累積効果額

今後の方向性

✓取り組みの方向性(課題設定時点)

職員の働き方と職場を変える ～さらなるワークプレイス改革の推進～

✓４年間の取り組み実績(総括)

モバイルワーク利用の促進3

― 千円 ― 千円 ― 千円 ― 千円
― 千円

― 千円 ― 千円 ― 千円 ― 千円
― 千円

総合政策部

タブレット型パソコンを全課長

に配備し、庁内に設置した無線

アクセスポイントを利用するこ

とで、自席以外での利用が可能

となった。また、国からテレワー

クの積極的な導入が要請され

ていることを踏まえ、職員が在

宅でも勤務が可能となるよう、

端末及び通信回線の調達等の

環境整備を進めた。

モバイルワークの利用促進を図

るため、タブレット型パソコン

100台を追加で配備し、200

台に増設した。また、追加で配

備したタブレット型パソコンに

ついては、回線のデータ容量を

10GB/月に増量するなど、モ

バイルワーク環境の整備を図っ

た。

モバイルワークが庁内へ浸透し

てきことから、庁外での業務利

用などさらなる活用を図るため、

利用頻度・利用通信量・各設置

所属の希望を勘案して、配備台

数の見直しを行った。

庁内で場所に捉われない働き

方の促進、時間の有効活用を図

るため、庁内に設置した無線ア

クセスポイントを利用できるパ

ソコンを増設した。また、庁外で

の利用については、場所に捉わ

れず効率的な業務ができるよ

う各職場の実態に応じた利用

促進を図った。

モバイル端末の利用ルールの
策定

移動中や移動先でも業務が行える環境を整備し、場所に捉われないモバイル

ワークの利用促進、時間の有効活用を図る。業務繁忙が恒常化するなか、移

動中、移動先での空き時間を活用できる環境を整備し、業務時間の軽減を図

る。

タブレット型パソコンの増設、モバイルワーク回線の拡大

令和３年度までにモバイルワーク用タブレット型パソコンを200台まで増設し、

その一部で回線のデータ容量を増量するなどモバイルワーク環境の整備を進め

た。その後、各課の利用頻度・通信料等を勘案して、適宜、配備台数を見直を

行った。また、庁内の無線アクセスポイントを利用できる事務用パソコンも増設

し、場所に捉われない効率的な働き方の環境整備を進めた。

継承 ・再設定
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基本方針１ 基本方針２ 基本方針３ 基本方針４ 基本方針５

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 備 考

取 組

目 標

目 標

効果額

取 組

実 績

実 績

効果額

累積効果額

No.

累積効果額

今後の方向性

✓取り組みの方向性(課題設定時点)

職員の働き方と職場を変える ～さらなるワークプレイス改革の推進～

✓４年間の取り組み実績(総括)

柔軟な勤務形態の拡充4

― 千円 ― 千円 ― 千円 ― 千円
― 千円

― 千円 ― 千円 ― 千円 ― 千円
― 千円

総務部

障害のある職員への合理的配

慮の観点を踏まえ、身体障害者

手帳等を所持する職員の安定

的な勤務につなげるため、これ

らの職員が時差勤務制度を利

用できるよう、令和２年度から、

同制度の対象範囲を拡大した。

また、新型コロナウイルス感染

症の感染拡大防止対策として、

出勤者数の削減をめざし、柔軟

な勤務形態でもあるテレワーク

を活用した交代制勤務を実施

したほか、公共交通機関のラッ

シュ時を回避するための時差

勤務を令和２年２月より実施し

ている。

時差勤務制度については、子

育て・介護を行っている職員の

ほか、令和２年度より障害のあ

る職員も対象として制度を運

用している。また、新型コロナ

ウイルス感染症の感染防止対

策として実施している時差勤

務制度については、通勤時間

帯における人流をより分散さ

せる観点から、実施当初は公共

交通機関利用者に限っていた

ものを、職場における勤務時間

の重なりを緩和させる観点か

ら、令和３年５月より、通勤方法

にかかわらず利用できるよう

拡充した。

時差勤務制度については、子

育て・介護を行っている職員の

ほか、令和２年度より障害のあ

る職員も対象として制度を運

用している。また、コロナ禍の

対応として拡充した取り扱いに

ついては、令和４年度も継続し

て実施した。

コロナ禍の対応として拡充した

時差勤務制度については、職員

のワーク・ライフ・バランス推進

の観点から、令和５年５月８日

からの新型コロナウイルスの５

類感染症への位置づけ変更後

においても、縮小することなく

引き続き実施した。

時差勤務制度の対象範囲(理
由)の拡充

職員のライフスタイルや各職場の公務実態に合わせて、職員が働きやすくな

る勤務時間の設定を可能とする時差勤務制度について、より利用しやすい制

度とするため、対象範囲(理由)を拡充する。

より利用しやすい制度となるよう、引き続き、制度の改善を検討

平成31年度から実施している時差勤務制度は、当初は対象事由を子育て・介

護に限定していたが、令和２年度から、対象に障害のある職員を加え、また、新

型コロナウイルス感染症の感染拡大防止の観点から公共交通機関利用者を追

加し、さらにその後、通勤方法にかかわらず利用可能としており、段階的に対象

範囲（理由）を拡充することができた。

継承 ・再設定
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基本方針１ 基本方針２ 基本方針３ 基本方針４ 基本方針５

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 備 考

取 組

目 標

目 標

効果額

取 組

実 績

実 績

効果額

累積効果額

No.

累積効果額

今後の方向性

✓取り組みの方向性(課題設定時点)

職員の働き方と職場を変える ～さらなるワークプレイス改革の推進～

✓４年間の取り組み実績(総括)

教職員の多忙化解消5

― 千円 ― 千円 ― 千円 ― 千円
― 千円

― 千円 ― 千円 ― 千円 ― 千円
― 千円

学校教育部

教職員の時間外勤務時間に上
限を設け、長時間勤務者に医師
の面接指導を実施するなど、時
間外勤務の実態把握と対策を
進めている。
業務改善推進校10校において
外部講師による業務改善研修
を行った。
タブレット端末を配備し、オンラ
インでの校長会・教頭会開催の
ほか、学校現場で事務連絡等
の送信や欠席連絡の受付等に
活用し、事務軽減により児童生
徒と接する時間の増加につな
がった。

引き続き、業務改善推進校を
募集して取組みを継続した。業
務改善実践例などの情報を発
信して自発的に全校が取り組
めるよう共有し、推進校以外か
ら業務改善研修の依頼がある
など広がりを見せている。また、
管理職向けに、ストレスチェッ
ク集計結果の活用や職場環境
の改善などの具体性のある研
修を通じて意識醸成を図った。

業務改善推進校を募集して取
組みを継続し、労働安全衛生や
組織づくりを主軸とした働き方
改革に関する実践例等の情報
を、推進校管理職等を講師とし
てオンラインで発信する等、自
発的に全校が取り組めるよう
共有した。校内研修や中学校区
合同研修等で働き方改革を取
り扱う学校が増え、取組実践交
流による具体策の検討や外部
講師招聘による意識改革等、
主体的な取組が進んでいる。

「笑顔の学校プロジェクト」として、
21の参加校とともに、労働安全衛
生を主軸とした働き方改革の推進
を図りながら、参加校の取組を、交
流会やオンライン研修等で取り上
げ、市内全校に情報発信をするこ
とで、市全体の意識向上、取組推
進につなげた。また、文部科学省の
「公立学校教員のメンタルヘルス対
策に関する調査研究事業」の採択
を受け、専門家の助言も受けて本
市の課題を踏まえた取組方針を決
め、冊子制作をはじめとした啓発
活動の強化により、管理職の安全
配慮義務の意識や学校全体の健康
管理意識の醸成を図った。校内労
働安全衛生体制の強化やメンタル
ヘルスケアの正しい知識の重要性
を発信することで、ウェルビーイン
グを基盤とした働き方改革の取組
促進につなげている。

教職員の多忙化解消については、①教職員の時間外勤務の実態把握・分析
②教職員の意識改革 ③退勤時間や電話応対時間など枠組みの設定 ④業務
軽減に向けた校務支援システム改修やICT活用、様々な学校支援人材の活用
など環境整備 ⑤業務の精選や業務量の削減等に取り組み、教職員にとって
働きやすい職場づくりをめざす。また、教育委員会事務局業務については、業
務改善プロジェクトチームにおいて、業務改善に係る研究を進め、改善案の提
案につなげる。

教職員が子どもと向き合う時間の確保や、働きやすい職場づくりの推進

これまでは教育委員会が主体となって、規則制定、保護者への協力依頼発出、部活動ガ
イドライン策定、学校閉庁日設定等に加え、立候補制により選出した学校に伴走し、取組
推進等を行ってきたことで、時間外勤務時間の縮減、働き方の意識改革や組織改革の推
進等、一定の成果を得ている。一方、未だ時間外勤務時間が過労死ラインを超える教職
員が全体の約4.6%いること、精神疾患休職者の割合が減少しないこと等の課題があり、
更なるウェルビーイング向上のためには、総合教育会議での合意形成の下、全庁的な業
務のDX化推進・校務の効率化の促進・現在の学校が抱えている業務の精選等を進め、
教員が担うべき業務に専念できる仕組みをつくる必要がある。

継承 ・再設定
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民間活力の活用や協働を推進する

～市民・事業者など様々な主体との連携・協力の推進～

基本方針

5

７９



基本方針１ 基本方針２ 基本方針３ 基本方針４ 基本方針５

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 備 考

取 組

目 標

目 標

効果額

取 組

実 績

実 績

効果額

累積効果額

No.

累積効果額

今後の方向性

✓取り組みの方向性(課題設定時点)

民間活力の活用や協働を推進する ～市民・事業者など様々な主体との連携・協力の推進～

✓４年間の取り組み実績(総括)

広報ひらかた作成業務の見直し1

― 千円 ― 千円 ― 千円 ― 千円
― 千円

― 千円 ― 千円 ― 千円 ― 千円
― 千円

市長公室

多言語への対応としてアプリと
の連携や、編集作業効率化等
の提案を事業者から受ける、民
間提案型へと見直す予定とし
ていたが、事業者からの提案に
よる記事作成システムに費用
対効果の面で課題があるため
実施を見送り、庁内システムを
活用した改善を検討することと
した。また、多言語対応アプリ
との連携については、広報紙だ
けでなく災害情報の周知等広
く活用できることが分かったた
め、印刷業務に含めないことと
し、12月にアプリを導入した。

令和３年１月に導入した多言語
アプリを活用し、広報ひらかた
の10言語表示及び９言語によ
る読み上げ対応を行い、配布
日初日である発信日には市公
式LINEなどによりアプリの周
知に努めた。なお、広報ひらか
たの印刷については、現行仕様
による複数年度契約の場合の
参考見積を４社から取り寄せ、
複数年度契約の効果を検討し
たが、紙価格の高騰リスクなど
により単年度契約時と同額又
は高い価格設定となることが
判明したため、複数年度契約へ
変更しないことを決定した。

令和３年度の検討結果から、広
報ひらかたの印刷業務につい
ては、これまで通り単年度契約
による委託を実施している。今
後の広報ひらかた作成・発行の
あり方に関し、デジタル媒体の
活用について市民ニーズを踏
まえて検討を進めるため、市民
3,000人を対象に「枚方市の
情報発信に関するアンケート調
査」を実施した。結果としては、
90.8％が紙媒体を希望してい
ることから、デジタル媒体は、
まずは補助的または拡張的な
ものとして活用を広げ、浸透に
伴い、再度活用方法を検討す
る。

広報ひらかたの印刷について
は、令和３年度の検討結果から、
これまで通り単年度契約を継
続している。また、広報紙のデ
ジタル化については、広報ひら
かたの紙面において、お知らせ
等の詳細情報やウェブ申込が
できるまとめページや施設情
報などに誘導するQRコードを
掲載し、補助的・拡張的にデジ
タル活用を浸透させているた
め、デジタル媒体の利用状況を
踏まえながら、編集作業や発行
の効率化なども含め、今後のあ
り方を検討していく。

広報ひらかた作成全般にわたる提案

型の委託契約に変更

多言語への対応としてアプリとの連携を実施し、情報発信力の強化を図る。ま
た、これまでの単年度印刷単価契約から、複数年契約での委託に変更する。

現行の仕様による複数年度契約の効

果を検討

アプリの導入により10カ国の多言語対応を実現した一方、広報ひらかたの印刷
については、複数年契約では物価高騰リスクなどから経費が単年度契約と同等
または高額となることが判明したため、単年度単価契約を継続することとした。
なお、広報紙のデジタル化については、アプリなどデジタルで閲覧できる環境は
整えているが、令和4年度の市民アンケートの調査結果では90.8％が紙媒体を
希望していることから、まずは補助的または拡張的な使い方として活用を広げ、
利用状況も踏まえながら、今後のあり方について検討する。

実現困難
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基本方針１ 基本方針２ 基本方針３ 基本方針４ 基本方針５

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 備 考

取 組

目 標

目 標

効果額

取 組

実 績

実 績

効果額

累積効果額

No.

累積効果額

今後の方向性

✓取り組みの方向性(課題設定時点)

民間活力の活用や協働を推進する ～市民・事業者など様々な主体との連携・協力の推進～

✓４年間の取り組み実績(総括)

市民への発信力強化のための新たな取り組み2

― 千円 ― 千円 ― 千円 ― 千円
― 千円

― 千円 ― 千円 ― 千円 ― 千円
― 千円

市長公室

市公式ラインを開設し、主に新

型コロナウイルス感染症関連情

報を発信した。また、多言語対

応アプリ「カタログポケット」を

導入し、広報ひらかたの多言語

化を実現した。なお、SNS広告

については、令和４年度の市

ホームページ更新のタイミング

に合わせてターゲットを絞った

広告の配信を行うことや、市公

式ラインアカウントの改善に合

わせたPRの実施を検討した。

市公式LINEアカウントの登録

者が６月時点で３万5,000人

を超えたことから、幅広い利用

ニーズに応えるため、「子育て」

や「防犯」、「スポーツ」など利用

者が受け取りたい情報を分類

毎に選択できるようリニューア

ルを行った。また、令和４年度

から始まる新たなシティプロ

モーションサイトを子育て世代

を中心とするターゲットへ届け

るためにSNS広告媒体の活用

手法等について検討を進めた。

令和４年３月より運用開始した

シティプロモーションサイトの

効果的な情報発信として公民

連携によるインターネット広告

を活用した実証実験を実施。当

該検証ではアクセス数が通常

比90倍になるなど効果が表れ、

新たな情報発信手法として今

後の活用を検討する。また、全

庁的な情報発信力の強化を図

るため、全職員を対象とした情

報発信研修を行うとともに、情

報発信ガイドライン(マインド

編)を作成した。

各部署連携のもと、市が実施す
る関連事業をまとめた効果的・
効率的なプロモーションを展開
する「アピール企画」を実施。ま
た、子育て環境をテーマに「だ
から、枚方」のキャッチコピーを
掲げ、まちの魅力をホームペー
ジやSNS、ウェブ広告等で発信
した。また、職員の情報発信力
向上の取組として、ホームペー
ジ・広報担当者向けに研修を行
い、情報発信ガイドライン(マイ
ンド編)の浸透を図ったほか、
同ガイドライン(スキル編)を作
成し、マインド編と合わせて周
知徹底し、情報発信力向上に努
めた。

新たな手法の研究・検討

積極的に市のホームページやSNSにアクセスしない市民への情報発信を推進する

ため、ＳＮＳ広告や事業者によるコミュニティアプリなど、発展を続けるインター

ネット環境を活用した手法を取り入れ、さらなる発信力強化に努める。

新たな手法の導入

市ホームページだけでなく、シティプロモーションサイトやSNS発信、アプリの導
入など情報発信手段を充実してきた。中でも公式LINEの登録者は９万人を超
え、影響力の大きい情報発信ツールとなった。また、全庁的な情報発信力強化に
向けて令和３年度から情報発信施策推進委員会を立ち上げ、その中の取り組み
として全職員を対象にした「情報発信研修」や「情報発信ガイドライン」の作成、
全庁ヨコグシ連携した「アピール企画」など発信力強化の新たな取り組みを次々
と実施している。今後も状況に応じた効果的な情報発信に取り組んでいく。

継承 ・再設定
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基本方針１ 基本方針２ 基本方針３ 基本方針４ 基本方針５

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 備 考

取 組

目 標

目 標

効果額

取 組

実 績

実 績

効果額

累積効果額

No.

累積効果額

今後の方向性

✓取り組みの方向性(課題設定時点)

民間活力の活用や協働を推進する ～市民・事業者など様々な主体との連携・協力の推進～

✓４年間の取り組み実績(総括)

指定管理者制度のさらなる効果的運用に向けた取り組み3

― 千円 ― 千円 ― 千円 ― 千円
― 千円

― 千円 ― 千円 ― 千円 ― 千円
― 千円

総合政策部

大阪北部地震など災害が多発す

る現状を踏まえ、指定管理者制

度導入施設における災害時の市

と指定管理者の役割分担・費用

負担の明確化や、管理運営時の

モニタリングのあり方について検

討した。その結果を踏まえ、令和

3年3月末に「枚方市指定管理者

制度に関する基本指針」を改訂し

た。

令和３年３月に改訂した「枚方市

指定管理者制度に関する基本指

針」において、災害対応や感染症

対策に関する指定管理者の役割

等を追加で定めたことに伴い、

指定管理者との基本協定の変更

等の手続きを進めた。また、定期

モニタリングについては、同基本

指針で新たに定めた公表用様式

の内容を踏まえて実施するよう

施設所管課に周知した。

定期モニタリングについては、

「枚方市指定管理者制度に関す

る基本指針」に定める公表用様

式により引き続き実施している。

また、令和４年３月の公の施設の

指定管理者監査及び随時監査に

おいて適切なモニタリングによ

る評価が実施されるよう指摘が

あったことを踏まえ、新たに外部

評価を導入するとともに、モニタ

リングに関する規定の見直し等

を行い、令和５年３月に同基本指

針を改訂した。

令和５年３月に改訂した「枚方市

指定管理者制度に関する基本指

針」に基づき、新たに導入した外

部評価について、令和５年度が指

定管理期間の中間年度となる総

合福祉会館を対象に実施した。

また、施設所管部署に対し、中

間・年間の定期モニタリングの実

施を促すとともに、監査等で指摘

を受けた事項をまとめたチェック

リストを作成し周知した。さらに

指定管理者選定手続きとモニタ

リングをより適正に行うため、新

たに施設所管部署向けの説明会

を実施した。

「枚方市指定管理者制度に関する基本指針」に基づく制度運用を行っているが、よ
り一層の競争性の確保や、市民サービス向上をめざすため、インセンティブの付与
や自主事業の要件を緩和し、事業者の裁量の幅を広げるなどの取り組みの検討を
行う。また、あわせて、適正に指定管理者が管理運営を行えているか、モニタリン
グの指針を策定するなど、管理運営の評価のあり方を見直す。

見直し・改善の検討及び順次実施

管理運営の評価のあり方については、評価の適正を期すため外部評価を導入すると
ともに、モニタリング評価表の見直しや施設所管部署に対する説明会を実施するなど
の取り組みを行った。そのほか、災害の多発や新型コロナウイルス感染症拡大などの
状況を踏まえ、災害対応や感染症対策に関する指定管理者の役割等を定めた。また、
事業者の裁量の幅を広げる取り組みでは、選定手続きを行う際の仕様書等において
積極的に事業者の提案を促すような記載となるよう配慮を行った一方、具体的な取り
組みには至っていないため、引き続き課題の整理・検討を行う。

継続取り組み
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基本方針１ 基本方針２ 基本方針３ 基本方針４ 基本方針５

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 備 考

取 組

目 標

目 標

効果額

取 組

実 績

実 績

効果額

累積効果額

No.

累積効果額

今後の方向性

✓取り組みの方向性(課題設定時点)

民間活力の活用や協働を推進する ～市民・事業者など様々な主体との連携・協力の推進～

✓４年間の取り組み実績(総括)

窓口業務等の最適化に向けた取り組み4

― 千円 ― 千円 ― 千円 ― 千円
― 千円

― 千円 ― 千円 ― 千円 ― 千円
― 千円

市民生活部・総務部・健康福祉部

会計課・総合政策部

・窓口業務の最適化に当たり、

直営・委託・ICT導入のベスト

ミックスの検討を行うため、委

託により業務調査を行い、報告

書の提出を受けた。

・職員研修包括委託について、

令和元年度実施の包括委託(新

任者向け４研修)を分析した結

果、一定の効率化は図れたもの

の、費用縮減効果は見出せな

かった。引き続き、検証を進め

ていく。

・窓口業務の最適化に当たり、先進
事例の研究を行ったほか、市駅前
行政サービスの再編における窓口
機能との整合を図る観点から、新
たな窓口へ移管される機能や必要
人員等を踏まえて検討を進めるこ
ととした。
・研修包括委託のスケールメリッ
ト・1者契約に伴う影響等を検証し
たが、費用縮減効果が見出せず、
研修内容、講師選定等に一定の制
限を伴うなど研修固定化の課題が
あるため、現行方式を継続しなが
ら、引き続き取り組みを進める。
・社会保険業務・検診業務について
は、従来は正職員が担っていた業
務を整理・工夫し、現在、主に会計
年度任用職員が担うよう見直した
ことで、一括委託で実施する場合
よりも、費用縮減効果を得ている。

・窓口業務の最適化に当たり、

先進事例を研究した。

・国のマイナポータルを利用し

たオンラインによる引越し手続

きサービス(転出届の電子申請、

転入・転居手続きの窓口予約)

を開始した。

・DX推進プロジェクトチーム会

議において、③街区における

(仮称)市民窓口等の在り方に

ついてまとめた内容を今後の

市民窓口等における庁舎機能

の在り方に活かしていく。

駅前行政サービス再編の状況

等を踏まえ、窓口業務等の最適

化の取り組みと整合を図りな

がら、関係課との協議、住民異

動に関連する後続手続きの調

査を行い、引き続き「ワンストッ

プ」等の最適な窓口サービスの

導入について必要な検討を進

めている。

・費用対効果等を検証のうえ、職員研修
を包括して委託
・窓口業務等を対象に、委託の範囲の絞
込みや費用対効果などの検討を行った
うえで順次、取り組みを推進

窓口業務等の最適化に向け、他市事例やコスト、また、③街区における駅前行

政サービス再編の状況も踏まえながら、さらなる検証・取り組みを行う。あわ

せて、各支所等を含め、ICTを活用した窓口業務のあり方についても検討を

進める。

費用対効果等を検証のうえ、社会保
険業務・検診業務を一括で委託

窓口業務や職員研修業務等について、各状況を踏まえ、委託範囲や費用対効果
などの検討を行い、最適な手法による業務実施に向けた取り組みを推進

本庁と出先機関との連携など、ICTを活用した窓口業務のあり方を検討

令和元年５月に策定した「窓口業務等のアウトソーシングの考え方」に基づき、

外部委託による業務調査を行い、直営・委託・ICT導入のベストミックスの検討

を行った。しかしながら、市民窓口センター(ステーションヒル枚方内)でのICT

を活用した新たな窓口サービスの手法を踏まえたうえで「ワンストップ」等の最

適な窓口サービスについて検討を行う必要があることから、現時点での全庁的

な窓口業務等の委託化は見送ることとした。

実現困難
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基本方針１ 基本方針２ 基本方針３ 基本方針４ 基本方針５

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 備 考

取 組

目 標

目 標

効果額

取 組

実 績

実 績

効果額

累積効果額

No.

累積効果額

今後の方向性

✓取り組みの方向性(課題設定時点)

民間活力の活用や協働を推進する ～市民・事業者など様々な主体との連携・協力の推進～

✓４年間の取り組み実績(総括)

自治体の広域連携による取り組みの検討5

― 千円 ― 千円 ― 千円 ― 千円
― 千円

― 千円 ― 千円 ― 千円 ― 千円
― 千円

総合政策部

行政手続きのオンライン化を

テーマとするGovTech大阪の

検討会に参加し、府内市町村共

同調達で簡易型の汎用電子申

請システムを導入する検討を進

めた。また、大阪スマートシティ

パートナーズフォーラムに参画

し、スマートシティ化を推進・検

討した。

大阪スマートシティパートナー

ズフォーラムの取り組みにおい

て、中小企業の基幹システムの

導入支援やAIを用いた道路面

の日常点検業務の効率化に係

る検討を行った。また、大阪府

下で実施 した汎用電 子申 請

サービスの共同調達に選定委

員として参加し、本市としても

サービス導入を行った。

大阪スマートシティパートナー

ズフォーラムの取組において、

AIを用いて道路損傷を検出す

るサービスの実証実験や、「ひ

らかた万博共創プラットフォー

ム」において、オンラインコミュ

ニティアプリを試験的に導入し

た。また、大阪府下での電子契

約サービスの共同調達検討会

やシステム標準化の意見交換

に参加した。

大阪スマートシティパートナー

ズフォーラムが主催するイベン

ト等に参加するなど、デジタル

技術を活用したスマートサービ

スの情報収集及び意見交換を

行った。また、府内市町村共同

調達で電子契約サービスを導

入した。

自治体連携に係る研究・検討
GovTech大阪に参画
・課題、ニーズの抽出
・共同調達,共通仕様の検討

スマートシティの推進において、大阪府を中心とした府内連携による取り組み
の検討がなされており、大阪市町村スマートシティ推進連絡会議(GovTech
大阪)に本市も参画し、アプリなどの共同調達をめざすなど、事務の共同処理
等、国の動向も踏まえながら自治体連携について研究、検討を図る。また、企
業、大学、府内自治体等で構成する大阪スマートシティパートナーズフォーラ
ムに参画し、企業とのマッチングによるスマートシティの推進を図る。

※GovTech：政府(Government)とテクノロジー(Technology)を組み合わせた言葉。政府が最新技術を有する事業者などと連携し、積極的に新しい技術を取り入れ、公的サービスをテクノロジーの力でより良いものにする取り組み。

大阪スマートシティパートナーズフォーラ
ムへの参画によるスマートシティ化の推進
・課題、ニーズの抽出

・企業とのマッチング

研究、検討及び推進

推進

GovTech大阪の検討会に本市も参加し、行政手続きのオンライン化を進める
ため、府内市町村共同調達で簡易型の汎用電子申請システム導入の検討を進め
るとともに、大阪スマートシティパートナーズフォーラムに参画し、デジタル技術
を活用したスマートサービスの情報収集及び意見交換を行った。また、
GovTech大阪での共同調達に参加し、汎用電子申請サービスや電子契約サー
ビスを導入につなげた。

継 続 取 り 組 み
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基本方針１ 基本方針２ 基本方針３ 基本方針４ 基本方針５

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 備 考

取 組

目 標

目 標

効果額

取 組

実 績

実 績

効果額

累積効果額

No.

累積効果額

今後の方向性

✓取り組みの方向性(課題設定時点)

民間活力の活用や協働を推進する ～市民・事業者など様々な主体との連携・協力の推進～

✓４年間の取り組み実績(総括)

校区コミュニティ協議会等との連絡・情報発信のＩＣＴ化6

― 千円 ― 千円 ― 千円 ― 千円
― 千円

― 千円 ― 千円 ― 千円 ― 千円
― 千円

市長公室

校区コミュニティ協議会及び自

治会にアンケートを実施した。

この結果を踏まえ、手法の検討

を進めたところ、導入手法につ

いては、地域と共に考える形が

望ましいとの結論に至った。今

後、地域と協議を行い、導入に

向けた検討を進める。

枚方市コミュニティ連絡協議会

の令和３年度活動目標として

「地域における情報共有のICT

化に向けた検討」が掲げられ、

市と共に議論を行った。ICTに

よる情報共有の効果を検証す

るため、令和4年1月、2月に、

10校区でLINEを活用した情

報共有の試行実施を行った。

枚方市コミュニティ連絡協議会

では、令和４年度の活動目標と

して地域における情報共有の

ICT化の推進を掲げ、LINEを

活用した情報共有の取り組みを

進めている。

令和５年３月に実施した「地域

における情報共有のICT化に

係る実施状況アンケート」の結

果、地域においてICTの普及が

十分に進んでいない状況が確

認できた。この結果を踏まえ、

枚方市コミュニティ連絡協議会

では、校区内のICT化を普及す

る「ICT推進員」の設置を９月

の役員会で決定し、令和６年２

月に推進員育成のための研修

会を実施した。

簡易アプリ導入等の課題・必要性

等について検討

市から校区コミュニティ協議会や自治会への連絡・情報発信等(会議のお知ら

せや緊急情報の連絡等)について、役員の負担軽減及び必要な情報を速やか

に伝達することを目的として、アプリの活用等を検討する。あわせて、市民が

アプリ等を気軽に活用できるよう、ICTに関する知識を深める場の提供に努

める。

地域との協議及びその結果を踏

まえ、数校区で試行実施 試行実施の結果を踏まえ、希望する校区で実施

枚方市コミュニティ連絡協議会とともに検討・協議し、令和３年度に１０校区で

LINEを活用した情報共有を試行的に実施。この結果を踏まえ、令和４年度以降、

段階的に実施されている。また、地域におけるＩＣＴの普及状況を鑑みて、校区

内でＩＣＴ化を普及する「ＩＣＴ推進員」の設置を令和５年９月の役員会で決定し、

令和６年２月には推進員育成のための研修会を実施した。

継承 ・再設定
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基本方針１ 基本方針２ 基本方針３ 基本方針４ 基本方針５

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 備 考

取 組

目 標

目 標

効果額

取 組

実 績

実 績

効果額

累積効果額

No.

累積効果額

今後の方向性

✓取り組みの方向性(課題設定時点)

民間活力の活用や協働を推進する ～市民・事業者など様々な主体との連携・協力の推進～

✓４年間の取り組み実績(総括)

地域防災力向上をめざした訓練の見直し7

― 千円 ― 千円 ― 千円 ― 千円
― 千円

― 千円 ― 千円 ― 千円 ― 千円
― 千円

危機管理部

新型コロナウイルス感染症の影

響により、令和2年度の枚方市総

合防災訓練(指定避難所開設訓

練等を含む)は中止となったが、

これに代わる取り組みとして、新

型コロナウイルス感染症まん延下

での避難者受け入れについてマ

ニュアルを策定し、同マニュアル

に基づく避難所開設・運営訓練

を校区単位で実施した。

令和3年度の枚方市総合防災訓

練では、新型コロナウイルス感染

症の影響により指定避難所開設

訓練は２校区のみ実施となった。

これに代わり、昨年度に引き続

き、同感染症に対応した避難所

開設・運営訓練を校区単位で実

施した。このような現状を踏まえ、

今後、同感染症の動向を見極め

ながら総合防災訓練を実施して

いく必要があるため、令和４年度

以降の取組目標における実施校

区数を変更する。

令和4年度の枚方市総合防災訓

練では、「地震」をテーマとし、

VR等の先端技術を通じた防災

学習や、自主防災組織や市職員

を対象とした家具固定に関する

オンライン講演会を実施した。ま

た「広域避難」をテーマとした指

定避難所開設訓練を８校区で実

施。その他「感染症に対応した避

難所開設・運営訓練」や、AED、

消火、応急、起震車等の訓練を

週末ごとに各校区で行っており、

25校区で41回実施した。

令和5年度の枚方市総合防災訓

練では、VR等の先端技術や起震

車・煙道体験などを通じた防災

学習ブースの出展や、災害応援

協定先・災害ボランティアセン

ターとの連携による市内４カ所

の避難所開設を実施。また、2校

区合同の広域避難訓練や、23校

区で災害時用無線Wi-Fiの動作

確認を行った。その他にも、AED、

消火、応急、起震車等の訓練を週

末ごとに各校区で行っており、

24校区で35回実施した。

枚方市総合防災訓練で、8校区に
よる指定避難所開設及び市との
情報共有訓練を実施

地域防災力向上を図るため、校区コミュニティによる指定避難所開設運営訓

練(実働型訓練)の実施を促進する。

枚方市総合防災訓練で、8校区に
よる指定避難所開設及び市との
情報共有訓練を実施

枚方市総合防災訓練で、８校区に
よる指定避難所開設及び市との
情報共有訓練を実施

枚方市総合防災訓練で、12校区
による指定避難所開設及び市と
の情報共有訓練を実施

地域の防災力向上において大切な取組である実働型訓練は、新型コロナウイル
ス感染症の影響があったものの、令和２年以降、計１３３回（月２～３回ペース）で
実施している。また、令和元年度から開始した「枚方市総合防災訓練（ひこ防
‘z）」において、市内の避難所との連携や災害応援協定先との連携などテーマを
設けて実施するのと同時に、多く市民の方が防災を学べるイベントを実施。毎年
1,000人以上の市民が参加している。

継承 ・再設定

８６



基本方針１ 基本方針２ 基本方針３ 基本方針４ 基本方針５

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 備 考

取 組

目 標

目 標

効果額

取 組

実 績

実 績

効果額

累積効果額

No.

累積効果額

今後の方向性

✓取り組みの方向性(課題設定時点)

民間活力の活用や協働を推進する ～市民・事業者など様々な主体との連携・協力の推進～

✓４年間の取り組み実績(総括)

電子自治体の推進(オープンデータ化の拡充・活用)8

― 千円 ― 千円 ― 千円 ― 千円
― 千円

― 千円 ― 千円 ― 千円 ― 千円
― 千円

総合政策部

総務省主催のオープンデータ

研修に参加し、意義・必要性、道

府県の取り組み、課題等のディ

スカッション等を通して、本市

の取組内容における状況を確

認した。また、現在公開してい

るオープンデータの内容を精査

し、古い情報のものを削除した。

国では、行政が保有するデータ

の公開とその利活用促進を目

的として「推奨データセット」を

取りまとめており、本市におい

てもその内容に基づきオープ

ンデータの拡充に努め、令和３

年度は介護サービス事業所一

覧を公開した。

大阪府が主催する「オープン

デ ータ へ の 取 組 を 推 進 す る

ワークショップ」に参加し、行政

組織内部におけるデータ共有

や、外部組織でも行政データを

活用可能とするようにオープ

ンデータの拡充を進めている。

また、官民共創プロジェクトと

して、企画課所管の「事務概要」

のオープンデータ化に取り組ん

でいる。

令和４年度より取り組んでいる

「事務概要」「子育て施設一覧」

をオープンデータとして公開し

た。また、国が定めている「自治

体標準オープンデータセット」

のうち、オープンデータ化を

行っていないデータに関して、

引き続き公開に向けた検討を

行っている。

市民の利便性向上を図るため、公開する行政情報(オープンデータ)の種類の

拡充に取り組む。また、民間や大学等との連携により、ニーズの高いデータを

把握し、利用しやすいデータの公開方法を研究する。

オープンデータの種類の拡充

令和２年度に総務省主催のオープンデータ研修に参加し、本市の取組内容にお

ける状況を確認するとともに、公開済みのオープンデータの精査、古い情報の

削除を行った。令和３年度以降、国がまとめている「推奨データセット」に基づき

オープンデータの拡充に務め、「事業概要」「子育て施設一覧」など、新たに4件

を公開した。引き続き、国が定める「自治体標準オープンデータセット」のうち、

オープンデータ化を行っていないものに関して、公開に向けた検討を進める。

継続取り組み

 

８７



基本方針１ 基本方針２ 基本方針３ 基本方針４ 基本方針５

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 備 考

取 組

目 標

目 標

効果額

取 組

実 績

実 績

効果額

累積効果額

No.

累積効果額

今後の方向性

✓取り組みの方向性(課題設定時点)

民間活力の活用や協働を推進する ～市民・事業者など様々な主体との連携・協力の推進～

✓４年間の取り組み実績(総括)

指定管理者制度の拡大(楽寿荘)9

― 千円 ― 千円 ― 千円 ― 千円
― 千円

― 千円 ― 千円 ― 千円 ― 千円
― 千円

健康福祉部

総合政策部

楽寿荘の効率的・効果的な管理

運営に向け、事業者へのサウン

ディングを実施した結果、管理

運営経費の増加、施設利用方

法の変更等の課題を確認する

とともに、喫緊の課題である委

託内容の変更(人材派遣への切

り替え)を次年度から行うこと

とした。

前年度に把握した課題を踏ま

え、楽寿荘の管理運営について

は、委託を活用しながら直営で

行うことが最も効率的・効果的

と判断し、次年度以降も直営に

よる施設運営を継続すること

とした。

引き続き、市内２カ所の老人福

祉センターの位置づけや施設

特性から、直営による施設運営

を継続している。

令和５年度も、市内２カ所の老

人福祉センターの位置づけや

施設特性から、直営による施設

運営を継続している。

指定管理者制度導入に向けた検討

効率的・効果的な管理運営を行うため、サウンディングの実施や利用者サービ

スのさらなる向上の観点等から検証を行ったうえで、楽寿荘への指定管理者

制度導入を検討する。

指定管理者制度導入手続 直営による施設運営を継続

令和２年度に事業者へのサウンディングを実施し、管理運営経費の増加、施設利

用方法の変更等の課題を把握したうえで、楽寿荘については、委託を活用しな

がら直営で施設の管理運営を行うことが最も効率的・効果的と判断した。令和４

年度以降は直営による施設運営を継続している。

実現困難

 

８８



基本方針１ 基本方針２ 基本方針３ 基本方針４ 基本方針５

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 備 考

取 組

目 標

目 標

効果額

取 組

実 績

実 績

効果額

累積効果額

No.

累積効果額

今後の方向性

✓取り組みの方向性(課題設定時点)

民間活力の活用や協働を推進する ～市民・事業者など様々な主体との連携・協力の推進～

✓４年間の取り組み実績(総括)

指定管理者制度の拡大(東部公園)10

― 千円 ― 千円 ― 千円 ― 千円
― 千円

― 千円 ― 千円 ― 千円 ― 千円
― 千円

土木部

総合政策部

利用料金制の検討に際して、社

会実験等の試行の公募準備を

進めたものの、コロナ禍の影響

により、実施できなかった。な

お、スケールメリットの観点か

ら、王仁公園など他施設と合わ

せた制度導入も含めて検討を

進める必要があるため、基本方

針5№11「王仁公園へのPPP

／PFI手法の導入検討」のスケ

ジュールに合わせ、制度導入を

延期することとする。

東部公園の指定管理者制度に

ついて、昨年度に引き続き、ス

ケールメリットの観点から、王

仁公園など他施設と合わせた

制度導入も含めて可能性の検

討を行った。

王仁公園、香里ケ丘中央公園、

中の池公園、鏡伝池緑地に東

部公園を加えた５公園を一括

で管理運営する指定管理者の

選定及び指定の手続きを行っ

た。令和５年度から指定管理者

制度を導入予定である。

令和５年４月から指定管理者制

度を導入し、５公園を一括した

管理運営を開始した。

指定管理者制度導入手続

市民サービスの質の向上と効率的、効果的な管理運営に資することを目的に、

東部公園に指定管理者制度を導入する。

他公園とのスケールメリット等を検証し、指定管理者制度の導入検討及び手続きを行う

指定管理者制度を一部導入済みの王仁公園、香里ケ丘中央公園、中の池公園、

鏡伝池緑地に東部公園を加え、５公園を一括して管理運営する指定管理者の選

定手続きを行い、令和5年4月から同制度を導入した。導入後は、指定管理者に

おいて、ホームページやSNSを活用した公園の魅力やイベント情報の発信のほ

か、ドッグラン施設には日よけを設置するなど利用者サービスの向上に資する

取組が実施されている。

達成

 

８９



基本方針１ 基本方針２ 基本方針３ 基本方針４ 基本方針５

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 備 考

取 組

目 標

目 標

効果額

取 組

実 績

実 績

効果額

累積効果額

No.

累積効果額

今後の方向性

✓取り組みの方向性(課題設定時点)

民間活力の活用や協働を推進する ～市民・事業者など様々な主体との連携・協力の推進～

✓４年間の取り組み実績(総括)

王仁公園へのPPP／PFI手法の導入検討11

― 千円 ― 千円 ― 千円 ― 千円
― 千円

― 千円 ― 千円 ― 千円 812 千円
812 千円

土木部

市民アンケートや民間サウン

ディングによる市場性等の調

査確認を検討したが、コロナ禍

の影響による利用者動向の変

化等が不明なため、基本方針の

策定スケジュールを延期するこ

ととした。

市民アンケートのほか、他市公

園の指定管理者やスポーツ関

連事業者等に対するヒアリング

を再度実施し、「王仁公園再整

備と管理・運営の基本方針」を

策定した。なお、本方針におい

て、Park-PFIを導入する方針

とした。

令和４年３月に策定した「王仁

公園 再整備と管理・運営の基

本方針」に基づき、既存のバ

レーボールコートを新たな施設

に改変し、最長２０年間管理運

営するPark-PFI事業者の募

集を行った。申請者からは、

フットサルコートへと改変する

提案があがり、当申請者を事業

予定者として選定した。

令和４年度に選定したPark-

PFI事業者の公募設置等計画

を令和５年10月に認定し、同年

12月にフットサルコートの整備

に着手した。

・検討調査委託の実施

・王仁公園のあり方に関する基本
方針の決定・運用

施設の老朽化が進む王仁公園について、プール機能を含むあり方の検討を行

うとともに、市民へのより良いサ－ビスの提供と維持管理の効率化など、公

園施設全体を包括的かつ経営的にマネジメントする視点に立ち、ＰＰＰ/ＰＦＩ手

法(Park－PFIを含む。)の導入を検討する。

・検討調査委託の実施

・王仁公園のあり方に関する基本
方針の決定・運用

令和3年度末に「王仁公園 再整備と管理・運営の基本方針」を策定し、 Park-
PFIを導入する方針とした。同方針に基づき取り組みを進め、令和５年度に既存
のバレーボールコートから新たな運動施設（フットサルコート）への整備に着手し
た。今後は施設の整備運営に加え、指定管理者や地域と連携したＰark-ＰＦＩ事
業者による様々なイベントの実施が提案されており、今後20年間の本運営期間
を通して、王仁公園の魅力向上につながる新たな利用者の開拓、地域の活性化
のきっかけになる展開が期待されている。

達成

 

※事業は未実施(令和６年8月末時点)

９０



基本方針１ 基本方針２ 基本方針３ 基本方針４ 基本方針５

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 備 考

取 組

目 標

目 標

効果額

取 組

実 績

実 績

効果額

累積効果額

No.

累積効果額

今後の方向性

✓取り組みの方向性(課題設定時点)

民間活力の活用や協働を推進する ～市民・事業者など様々な主体との連携・協力の推進～

✓４年間の取り組み実績(総括)

公立保育所の民営化12

― 千円

(― 千円)

― 千円

(― 千円)

▲123,964千円

(196,680千円)
▲352,117千円

(201,958千円)
▲476,081千円
(398,638千円)

― 千円

(― 千円)
― 千円

(― 千円)

▲115,401千円

(162,128千円)
▲410,558千円

(163,074千円)
▲525,959千円

(325,202千円)

子ども未来部

・渚保育所は4月から引継ぎを
開始した。また、統合後の新園
舎用地の購入・法人への無償貸
与を行った。
・各保育所の個別課題や地域バ
ランス等を踏まえ、阪・桜丘北
保育所を令和5年4月に民営化
することとし、同保育所の保護
者及び各校区コミュニティ協議
会の代表に説明を行った。

・４月から渚保育所を民営化し
た。渚西保育所は令和４年４月
の民営化に向け、10月から引
継ぎの共同保育を開始した。ま
た、新園舎の整備を12月に完
了した。
・阪・桜丘北保育所の運営法人
を公募し、阪保育所は令和４年
３月に運営法人の選定を行っ
た。桜丘北保育所は１法人の応
募があったが、応募辞退となっ
た。

・４月に渚西保育所を民営化す
ると同時に、渚保育所・渚西保
育所を統合し、新園舎で保育を
開始した。また、借用中の渚保
育所用地を3月に返還した。
・阪保育所は、令和５年４月の
民営化に向け、10月から引継
ぎの共同保育を開始した。また、
仮設園舎の整備を3月に完了
した。
・桜丘北保育所の運営法人の
公募・選定を行い、法人を決定
した。

・４月に阪保育所を民営化し、
令和６年２月から新園舎での保
育を開始した。
・桜丘北保育所は、令和６年４
月の民営化に向け、10月から
引継ぎの共同保育を開始した。
３月から仮設園舎の整備に着
手した。

【渚・渚西保育所】

運営法人による引継ぎ、新園舎用地の購入

・民営化園(２園)の検討・決定

・保護者・地域等への説明

「就学前の教育・保育施設に係るひらかたプラン」の取り組み(渚・渚西保育所
の統合民営化)を円滑に推進するとともに、従来の手法に捉われない柔軟な
発想により、年１カ所程度を目標に民営化を進める。

※当課題の目標効果額・実績効果額については、人件費効果額を基本方針(２)№13「総人件費の削減」の効果額に含めて記載していることから、上段に必要経費等の額を記載しています。なお、下段の( )には、参考に人件費効果額を含めた効果額を記載しています。

【渚・渚西保育所】

渚保育所民営化開始、新園舎建設

【阪・桜丘北保育所】

運営法人の公募・選定

【渚・渚西保育所】
渚西保育所民営化開始、新園舎での保育
開始
【阪保育所】 運営法人への引継ぎ
【桜丘北保育所】 運営法人の公募・選定

【渚・渚西保育所】 渚保育所用地返還
【阪保育所】 民営化開始、園舎建替工事
完了
【桜丘北保育所】 運営法人への引継ぎ

多様化する子育て家庭のニーズに対応するため、国・府より財源確保のうえ、
決定した運営法人とともに保護者説明会、引継ぎ、共同保育を実施し、取り組
みを進めてきた。令和３年４月に渚保育所を民営化し、令和４年４月には渚西
保育所の民営化に合わせ両施設を統合。施設規模の拡充により20人の定員
増を図った。また、「就学前の教育・保育施設に係るひらかたプラン」に基づき、
令和５年４月に阪保育所を民営化し、令和６年２月から新園舎での保育を開始。
同年４月には桜丘北保育所を民営化し、園舎整備に取り組んでいる。

継続取り組み

９１



基本方針１ 基本方針２ 基本方針３ 基本方針４ 基本方針５

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 備 考

取 組

目 標

目 標

効果額

取 組

実 績

実 績

効果額

累積効果額

No.

累積効果額

今後の方向性

✓取り組みの方向性(課題設定時点)

民間活力の活用や協働を推進する ～市民・事業者など様々な主体との連携・協力の推進～

✓４年間の取り組み実績(総括)

ごみ収集業務体制の見直し13

▲14,451千円

(57,125千円)

▲327,034千円

(▲187,552千円)

▲416,030千円

(▲144,815千円)
▲500,801千円

(▲82,355千円)
▲1,258,316千円
(▲357,597千円)

▲200,527千円

(▲121,714千円)

【39,458千円】

▲327,021千円

(▲167,343千円)

【37,722千円】

▲416,282千円

(▲82,218千円) 

【36,481千円】

▲500,852千円

(▲83,698千円)

【34,940千円】

▲1,444,682千円

(▲454,973千円)

【148,601千円】

環境部

直営のごみ収集車両6台を委
託化した(一般ごみ10台・プラ
２台委託化、びん缶６台直営
化)。また、令和3年度から大型
ごみ持出しサポート収集制度の
要件緩和を行い、多くの市民が
利用できるよう準備を進めた。

直営の一般ごみ収集車両6台
を委託化した。また、委託化し
た収集車両の乗務員を３人か
ら２人へ変更した。

直営の一般ごみ収集車両６台
を委託化した。また、委託化し
た収集車両の乗務員を３人か
ら２人へ変更した。

直営の一般ごみ収集車両5台
を委託化した。また、委託化し
た収集車両の乗務員を３人か
ら２人へ変更した。

直営車両６台を委託

平成31年1月に策定した「ごみ収集業務体制見直し実施計画」に基づき、段階
的にごみ収集業務の委託化を進める。
効率的･効果的なごみ収集業務体制の構築に向けた具体的な取り組みとして、
一般ごみ及びペットボトル・プラスチック製容器包装収集業務の全委託化に取
り組む。また、一般ごみ収集業務については、委託化により段階的に2人乗務
体制へ変更していく。

※当課題の目標効果額・実績効果額については、人件費効果額を基本方針(２)№13「総人件費の削減」の効果額に含めて記載していることから、上段に必要経費等の額を記載しています。

なお、参考に、（ ）には人件費効果額を含めた効果額を、【 】には各年度として直営から委託化した場合の効果額を記載しています。

直営車両６台を委託

(令和２・３年度累計12台)

直営車両６台を委託

(令和2～４年度累計18台)

直営車両５台を委託

(令和２～５年度累計23台)

「ごみ収集業務体制見直し実施計画」に基づき、段階的なごみ収集業務の委託
化を進め、一般ごみ27台・プラ2台の委託化を行うとともに、一般ごみ収集業
務において、委託化した収集車両の乗務員を３人から２人に変更した。また、び
ん缶６台は直営化を行った。

継続取り組み

一般ごみ収集業務の段階的な２人乗務化
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基本方針１ 基本方針２ 基本方針３ 基本方針４ 基本方針５

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 備 考

取 組

目 標

目 標

効果額

取 組

実 績

実 績

効果額

累積効果額

No.

累積効果額

今後の方向性

✓取り組みの方向性(課題設定時点)

民間活力の活用や協働を推進する ～市民・事業者など様々な主体との連携・協力の推進～

✓４年間の取り組み実績(総括)

公立学校の管理運営の包括的委託の推進14

― 千円 ― 千円 ― 千円 ― 千円
― 千円

― 千円 ― 千円 ― 千円 ― 千円
― 千円

総合教育部

包括委託モデル事業の実施・検

証に向け、諸事業の委託におけ

る効果的な組み合わせを検討

した。また、学校教育部におい

て、本包括的委託の一環である

留守家庭児童会室と放課後子

ども教室を一体的に捉えた、令

和３年度からの放課後キッズク

ラブの実施(委託等)に向け、取

り組みを進めた。

引き続き、包括委託モデル事業

の実施・検証に向け、諸事業の

委託における効果的な組み合

わせを検討し、費用対効果など

の課題を抽出した。また、学校

教育部において、本包括的委

託の一環である留守家庭児童

会室と放課後子ども教室を一

体的に捉えた、放課後キッズク

ラブを先行実施(委託)した。

引き続き、包括委託モデル事

業の実施・検証に向け、諸事業

の委託における効果的な組み

合わせを検討し、費用対効果な

どの課題を抽出した。また、学

校教育部において、本包括的

委託の一環である留守家庭児

童会室と放課後子ども教室を

一体的に捉えた、放課後キッズ

クラブを引き続き先行実施(委

託)したとともに、令和5年度

からの本格実施に向け、事業者

選定審査会にて、委託契約予

定事業者を選定した。

新たに市立全小学校で放課後

オープンスクエアを実施し、「総

合型放課後事業」として、民間

活力を活用しながら留守家庭

児童会室と一体的な取り組み

を進めた。また、他の事業につ

いては、引き続き、包括委託モ

デル事業の実施・検証に向け、

諸事業の委託における効果的

な組み合わせを思案したが、各

課での検討により生じた新た

な課題もあり、実施には至らな

かった。

包括委託事業実施計画策定

学校運営にかかる業務や学校にて実施する諸事業(学校校務員業務、学校施設管理業
務、安全監視事業、学校施設開放事業、学校給食単独調理場運営業務、留守家庭児童
会室運営事業、放課後子ども教室、放課後自習教室事業など)は、教育委員会各課が
担当しており、事業ごとの連携や調整等の事務は学校にとって大きな負担となってい
る。また、人材確保など各課における事業課題も多様で、これらの事業を包括的に民
間委託することで、課題解消を図るものである。令和2年３月に、基本的な取り組み内
容を示し、実施計画を策定する。

包括委託モデル事業の実施・検証
包括委託事業開始

包括的委託の一環として留守家庭児童会室と放課後子ども教室を一体的に捉
えた「放課後キッズクラブ」を先行実施し、令和５年度からは「総合型放課後事
業」として市立全小学校で放課後オープンスクエアと留守家庭児童会室の一体
的な運用を行っている。一方、その他事業については、4年間を通じて、実施・検
証に向けた検討を重ねたが、費用対効果の面での課題が残り、実施には至らな
かった。

実現困難
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基本方針１ 基本方針２ 基本方針３ 基本方針４ 基本方針５

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 備 考

取 組

目 標

目 標

効果額

取 組

実 績

実 績

効果額

累積効果額

No.

累積効果額

今後の方向性

✓取り組みの方向性(課題設定時点)

民間活力の活用や協働を推進する ～市民・事業者など様々な主体との連携・協力の推進～

✓４年間の取り組み実績(総括)

文化財の啓発普及に向けたクラウドファンディングの導入15

― 千円 ― 千円 ― 千円 ― 千円
― 千円

― 千円 ― 千円 ― 千円 ― 千円
― 千円

観光にぎわい部

特別史跡百済寺跡や楠葉台場

跡の活用事業として、当時の遺

構をAR等で再現する方向で検

討を進めることとし、費用対効

果や現場の設備(安全面を含

む)、ランニングコスト等を検討

した。なお、特別史跡百済寺跡

の活用事業は、産官学連携の

取り組みであるHirathon(ひ

らかたアイデアソン・ハッカソン

プロジェクト)の活用も含めて

検討を進めることとした。

特別史跡百済寺跡の創建当時

の姿がイメージできるAR(拡

張現実)について、Hirathon

の取り組みの中で「百済寺跡

AR」の体験会を実施するなど、

産官学連携によるICTを活用

した文化財の啓発に一定の成

果が得られた。今後も連携し、

技術開発を進めることで、クラ

ウドファンディングを利用せず

とも、経費節減して事業を進め

られる見通しとなったため、本

課題の取り組みの方向性等を

変更することとした。

特別史跡百済寺跡の創建当

時 の 姿 が イ メ ー ジ で き る

AR( 拡 張 現 実 ) に つ い て 、

Hirathon( ソ ー シ ャ ル イ ノ

ベーションチャレンジ)の取り

組みとして大阪工業大学が

開発した「百済寺跡AR」の体

験会を百済寺跡で実施し、文

化財の啓発ツールとして一定

の成果が得られた。今後も連

携し、技術開発を進めること

で、クラウドファンディングを

利用せずとも、経費節減して

事業を進められる見通しと

なっている。

特別史跡百済跡寺の啓発ツー

ルとして大阪工業大学が開発し

たAR映像について、引き続き

Hirathon(ソーシャルイノベー

ションチャレンジ)の取り組みと

して、同大学と奈良文化財研究

所の協力により、さらに画像精

度を向上させるとともに映像

内に歩く人物を登場させるな

どブラッシュアップを実現した。

また、8月の枚方まつりでの百

済寺跡啓発ブースには約300

人、11月の百済寺跡築地塀瓦

葺工事見学会でのAR映像体験

には77人が参加した。

活用事業に関する事業計画の検討及び策定

市民共有の財産である文化財の啓発普及の観点から、その魅力を分かりやす
く広域的に情報発信するための新たな技術やアイデアを活用した事業(以下
「活用事業」という。)の資金源として、クラウドファンディングを活用する。具
体的には、特別史跡百済寺跡、楠葉台場跡での活用事業及びクラウドファン
ディングの進め方等を検討し、令和5年の事業実施をめざす。

活用事業の設計

クラウドファンディング目標額の設定・活
用事業のＰＲ

「百済寺跡AR」の取り組みを踏まえ、楠葉台場跡等の
文化財の普及啓発に向けた更なる産官学連携を推進

市内にある文化財の普及啓発の観点から、その魅力を分かりやすく情報発信す
るための新たな技術やアイデアを活用した事業を行うため、その資金集めとし
てクラウドファンディングの導入を検討していたが、Hirathonの取り組みによ
り、経費を節減のうえ、大阪工業大学の協力を得て特別史跡百済寺跡の創建当
時を再現したＡＲ映像を開発し、専用アプリによる体験会を開催するなどの取り
組みを進めた。

達成
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基本方針１ 基本方針２ 基本方針３ 基本方針４ 基本方針５

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 備 考

取 組

目 標

目 標

効果額

取 組

実 績

実 績

効果額

累積効果額

No.

累積効果額

今後の方向性

✓取り組みの方向性(課題設定時点)

民間活力の活用や協働を推進する ～市民・事業者など様々な主体との連携・協力の推進～

✓４年間の取り組み実績(総括)

留守家庭児童会室と放課後子ども教室の総合的かつ効果的・効率的な運営16

― 千円 ― 千円 ― 千円 ― 千円
― 千円

― 千円 ― 千円 ― 千円 ― 千円
― 千円

学校教育部

令和３年４月からの放課後キッ
ズクラブ先行導入に向け、事業
者選定審査会を設置・開催し、
12月に委託予定事業者を決定
した。令和3年2月に委託契約
を締結し、引継ぎ保育を実施し
た。先行導入対象4校の保護者
を対象に説明会を行った。コロ
ナ禍を受け、令和３年１月に予
定していた放課後子ども教室
の登録説明会を中止し、これに
代えて、全校児童に配付してい
るiPadによる動画配信とした。

令和３年４月から「放課後子ど
も教室」を土曜日及び三季休業
期に直営2校と委託２校の計４
カ所の小学校で実施し、「留守
家庭児童会室」と「放課後子ど
も教室」を一体的に運営する総
合型放課後事業の先行実施を
開始した。

留守家庭児童会室と放課後
オープンスクエアを一体的に運
営する総合型放課後事業を全
校(直営22校、委託22校)で
実施するにあたり、委託事業者
の選定・契約手続きを行い、直
営校ではフルタイムの常勤職員
や短時間勤務の支援員等を配
置し、責任と役割を明確にした
運営体制を整えた。また、児童
の安全対策や保護者の利便性
の向上、職員の業務改善を図
るため、入室申し込み等でのオ
ンライン申請や児童の入退室
管理システムの導入に向けた
準備を進めた。

留守家庭児童会室と放課後オー
プンスクエアを一体的に運営する
総合型放課後事業を全校(直営
22校、委託22校)に導入。委託・
直営に関わらず、統一的な基準に
沿った運営が行えるよう、マニュ
アル作成や職員研修・会議、保育
士等の巡回指導を実施し、より効
果的な運営に努めた。また、児童
の安全対策や保護者の利便性の
向上、職員の業務改善を図るた
め、入室申し込み等でのオンライ
ン申請や児童の入退室管理シス
テムの導入を行うとともに、オン
ライン申請の自動処理システムを
開発・運用し、それに合わせた課
内事務のDX化に取り組み、より
効率的な運営を行うことができ
た。

児童の自主性・社会性等の育成、学力向上など安全安心な空間で仲間と過ご
す時間をすべての児童に用意し、より豊かな放課後を実現するとともに効果
的・効率的な運営を図るため、「児童の放課後を豊かにする基本計画」に基づ
き、この間、個別に実施してきた「留守家庭児童会室」「放課後子ども教室」な
どの放課後事業の運営について、「総合型放課後事業」として、民間活力を活
用しながら総合的かつ効果的・効率的な運営に取り組む。

留守家庭児童会室と放課後子ども教室の一体的な運営を核として、本市で実施する放課後４事業が緊密に連携・協働
しながら総合型放課後事業(放課後キッズクラブ)に取り組むことで、全ての児童の放課後環境の充実を図る。

令和3～４年度、留守家庭児童会室と放課後オープンスクエアを一体的に運営
する「総合型放課後事業」を直営2校・委託2校の小学校で先行実施し、事業検
証や成果を踏まえて、令和５年度より全校(直営22校・委託22校)で導入。留守
家庭児童会室の待機児童数は前年度の１３８人から、令和５年度４月時点で６人
まで減少し、６月末には解消に至った。また、児童の安全対策や保護者の利便性
の向上、職員の業務改善を図るため、DX化を推進し、より効果的・効率的な運
営を行った。

達成
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基本方針１ 基本方針２ 基本方針３ 基本方針４ 基本方針５

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 備 考

取 組

目 標

目 標

効果額

取 組

実 績

実 績

効果額

累積効果額

No.

累積効果額

今後の方向性

✓取り組みの方向性(課題設定時点)

民間活力の活用や協働を推進する ～市民・事業者など様々な主体との連携・協力の推進～

✓４年間の取り組み実績(総括)

成果連動型民間委託契約方式(PFS)の活用検討17

― 千円 ― 千円 ― 千円
― 千円

― 千円 ― 千円 ― 千円
― 千円

総合政策部

健康福祉部

介護予防活動の実施者の拡大

を目的に、誰もが容易にチャレ

ンジできる運動系以外の活動

を実践するグループの活動支

援体制の構築に関して、国(内

閣府)の「地方公共団体による

成果連動型民間委託契約方式

(PFS)に係る事業案件形成支

援事業」に選定され、令和4年

度からの事業実施に向けて事

業スキーム構築等を進めてい

る。

介護予防活動の実施者の拡大

を目的に、誰もが容易にチャレ

ンジできる運動系以外の活動

を実践するグループの活動支

援体制の構築を行う介護予防

事業を運営する事業者を決定

し、９月から「きっかけづくりの

ための介護予防イベント」や「気

づきと学びをバネにチャレンジ

する学びのプログラム」等を開

催している。

PFSを活用した介護予防事業

として、「きっかけづくりのため

の介護予防イベント」や「気づき

と学びをバネにチャレンジする

学びのプログラム」等を開催し

たほか、活動の継続を目的とし

て、活躍の場を支援する取り組

みを行っている。生活保護受給

者等就労支援事業と生活困窮

者等就労準備支援事業の２事

業において、令和6年度のPFS

実施に向け、令和５年9月に事

業者選定審査会の答申を受け、

委託事業者を決定し、令和６年

１月に契約締結した。

行政課題に対する民間事業者のノウハウ等の積極的な活用による市民サービ
スの向上に加え、EBPMの推進、費用対効果のさらなる向上を図るため、健
康づくりなどの分野において、成果連動型民間委託契約方式(PFS)の活用を
検討する。

PFSの活用が可能な事業の検討

及び活用に向けた取り組み 順次、PFSを活用した取り組みを推進

令和３年度、介護予防事業に関して、内閣府の事業案件形成支援を受け、事業
内容を精査・確定するとともに、附属機関への諮問・答申を経て事業者を決定し、
イベントなどの事業を実施している（契約期間：令和４年６月20日から令和６年
３月31日まで）。また新たに、生活保護受給者等就労支援事業と生活困窮者等
就労準備支援事業の２事業も令和６年度から３か年の事業実施に向け取り組ん
だ。

継承 ・再設定
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基本方針１ 基本方針２ 基本方針３ 基本方針４ 基本方針５

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 備 考

取 組

目 標

目 標

効果額

取 組

実 績

実 績

効果額

累積効果額

No.

累積効果額

今後の方向性

✓取り組みの方向性(課題設定時点)

民間活力の活用や協働を推進する ～市民・事業者など様々な主体との連携・協力の推進～

✓４年間の取り組み実績(総括)

学校プールの民間施設の活用18

※千円 ※千円 ※千円
千円

― 千円 ― 千円 ― 千円
― 千円

総合教育部

学校教育部

山田小学校でのモデル実施は新
型コロナウイルス感染症の影響
により中止したが、令和４年度を
実証期間として、順次本事業の
対象校を拡大することや、拡大
に当たり勘案する事項等を12月
に「基本的な考え方」としてとり
まとめた。これに伴い、令和４年
度は、民間施設や専門スタッフを
活用した取組みを複数の小学校
で実施し、その効果検証を踏ま
え、今後の推進計画を作成する
ことを取組目標とした。なお、本
事業の推進に当たり、より具体
的に学校・民間事業者との調整
や他市の先行事例の調査等を行
うため、11月にプロジェクトチー
ムを設置した。

令和4年5月24日に初回の授業
を行った殿山第二小学校を皮切
りに、小学校6校(山田、殿二、田
口山、樟葉西、蹉跎、氷室)の水
泳授業について、民間活力を活
用する事業を実施した。事業の
実施にあたっては、学校規模、実
施手法(民間施設利用又はスタッ
フ派遣)、施設への移動方法(徒
歩又はバス)、授業の時期(1学期
又は2学期)について異なるケー
スを組み合せ、それぞれの課題
と効果を検証した。今後、民間施
設の受入許容人数等を見極めた
上で、 推進計画の作成に取り組
む。

令和４年度の実施校６校(山田、
殿二、田口山、樟葉西、蹉跎、氷
室)に加え、新たに5校(殿一、枚
二、樟葉南、樟葉北、開成)で民間
活力を活用する事業を実施。事
業者のニーズや新規参入可能性
も踏まえて対象校を選定すると
ともに、一施設が複数校を受け
入れるケースや、授業期間が冬
期にわたるケースを新たに組み
合せ、それぞれの課題と効果を
検証した。今後、民間施設におけ
る新たな受け入れ枠の確保や、
セーフティネットの視点なども整
理し、民間活力活用の拡大に向
けた推進計画の作成に取り組む。

民間施設を活用した水泳授業を実施し、専門スタッフの活用等の効果も検証
しながら、児童の泳力向上とプールの維持管理や改修・改築費用の縮減を図
る。

民間施設を活用した水泳授業のモデ

ル実施(山田小学校)及び効果・課題

の検証

民間施設への移動手段等が異なるケース
や、専門スタッフの派遣を受けるケースを
含め、複数の小学校で民間活用を実施し、
その効果検証を踏まえ、今後の推進計画
を作成

すべての小学校での民間活力の活用に向
けて、新たに５校程度を加え、民間活用を
進めるとともに、民間施設の受入許容人
数等を見極めた上で、推進計画の作成に
取り組む

令和３年度に示した「基本的な考え方」をもって本事業を進めてきたが、物価高
騰などによる社会状況の変化や事業実施の中で明らかになった課題を整理し
て、今後の方向性を示す推進計画を令和６年度に作成することとなった。事業
目的である児童の泳力向上、水泳授業に関連する業務の改善、学校プールの維
持管理経費の軽減については、既に事業を実施している学校においてその効果
が認められるので、初期の目標は達成することができた。

継承 ・再設定

※全小学校で実施の場
合、プールのライフサイ
クルコストとの比較で、
年 間 １ 校 あ た り 平 均
1,900 千 円 程 度 の 効
果額を見込む。
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基本方針１ 基本方針２ 基本方針３ 基本方針４ 基本方針５

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 備 考

取 組

目 標

目 標

効果額

取 組

実 績

実 績

効果額

累積効果額

No.

累積効果額

今後の方向性

✓取り組みの方向性(課題設定時点)

民間活力の活用や協働を推進する ～市民・事業者など様々な主体との連携・協力の推進～

✓４年間の取り組み実績(総括)

公民連携による上下水道管路の更新・耐震化19

― 千円 ― 千円 ― 千円
― 千円

― 千円 ― 千円 ― 千円
― 千円

上下水道部

大阪市水道局が進めている「大
阪市水道ＰＦＩ管路更新事業」に
ついて、手法選定の経緯や事
業内容等の聞き取りのための
視察、日本水道協会のDB(デ
ザインビルド)手法に関する研
修会への参加や国土交通省の
ＰＰＰ/ＰＦＩ検討会に参加するな
ど公民連携手法の調査を行っ
た。下水道事業においては、国
土交通省が実施している「令和
４年度下水道事業のPPP/PFI
の案件形成に関する方策検討」
の募集に応募し、国土交通省と
のWEB面談の結果、令和４年
度検討調査の内諾を得た。

水道事業においては、水道管
路の老朽度評価を管路データ
等によりAIで行い、管路更新
の優先順位をつける民間技術
について、説明会への参加等
により情報を収集した。下水道
事業においては、国土交通省
のPPP/PFI検討会への参加
や、モデル都市に選定された
「 令 和 4 年 度 下 水 道 事 業 の
PPP/PFIの案件形成に関する
方策検討」により、公民連携の
手法等について調査検討を
行った。

上下水道管路の更新・耐震化のペースを引き上げるとともに事業費を削減するた

め、PPPやPFI等、公民連携手法の検討・導入を行う。

公民連携手法の検討 検討結果に基づく取り組み

上下水道管路におけるPPP/PFIや公民連携手法の導入に向けて、調査・検討

を進めてきた。今後も引き続き、他市の状況把握や民間の技術を活用した上下

水道管路の老朽化対策および施設・管路の点検・調査などの維持管理について

公民連携手法の導入に向けた取り組みを進めていく。

継承 ・再設定

 

水道事業においては、管路更新
ペース引き上げに効果的な民
間技術について、官民連携推進
協議会等への参加等により情
報を収集した。下水道事業にお
いては、国土交通省のPPP/PFI
検討会へ参加するとともに、新
たな官民連携方式であるウォー
ターPPPについても情報収集を
行った。
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基本方針１ 基本方針２ 基本方針３ 基本方針４ 基本方針５

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 備 考

取 組

目 標

目 標

効果額

取 組

実 績

実 績

効果額

累積効果額

No.

累積効果額

今後の方向性

✓取り組みの方向性(課題設定時点)

民間活力の活用や協働を推進する ～市民・事業者など様々な主体との連携・協力の推進～

✓４年間の取り組み実績(総括)

府域一水道に向けた水道のあり方の検討20

― 千円 ― 千円 ― 千円
― 千円

― 千円 ― 千円 ― 千円
― 千円

上下水道部

府域一水道に向けた水道のあ

り方協議会の一元化専門部会

等に参加し、大阪府水道基盤強

化計画の策定と広域的連携等

推進協議会の設置に向けた方

向性を協議した。また、大阪広

域水道企業団との広域連携とし

て、府域一水道に向けた水道の

あり方協議会の報告書(令和2

年3月)で想定されている大阪

広域水道企業団の磯島取水場

の共同利用について検討協議

を行った。

府域一水道に向けた水道のあ

り方協議会に参加し、大阪府水

道基盤強化計画等について、協

議を行った。また、大阪広域水

道企業団(以下、企業団)との広

域連携として、将来の水需要減

少に伴って生ずる企業団磯島

取水場の能力余剰を活用した

施設・管路の共同利用の可能性

について、企業団と協議し、課

題や危機リスクの整理を行った。

府域一水道に向けた水道のあ

り方協議会に引き続き参加し、

他事業体との施設の最適配置

や統廃合について検討を行っ

た。また、大阪広域水道企業団

(以下、企業団)との広域連携と

して企業団と協議を進めてい

た取水施設の共同利用は、企業

団より共同利用は令和38年度

以降となるとの回答を得た。早

期の共同利用が困難であるこ

とから老朽化した枚方市磯島

取水場の維持・更新に取り組む。

平成30年の水道法改正により、水道事業者には施設・管路の維持管理及び計画的な更新、

健全な経営の確保、必要な人材の確保・育成といった水道の基盤の強化に努めること、都道

府県には基盤強化のための広域連携の推進役となり、水道基盤強化計画を策定し、実施に

努めることが役割として示された。そのため大阪府は、令和４年度に広域連携等推進協議

会(水道法に基づく法定協議会)を設置し、大阪府水道基盤強化計画を策定する予定である。

こうしたことから、大阪広域水道企業団(以下「企業団」)との事業統合を含めた府域一水道

(広域連携)にあたっての課題を検証しつつ、最適な水道のあり方を検討する.

最適な水道のあり方について検証・検討

大阪広域水道企業団（以下「企業団」）との事業統合を含めた府域一水道（広域

連携）については、枚方市における水道事業の現状や統合に伴う課題について、

統合した先進市の事例を検証しつつ、最適な水道のあり方を検討し水道事業を

維持することができた。今後も、時代の変化に応じて最適な水道のあり方を検

討していく。

継続取り組み
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課題名称 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 合計額

1 事務事業における到達目標の明示と、その検証を踏まえた見直し -                      -                      269,442 295,972 565,414

2 経常経費（枠配分予算）の検証 -                      -                      270,127 295,972 566,099

-                      -                      269,442 295,972 565,414

-                      -                      270,127 295,972 566,099

課題名称 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 合計額

-                      -                      50,000 50,000 100,000

-                      1,562 50,000 50,000 101,562

4,584 8,584 12,584 12,584 38,336

4,584 8,584 12,584 12,584 38,336

▲ 55,696 204,007 564,834 1,194,015 1,907,160

154,771 507,812 827,679 1,169,238 2,659,500

▲ 256,722 ▲ 15,145 338,251 969,816 1,036,200

▲ 44,017 327,467 588,697 875,076 1,747,223

35,773 41,358 38,947 35,204 151,282

35,773 41,548 39,011 35,075 151,407

99,973 111,208 119,718 119,718 450,617

97,276 125,373 169,883 181,118 573,650

65,280 66,586 67,918 69,277 269,061

65,739 13,424 30,088 77,969 187,220

- - - - -                       

32,376 90,577 376,372 - 499,325

10,000 45,000 33,000 29,000 117,000

49,422 19,811 48,643 41,923 159,799

- - 3,492 - 3,492

入札制度の見直し

Ⅴ.行財政改革プラン２０２０ 　効果額一覧

♦一般会計

枚方市勤労市民会への支援のあり方の見直し

総人件費の削減13

-1 総人件費の削減（職員数の適正化）

-2 総人件費の削減（メリハリのある給与制度の推進）

効果額（千円単位）基本方針２

基本方針１ 効果額（千円単位）

№

計

1 エフエムひらかた放送委託の見直し

-3

№

14

6

総人件費の削減（組織体制の改編、さらなる役職者の縮減）

-4 総人件費の削減（長時間労働の縮減）

15 -1

税外債権に係る未収金対策等の取り組み
※目標効果額、実績効果額（中段）には各年度と次年度の滞納繰越額の差額を、実績効果
額（下段）には各年度の滞納繰越額のうち徴収額と、前年度の滞納繰越額のうち徴収額の
差額を記載しています。また、実績効果額の合計欄は、下段の数値を使用しています。な
お、下段の数値は不納欠損による収入未済額減少分は含まれず、実際の収入額の増とな
ります。

上段：目標効果額

下段：実績効果額



54,137 171,817 56,409 61,910 302,131

57,835 215,622 489,683 228,853 991,993

54,137 148,217 37,867 36,600 276,821

57,835 215,622 443,683 191,050 908,190

- - - 48 48

- - - 48 48                   

- 23,600 18,542 25,262 25,262

- - - 13,155 13,155             

- - - - -

- - 46,000 24,600 70,600            

- 18,676 19,249 19,249 57,174

- 19,249 19,249 19,249 57,747

- 4,249 4,410 4,221 12,880

- 4,221 4,223 4,000 12,444

- 4,973 8,451 8,492 21,916

- 8,492 8,545 8,497 25,534

- - - 252,000 252,000

- - 147,000 252,000 399,000

- - - 28,663 28,663

- - - 28,587 28,587            

23,875 99,033 17,856 17,856 158,620

23,875 99,033 17,856 17,856 158,620

50,000 50,000 50,000 50,000 200,000

- - - - -                       

- 3,422 3,679 3,679 10,780

(-) (42,584) (34,244) (34,244) (111,072)

2,330 3,679 3,679 3,679 13,367

(2,330) (34,244) (34,244) (34,244) (105,062)

- 1,249 1,149 1,149 3,547

(-) (21,244) (18,568) (18,568) (58,380)

- 1,149 1,149 1,149 3,447

(-) (18,568) (18,568) (18,568) (55,704)

- - - - -

- - - 5,216 5,216              

学校園用地及び学校園関連用地の活用（田口山小学校通学路用
地、山田小学校関連用地、招提中学校関連用地）

17 くずはアートギャラリー事業の見直し

24 事業系ごみ処理手数料の適正化

-8 ふるさと納税制度による積極的な民間資金活用

38 エネルギー使用量削減につながる設備改修及び業務改善

20

21

16 市有財産の有効活用

-1

-6

25

-2

精神保健推進事業補助金の見直し

住宅改造補助事業の執行方法の見直し

23

自治会館未建設用地の有効活用等

市有財産の有効活用
（ネーミングライツ・未利用財産の売却や貸付）

灰溶融炉の停止（廃止）

33 公立幼稚園の効率的・効果的な配置

30 病院事業会計の繰入金の抑制

35 図書館施設の効率的・効果的な運営

下水道事業会計の基準外繰入金等の削減



86,900 611,010 821,621 1,732,818 3,210,207

275,771 959,980 1,961,511 1,800,908 4,998,170

課題名称 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 合計額

- ▲ 5,524 ▲ 3,565 ▲ 3,565 ▲ 12,654

(-) (3,371) (9) (9) (3,389)

- ▲ 3,565 ▲ 3,496 ▲ 3,320 ▲ 10,381

(-) (2,003) (2,669) (4,820) (9,492)

- ▲ 5,524 ▲ 3,565 ▲ 3,565 ▲ 12,654

- ▲ 3,565 ▲ 3,496 ▲ 3,320 ▲ 10,381

課題名称 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 合計額

- - - - -

- - - 812 812                  

- - ▲ 123,964 ▲ 352,117 ▲ 476,081

(-) (-) (196,680) (201,958) (398,638)

- - ▲ 115,401 ▲ 410,558 ▲ 525,959

(-) (-) (162,128) (163,074) (325,202)

▲ 14,451 ▲ 327,034 ▲ 416,030 ▲ 500,801 ▲ 1,258,316

(57,125) (▲ 187,552) (▲ 144,815) (▲ 82,355) (▲ 357,597)

▲ 200,527 ▲ 327,021 ▲ 416,282 ▲ 500,852 ▲ 1,444,682

(▲ 121,714) (▲ 167,343) (▲ 82,218) (▲ 83,698) (▲ 454,973)

【39,458】 【37,722】 【36,481】 【34,940】 【148,601】

▲ 14,451 ▲ 327,034 ▲ 539,994 ▲ 852,918 ▲ 1,734,397

▲ 200,527 ▲ 327,021 ▲ 531,683 ▲ 910,598 ▲ 1,969,829

72,449 278,452 547,504 1,172,307 2,028,570

75,244 629,394 1,696,459 1,182,962 3,584,059

計

留守家庭児童会室への情報端末の導入

12 公立保育所の民営化（渚・渚西・阪・桜丘北保育所）

計

13

【備考３】　基本方針２ №14「入札制度の見直し」の効果額には、低入札価格調査制度の対象工事の拡大に伴って生じた、調査基準価格と落札額の差額を記載しています。

【備考２】　基本方針２№33・35の課題については、人件費効果額を基本方針２№13「総人件費の削減」の効果額に含めて記載していることから、上段に必要経費等の額を記載しています。なお、下
段の（　）には、参考に人件費効果額を含めた効果額を記載しています。

【備考】　基本方針３ №13の課題については、人件費効果額を基本方針２ №13「総人件費の削減」の効果額に含めて記載していることから、上段に必要経費等の額を記載しています。
　　　　なお、下段の（　）には、参考に人件費効果額を含めた効果額を記載しています。

効果額　（千円単位）

【備考】　基本方針５ №12・13の課題については、人件費効果額を基本方針２ №13「総人件費の削減」の効果額に含めて記載していることから、上段に必要経費等の額を記載して
います。なお、参考に、（　）には人件費効果額を含めた効果額を、【　】には各年度として直営から委託化した場合の効果額を記載しています。

№

基本方針３

効果額　（千円単位）基本方針５

【備考１】　基本方針２ №13「総人件費の削減」の効果額には、基本方針２№33・35、基本方針３№13、基本方針５№12・13の課題の人件費効果額が含まれています。

計

総計（一般会計）

№

11 王仁公園へのPPP/PFI手法の導入検討

ごみ収集業務体制の見直し13



課題名称 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 合計額

- - - 2,054 2,054

- - - 2,054 2,054

- - - 2,054 2,054

- - - 2,054 2,054

課題名称 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 合計額

- - - - -

20,542 93,519 129,586 101,635 345,282

219,000 156,000 87,000 40,000 502,000

49,029 114,230 242,135 155,414 560,808

- - 121,764 - 121,764

9,500 7,300 5,400 4,100 26,300

17,024 12,483 15,538 16,221 61,266

- - - - -                       

336 480 723 723 2,076

393 294 294 294 1,275

611 611 611 - 1,833

- - - ‐ -                       

70,342 103,921 103,914 103,914 382,091

78,380 110,876 121,675 109,593 420,524

299,789 268,312 197,648 148,737 914,300

99,315 204,689 373,319 211,522 888,845

299,789 268,312 197,648 150,791 916,354

99,315 204,689 373,319 213,576 890,899

14 入札制度の見直し

№

効果額（千円単位）

♦特別・企業会計

基本方針２

1 事務事業における到達目標の明示と、その検証を踏まえた見直し

基本方針１ 効果額（千円単位）

№

計

総計（特別・企業会計）

計

15 -2

上下水道債権に係る未収金対策等の取り組み
※目標効果額、実績効果額（中段）には各年度と次年度の滞納繰越額の差額を、実績効果
額（下段）には各年度の滞納繰越額のうち徴収額と、前年度の滞納繰越額のうち徴収額の
差額を記載しています。また、実績効果額の合計欄は、下段の数値を使用しています。な
お、下段の数値は不納欠損による収入未済額減少分は含まれず、実際の収入額の増とな
ります。

受水費の削減

【備考】　基本方針２ №14「入札制度の見直し」の効果額には、低入札価格調査制度の対象工事の拡大に伴って生じた、調査基準価格と落札額の差額を記載しています。

27

16 -3 下水道マンホール蓋の有料広告

16 -4 検針票の有料広告

15 -1

税外債権に係る未収金対策等の取り組み
※目標効果額、実績効果額（中段）には各年度と次年度の滞納繰越額の差額を、実績効果
額（下段）には各年度の滞納繰越額のうち徴収額と、前年度の滞納繰越額のうち徴収額の
差額を記載しています。また、実績効果額の合計欄は、下段の数値を使用しています。な
お、下段の数値は不納欠損による収入未済額減少分は含まれず、実際の収入額の増とな
ります。



令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 合計額

248,125 548,125 511,517 511,517 1,819,284

211,050 511,517 511,517 511,517 1,745,601

50,596 50,596 50,596 97,346 249,134

30,401 53,335 49,155 90,279 223,170

117,839 117,839 117,839 117,839 471,356

116,006 124,798 126,392 - 367,196

- 300,000 - - 300,000

- 331,202 - ‐ 331,202

15,000 15,000 - - 30,000

- - - ‐ -                      

15,000 15,000 16,800 16,800 63,600

16,800 16,800 16,800 16,800 67,200

47,000 83,000 87,000 217,000

54,641 98,991 111,713 265,345

4,486 6,453 4,633 15,572

6,478 7,152 7,253 20,883

39,000 - 39,000

41,008 - 41,008            

446,560 1,098,046 825,205 835,135 3,204,946

374,257 1,098,771 851,015 737,562 3,061,605

【参考資料】

行財政改革プラン２０２０の取り組み以外による効果額一覧

課題名称

効果額（千円単位）

♦一般会計

繰出金の見直し

火葬場使用料の見直し

計

経常経費の配分見直し

エフエムひらかたの解散に伴う返還金

枚方市文化国際財団の基本財産の受け入れ

結婚等新生活支援事業補助金の見直し

三世代家族・定住促進事業の廃止

道路占用料等の見直し

精神障害者社会復帰及び居宅生活支援事業の執行方法の見直し

上段：目標効果額

下段：実績効果額



令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 合計額

251 516 524 1,291

141 333 369 843

251 516 524 1,291

141 333 369 843
計

課題名称

水道用地に係る使用料及び下水道用地に係る占用料の見直し

♦特別・企業会計

効果額（千円単位）



1,920,524千円 213,945千円

♦うち、効果が単年度となるもの ♦うち、効果が単年度となるもの
基本方針 課題名称 効果額（千円） 基本方針 課題名称 効果額（千円）

2 16 -1 市有財産の有効活用（未利用財産の売却） 163,534 2 14 入札制度の見直し 101,635

163,534 2 27 受水費の削減 109,593

211,228

♦うち、効果が後年度に継続するもの
基本方針 課題名称 効果額（千円） ♦うち、効果が後年度に継続するもの

1 2 経常経費(枠配分予算)の検証 295,972 基本方針 課題名称 効果額（千円）

2 1 エフエムひらかた放送委託の見直し 50,000 1 1 事務事業における到達目標の明示と、その検証を踏まえた見直し 2,054

2 6 枚方市勤労市民会への支援のあり方の見直し 12,584 2 16 -3 下水道マンホール蓋の有料広告 294

2 13 総人件費の削減 1,169,238
2 16 -1 市有財産の有効活用(ネーミングライツ・未利用財産の貸付) 27,516

2 16 -2 自治会館未建設用地の有効活用等 48 2,717

2 16 -6 学校園用地及び学校園関連用地の活用 13,155 ※「効果が後年度に継続するもの」には、令和２・３・４年度から継続するものも含まれています。
2 16 -8 ふるさと納税制度による積極的な民間資金活用 24,600

2 17 くずはアートギャラリー事業の見直し 19,249
2 20 住宅改造補助事業の執行方法の見直し 4,000
2 21 精神保健推進事業補助金の見直し 8,497
2 23 灰溶融炉の停止（廃止） 252,000
2 24 事業系ごみ処理手数料の適正化 28,587
2 25 下水道事業会計の基準外繰入金等の削減 17,856
2 33 公立幼稚園の効率的・効果的な配置 3,679

2 35 図書館施設の効率的・効果的な運営 1,149

2 38 エネルギー使用量削減につながる設備改修及び業務改善 5,216
3 13 留守家庭児童会室への情報端末の導入 ▲ 3,320
5 11 王仁公園へのPPP/PFI手法の導入検討 812
5 12 公立保育所の民営化（渚・渚西・阪・桜丘北保育所） ▲ 410,558

5 13 ごみ収集業務体制の見直し ▲ 500,852

ー ー 経常経費の配分見直し 511,517
ー ー 火葬場使用料の見直し 90,279

ー ー 三世代家族・定住促進事業の廃止 16,800

ー ー 道路占用料等の見直し 111,713

ー ー 精神障害者社会復帰及び居宅生活支援事業の執行方法の見直し 7,253

1,756,990

水道用地に係る使用料及び下水道用地に係る占用料の見直し 369

※「効果が後年度に継続するもの」には、令和２・３・４年度から継続するものも含まれています。

№

合　　　計

合　　　計

№

合　　　計

合　　　計

№

ー ー

№




